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● 1. はじめに
緒言

本書の目的

 本書は、デジタル技術の活用によって自社の生産性向上にチャレンジしたいと考える企業の皆様に、
全国の先進企業の取組を参考にしていただくために作成したものです。

 本書では、DX推進に取り組む企業の「取組の背景」や「取組のプロセス」、「DXを推進する社内体
制」、「経営層の生の声」をまとめてあります。自社の課題やDX推進レベルに応じて事例を参照でき
るように、 「両利きの経営」の考え方のもとで掲載事例を分類しています。

DXとは

DXとは、Digital Transformation（デジタルトランスフォーメーション）の略称です。DXと聞くと真っ先に
「デジタルツールを導入する」ことを思い浮かべますが、本書では、デジタル技術を手段として捉え、ビジネス
や企業自体の在り方を変革することを「DX」と定義しています。

本書の対象読者

 本書は、DXに取り組もうとする中小企業の経営者・従業員の皆様のうち、以下のようなお悩みをお
持ちの方を対象とした内容になっています。

 事例ごとに取り組みのステップとポイントも整理しているので、支援機関の皆様もぜひ参考にしてみて
ください。

従業員

経営者

• 経営者にDX推進を提言するにあたり、他社の取り組みを知りたい
• 導入を検討しているデジタルツールを使った事例を参考にしたい

• 漠然とした危機感があるが、どこからDXを進めたら良いかわからない
• DXに挑戦したいが、社員をどう巻き込んだら良いか分からない
• 他の経営者がどんな考え方や心構えでDXを進めているのか知りたい
• 業務効率化はある程度進んできた。今後のDXの進め方を検討したい

 目指すゴールと現状のギャップを埋めるためにデジタルツールを導入する
 経営層と従業員が十分な対話により変革の方向性を定め、そのステップとしてシ

ステムを刷新する
 継続的にデジタル化の状況・成果のモニタリングと改善を担う体制を設ける
 改善意識の高い従業員に権限委譲して経営者は後ろ盾となり、従業員主体で

取り組みを進める

望ましいDXの進め方の例

 とりあえず流行りのデジタルツールを使ってみる
 経営層と従業員の目線合わせをしないまま新システムを導入しようとする
 デジタルツールを導入したまま、効果を検証したり、改善しようとしない
 経営層が指示だけして、従業員にデジタル化を丸投げしてしまう

避けるべきDXの進め方の例
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● 1-2. 両利きの経営とDX
DXと両利きの経営

両利きの経営とは？

 技術革新が急速に進む変化の時代において、企業が持続的に成功し続けるために、既存事業の堅
実な改善である「知の深化」と、未来を見据えた新規事業の探索である「知の探索」の両方をバランス
良く実践することを「両利きの経営」と呼びます。

※ 本書においては、「知」を「ビジネスモデルおよびそれを裏打ちする技術・ノウハウ・組織風土等の
総体」と定義します。

知の
深化 デジタル

 案件管理ソフトを導入し、受注から納品までの管理業務を効率化する
 チャットツールを導入し、コミュニケーションミスを防ぐ
 日報をデジタル化して業務の進捗をリアルタイムで把握できるようにする

知の
探索 デジタル

 データ分析により職人の暗黙知を体系化し、外販する
 社内のDXノウハウを生かしてコンサルティングサービスを提供する

 「両利きの経営」の考え方は、DXの進め方を検討する際にも役に立ちます。デジタル技術の活用により
既存事業の改善（知の深化）と、新規事業の展開（知の探索）を両立させることで、DXが実現
できます。以下に例を示します。

知の探索知の深化
自社の持つ一定分野の知見を

継続して深堀りし、磨きこむ
（業務効率化・サービスや
商品の品質向上など）

自社の既存の認知を超えて、
遠くに認知を広げる
（新規事業開発や

イノベーションの模索など）

本書の構成

 本書では、「両利きの経営」の考え方に基づいて、「知の深化」「知の探索」の取組状況に合わせて、DX
の取組事例を分類し、紹介します。

「知の深化」を高いレベルで実践し、DXによって付加価値を高めているDX新興企業

「知の深化」を高いレベルで実践し、「知の探索」に挑戦を始めているDX推進企業

「知の深化」を高いレベルで実践し、デジタル技術を活用した新規ビジネス
創出を実現している

トップランナー
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9デジタル・アナログ両面からのDX推進建設業株式会社伊藤組1

12「ボトムアップ型」DXで働き方改革を目指す建設業株式会社高舘組2

15従業員にデジタルの利点を伝え､変革に巻き込む建設業株式会社保坂組3

17｢共感できる｣経営戦略を策定し、変革を推進建設業株式会社三原田組4

19製造工程を「レシピ化」し、均質化を実現製造業エヌ・エス・エス株式会社5

22デジタルで部署間連携を強化し、売上アップ製造業株式会社京屋染物店6

25「全員参加型の経営」で生産性向上を実現製造業佐渡精密株式会社7

27進捗管理の改善をスモールステップで実現製造業株式会社新武8

29DX計画を策定し、注力ポイントを明確にする製造業株式会社南雲製作所9

32情報共有を推進し、企業文化を変革する製造業hakkai株式会社10

34DX推進で人材獲得・付加価値向上を目指す宿泊業株式会社千歳館11

37DXを推進し、変化する顧客ニーズへ対応宿泊業株式会社ホテル小柳12

40課題の優先度とKGI・KPIを決め、PDCAを回す宿泊業株式会社ホテル清風苑13

42費用対効果の高い業務から優先的にDXを推進その他有限会社五十嵐本店14

44魅せる技術×デジタル技術で新サービスを展開その他株式会社ウスタ15

46現場ニーズを捉えたDXを従業員主体で推進するその他株式会社カーブドッチ16

48DX推進で社内協力体制の構築を目指すその他協業組合太陽自動車工業17

51目的に応じたプロモーション手法の実践その他ループ治療院18

会社名 業種 事例タイトル ページ

● 2. DX優良事例集

DX新興企業

No.

 これから紹介する30の事例は、デジタル技術を活用して業務効率化を推進している「DX新興企業」、
DXによる新規事業展開など付加価値upへのチャレンジを行っている「DX推進企業」、多角的な事
業展開を確立している「トップランナー」に分類しています。また、それぞれの分類の中で、さらに「建設
業」「製造業」「宿泊業」「その他」と、業種ごとに分類しています。

 異業種やDX推進段階の異なる事例からも普遍的な示唆が得られることがあります。ぜひ目を通して
みてください。

事例の一覧
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53全従業員をDXに巻き込み、変革機運を醸成建設業伊米ヶ崎建設株式会社19

56外部の専門家・技術の積極活用によりDXを加
速製造業株式会社遠藤製作所20

59「攻めのIT」で働き方改革を実現製造業株式会社サカタ製作所21

62取引先と共に業務改善を推進し、活人化を実
現製造業Jマテ.カッパープロダクツ株式

会社
22

65DXの推進によりデータドリブン経営を実現製造業セキ技研株式会社23

68営業領域のデジタル化に向けた挑戦製造業株式会社山口製作所24

会社名 業種 事例タイトル ページ

● 事例の一覧

DX推進企業

70「楽しくスマートに働ける」建設業界の実現へ建設業小柳建設株式会社25

73自社の業務改善経験を生かした新規事業開
発製造業株式会社カワイ精工26

76従業員と目線を合わせ、変革に挑む宿泊業株式会社いせん27

79DXによりサービスの高付加価値化を実現宿泊業株式会社陣屋28

82変革を楽しみ「世界一IT化された食堂」を実現その他有限会社ゑびや29

85職人技×DXで、農業をより強い産業にその他株式会社GRA30

会社名 業種 事例タイトル ページ

トップランナー

事例の一覧

No.

No.
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同社は「和をもって貴しと為し、安全、
誠実、迅速、正確を旨とすべし」を社是と
し、創業111年の歴史を誇る新発田市の総合
建設事業者である。土木部門・建築部門お
よび冬期の除雪作業や災害復旧支援などを
行う生産事業部門の3部門を擁する。

同社の強みは国交省および新発田市より
優良工事表彰を何度も受けている品質の高
さであり、令和4年度「ICT活用工事成績優
秀企業」に認定。令和5年度「生産性向上技
術活用表彰」を受賞している。

伝統を重んじながらも新たな技術や仕組
みを取り入れることにも積極的に取り組ん
でおり、インスタグラムを活用しての情報
発信・企業ブランディングなどを推進して
いる。

デジタル・アナログ両面からのDX推進

同社がDXに取り組むことになったきっ
かけは、全社的な情報共有ができていない
ことへの課題意識を持ったことであった。
現場ごとにハードディスクで情報を管理し
ていたため、現場横断的な情報共有が難し
く、担当者でなければ顧客対応ができない
など業務の属人化が生じていた。特に現場
代理人（工事現場の現地責任者）の書類作
成・ファイリング等の書類管理業務に係る
負担の低減や社内における適切な作業分担
に関して改善余地があった。

この課題を解決するために、同社では
ツール導入などのデジタル面の施策だけで
なく、「建設ディレクター」を中心とした
バックオフィスへの業務移管など、アナロ
グ面の施策についても並行して検討を行っ
た。

D
X
新
興
企
業

株式会社伊藤組

伊藤組では、従業員のニーズに基づくデジタルツールの導入を進めつつ、現場-バック
オフィス間の業務の再分担などにより全従業員が⾧く働ける環境づくりに努めている。

株式会社伊藤組

企業紹介 DXに取り組む目的

CASE.1
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取組のステップとポイント

情報共有を推進するた
め、同社が最初に取り組
んだのは、ハードディス
クからオンラインクラウ
ドストレージ「Dropbox 
business」へのデータ移
行であった。導入時には、
全従業員を集めて社⾧自
ら説明会を行い、その場
で全員のパソコンにツー
ルをインストールした。
重いハードディスクを持
ち歩かずに済む、電話で
現場の状況を確認せずと
も済むようになったなど、
現場にとっての利便性が
認識されると、スムーズ

• 施工管理アプリ導
入検討

01

• 建設ディレクター
の育成・業務分担

STEP1. 現場のニーズ・課題に応じたツールを選定
 導入するツールは、トップダウンで一方的

に決定するのではなく、現場の困りごとを
丁寧に確認し、課題解決に繋がるものを選
定することが重要である。

STEP3-1. 最新技術・ツールの情報を把握する
 新たな技術や優れたツールはどんどん登場

する。一度ツールを入れたら終わりではな
く、情報収集し続けることで更なる改善に
繋がる。

STEP3-2. 業務運用面でも最適化を図る
 ツールの導入による業務効率化と並行して、

部門横断的に業務分担の見直しをかけるこ
とで、現場代理人の業務負荷の更なる軽減
や建設ディレクターの専門性強化に繋がる。

STEP2. ツール運用のルールをあやふやにしない
 「どのデータを、どこにどのような様式で

置くか」や「勤務開始の打刻タイミングを
どのように定義するか」などのルールを明
確化することで、スムーズな浸透に繋がる。

情報共有
ツール導入1

ツール利用
ルールの整備2

継続的な
情報収集3-1

アナログ面
施策推進3-2

D
X
新
興
企
業

に浸透していった。その
後は現場の課題感に応じ、
現場写真の管理を自動化
する「写管屋クラウド」
や「蔵衛門Pad Tough 
DX」、勤怠管理ソフト
「KING OF TIME」など
様々なツールを積極的に
導入することでDXを推
進した。

併せて、現場代理人の
業務負荷の低減を図るべ
く、特に改善意欲の高い
事務担当者を、現場実務
を支援する「建設ディレ
クター」として育成し、
現場代理人との業務分担

にも着手している。建設
ディレクターは専門性を
身に着けながらリモート
ワークでの就業が可能な
職種である。多様な人材
がそれぞれの状況に応じ
て協力し合って働き続け
られる環境の整備を目指
している。

• オンラインストレー
ジ導入

• 勤怠管理ソフト導入
など

撮影と同時にクラウド上へ保管。建設ディレクターがタイムリーに編集可能

撮影・保存

編集材料引き出し

取り組みの内容
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推進体制

DX方針の策定や導入
ツールの決定、運用ルー
ルの策定などは、IT経験
を有する伊藤社⾧自らが
行っている。

ツールの導入に際して
は、同社にて現場代理人
としての⾧い業務経験を
持つ古俣課⾧を中心とし
て、そのツールが現場の
課題解決にどのように貢
献できるかを現場目線で
確認したり、導入後の運
用面でのサポートを行っ
ている。

建設ディレクターの育
成や、現場との業務の切

り分けなど他部署との折
衝が必要となる局面にお
いては、伊藤社⾧の右腕
であり、異業種から同社

に参画した竹川社⾧室⾧
が調整役となることで、
円滑な推進に貢献してい
る。

創出した成果

オンラインストレージ
「Dropbox business」の
導入により、多くの書類
や写真、大容量のCAD
ファイルをクラウド上に
共有できて大切なデータ
を安全に保存できるよう
になった。

また勤怠管理ツール
「KING OF TIME」の導
入により、4人の事務担
当者の月次の締め処理が
省力化され、6.3時間
(/月・事務担当者あた

り) の時間短縮に繋がっ
た。

建設ディレクターの本
格運用はこれからだが、
建設ディレクターの資格
を取得したことで担当者
のモチベーションが向上
し、更なる業務改善に向
けた機運が高まっている。

伊藤社⾧より
「今後も生産性向上のために広い視野で情報を取り入れ、
タイミングを図ってテスト運用やツールの導入を実行して
いきます。
また、技術者の業務をワークシェアし、効率化をはかり、
ITスキルを有した新しい領域である建設ディレクターの活
躍とチームで仕事をするバックオフィスの新しい働き方の
仕組みづくりに真剣に取り組んでいきます」

推進ウラ話
伊藤組では、新たに施工管理アプリの導入を検討しましたが、既存ツールとの棲み分け
や費用対効果を考慮し、見送りにしたこともあります。気軽に検討して試せるのがSaaS
の良さなので、ツールをひとつ導入したあともぜひ情報収集を続けてください。

D
X
新
興
企
業

伊藤社⾧

建設ディレクター
須藤氏

竹川社⾧室⾧

建築部 古俣課⾧ 土木部
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株式会社高舘組は、創業97年を迎える上
越市の総合建設事業者であり、土木・建
築・住宅リフォーム・不動産事業を展開し
ている。

同社は、県立謙信公武道館、上越妙高駅、
水族博物館うみがたりなど新潟県上越市の
主要施設やインフラの施工に携わるなど地
域に根差した事業活動を行っている。

「健康経営優良法人2024-ブライト500-」
「にいがた健康経営推進企業マスター」の
認定を受けており、禁煙に成功した従業員
を表彰する企画などユニークな取り組みを
通じて、社員の健康増進を後押ししている。
また、若手社員にも積極的に活躍の場を与
える社風に特⾧がある。

「ボトムアップ型」DXで働き方改革を目指す

少子高齢社会において、建設業が「地域
の守り手」として役割を果たしていくため
には、将来の建設業を支える担い手確保が
急務となる。若者や女性の入職や定着の促
進に重点を置きつつ、あらゆる世代が活躍
できる環境整備、働き方改革、生産性向上
を一体として進めることが重要となる。

同社では、全社員が心身共に健康で働け
るようにと健康経営を推進してきた。近年
では、社員がワークライフバランスを意識
できる仕組みづくりにも取り組んでいる。
その一つが勤怠管理の見直しだった。従来
は社員の働き方がリアルタイムには把握し
にくく、個々人に目が行き届かない場合が
あった。この課題をクリアし、かつデジタ
イゼーションによって社内に変革の波を起
こすため、社員が主体となり勤怠管理ツー
ル「TeamSpirit」の導入にチャレンジした。

高舘組では、変革意欲の高い従業員からなるプロジェクトチームが主体となってDXを推
進し、経営層がサポートに回る体制を構築し、働きやすい環境づくりを進めている。

株式会社高舘組 D
X
新
興
企
業

CASE.2

企業紹介 DXに取り組む目的



取組のステップとポイント

同社における勤怠管理
の仕組みづくりは、手書
きの出勤簿をExcel化並び
に電子提出対応にするこ
とから始まった。しかし
それだけでは依然として
紙ベースで管理していた
頃の名残があり、残業申
請や休暇申請が事後提出
になることも多く、就労
時間に対する更なる意識
醸成が課題となった。

そこで、「各自の月次
工程から次月の残業時間
をある程度逆算した上で、
その時間内に収まるよう
に計画を立てる」取組み

01

• 社内会議のオンライン化
• ペーパーレス化
• 社内稟議の電子化など

STEP1. ツール導入以前に変革機運を醸成
 「勤怠管理ツールさえ導入すればあとは適正

な管理がなされる」ことは少ない。労務管理
意識の醸成や残業の計画実施など、アナログ
面での変革が非常に重要となる。

STEP2-2. 共に変革を志す仲間を募る
 DX推進意欲の高い社員へ積極的に権限を委

譲しつつ、経営層がその取組を全面的にサ
ポートに回ることで、社員のニーズに即した、
社員が主役のDX推進に繋がる。

STEP3. 変革の波を波及させる
 DXプロジェクトチームは、現場の繁閑や取

り組む分野に応じて都度、重点メンバーを決
めるなど、柔軟な運用が望ましい。

 全社員を巻き込むため、自社としてDXをど
う進めているのか、方向性を発信していくこ
とは重要なポイントである。

STEP2-1. ツール導入により得られるメリットを訴求
 ツールの導入により、社員に対しては勤怠報

告の手間が、経営層・管理者層には労務管理
の手間が削減できることを訴求するなど、そ
れぞれの立場によって異なるメリットを訴求
するような工夫も重要である。

勤怠管理の
仕組みづくり1

多様なDX
プロジェクトの展開3

D
X
新
興
企
業

を実施した。これら一連
の取組みが、社員自らも
就労時間を意識するきっ
かけに繋がった。

このような下地を作っ
た上で、ツールの導入は
スムーズに進んだ。導入
にあたっては、髙舘常務
を中心に、変革意識の高
い若手社員からなるDX
プロジェクトチームを編
成・権限移譲し、少人数
制の説明会の実施やツー
ルの不明点があった場合
のフォロー体制整備など、
誰も取り残さない工夫を
行った。

ツールの導入成功は
DXプロジェクトチーム
の自信にも繋がり、その
後も積極的に活動してい
る。また、DX方針を定
めて、社員への説明を繰
り返し行うことで、更な
る変革の機運醸成を図っ
ている。

株式会社高舘組13

DXプロジェクト
チーム編成2-2

勤怠管理
ツール導入2-1

取り組みの内容



株式会社高舘組

DX方針の策定は髙舘
常務が中心となり、対外
的な発信および社員への
説明を担っている。

実際のDX推進に関す
る取組は、髙舘常務とそ
のパートナー役である石
田営業部主任および有志
により組成されたDXプ
ロジェクトチームが主体
となって推進している。
当該チームは常時所属す
るコアメンバーと、取組
み分野に応じて参加する
テンポラリメンバーから
構成されており、社員の

課題感・ニーズに基づく
取組みを検討し、推進す
るため、それ自体がイン
センティブとなり、高い
モチベーションで活動を
行っている。

各部門との調整が必要
になった場合は、必要に
応じて各部門⾧がサポー
トに入る体制をとってい
る。

推進ウラ話
TeamSpiritの導入にあたっては月次の利用料のほか初期費用が必要となりますが、同社
では「新潟県建設産業バックオフィスDX推進モデル事業補助金」を利用して負担の軽減
を図りました。自治体等の補助事業活用も検討してみてください。
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髙舘常務より
「当社のDXは、単にデジタル化することではなく、社員の働
き方改善に繋げていくことを目的としています。出来る限り
社員の意見に耳を傾け、課題と向き合う事を意識しています。
引き続きDXプロジェクトメンバーとともに、当社DXの歩み
を着実に前に進めて参ります」

株式会社高舘組14

髙舘常務

DXプロジェクトチーム

各部門⾧ 石田営業部主任

推進体制

TeamSpirit導入により、
社員一人ひとりは自身の
勤怠データをいつでもど
こでも確認できるように
なり、また管理者も全体
の稼働状況を確認できる
ようになり、時間意識の
更なる向上や忙しい現場
をカバーする体制づくり
等の施策をタイムリーに

実施できる環境が整った。
また、総務担当の毎月

の給与計算にかかる時間
が３日以上削減され、手
計算によるミスも無く
なった。空いた時間は、
現場サポートに振り向け
るなど、全社残業時間削
減のために充てている。

DXへの取組みが加速

し、2023年は、社内会議
をオンライン化したこと
で、出席率の向上、移動
時間の削減を実現。会社
の方針も伝わりやすく
なったなど、DXプロ
ジェクトチームの取組に
対してポジティブな
フィードバックが寄せら
れている。

創出した成果



株式会社保坂組15

株式会社保坂組は、昭和14年に妙高市で
創業して以来、「地域のために 地域と共
に 地域と繁栄」を経営理念に掲げ、地域
に根差して土木・建築事業を展開している。
神社・仏閣など伝統的建築物の新築・改修
を担うことのできる高い技術力も同社の強
みである。

毎週水曜日をノー残業デーに設定するな
ど、残業削減に向けた取組が評価され、
「健康経営優良法人」の認定を4年連続で受
けており、20代の女性現場監督をはじめ多
くの女性が活躍している。

従業員の発案により、従業員の誕生日に
ホールケーキをプレゼントする福利厚生制
度を整備したり、「中の人」が工事の様子
などを収めた動画をInstagramで発信するな
ど、ユニークな取組も行っている。

従業員にデジタルの利点を伝え､変革に巻き込む

同社では、2024年問題や建設業界におけ
る慢性的な人手不足の状況を踏まえ、主に
保坂常務取締役とITの知見を有する水嶋取
締役によって各業務でデジタルツールを導
入。全外勤者にスマホを貸与し、チャット
ツール、工事写真整理、原価管理等のシス
テムを活用し、積極的にDXを進めてきた。

デジタル化は、人によっては利便性より
慣れた業務が変わることへの抵抗感が大き
い場合もあるが、採用の難しい人口減少局
面においては、従業員の負担軽減のために
取り組まなければならないことである。そ
こで同社では、従業員にデジタルツールの
利便性を感じてもらうため、タイムカード
から勤怠管理ツールへの移行や、現場から
のニーズが高い「紙の手書き帳票からエク
セル形式の報告書への転記作業」の自動化
にチャレンジすることとした。

株式会社保坂組では、従業員にデジタル化のメリットを伝えてDX推進に巻き込むため、
ツールの導入やDX推進チームの編成など、様々な取組を行っている。

企業紹介 DXに取り組む目的
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株式会社保坂組
CASE.3



取組のステップとポイント
STEP1. ツールを選定するための軸を明確化する
 世の中に存在する無数の製品の中から自社にとって最

適な製品を選定するのは非常に難しい。SaaSは無料ト
ライアルが可能な場合もあるので、譲れないポイント
を決めたら、気軽に始めてみるのが重要である。

STEP2. 従業員にDX推進の権限を委譲する
 同社では、当初はITの知見を有する経営層が主として

DXを進めてきた。取組の主体が従業員からなるDX推
進チームに移ることで、従業員の当事者意識やリテラ
シーが高まり、変革の推進力の向上が期待できる。

併せて、従業員を更に
DX推進に巻き込んでい
くために、各部署から改
善マインドの高い従業員
を選出してDX推進チー
ムを編成した。従業員向
けのデジタル研修プログ
ラムや、DX推進方針の
検討も開始しており、従
業員の負担を減らし、安
心して働き続けられる環
境の構築に向けた挑戦を
続けている。

株式会社保坂組16

01
ツールに求める

要件を見定める1

DX推進の
方向性を確認する3

DX推進体制を
編成する2

※1：Software as a Serviceの略称。インターネット経由でソフトウェアやアプリケーションを利用できるサービス形態のこと。
※2：OCR（Optical Character Recognition/光学文字認識）に、AI（人工知能）技術を融合させた最先端のOCR技術のこと。
※3：Robotic Process Automationの略称。パソコンで行う事務作業を自動化できるソフトウェアのこと。

取り組みの内容
D
X
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勤怠管理ツールの選定
にあたっては、まず同社
にとって特に必要性の高
い要件の洗い出しを行っ
た。その結果、「現場ご
との直接人件費を算定す
るために工数管理機能を
備えている」「サポート
体制が充実している」
「費用が安価である」と
の要件を満たし、同規模
の同業他社で導入実績を
有するSaaS ※1 「KING 
OF TIME」を導入する
ことを決定した。

保坂常務取締役より
「DX化の推進にあたり、トップダウンのアプローチではなく、会
社がビジョンを示した上で、DX推進チームが社員視点でツール利
用のメリットを伝えるプロセスを踏んだことで、社員が抵抗感なく
デジタルツールの利用に取り組むようになったと感じています。」

紙の帳票からエクセル
への転記処理については、
AI-OCR ※1とRPA ※1の組
み合わせによる実現可能
性を検討した。複数の
サービスをテスト利用し
たところ、実装自体は可
能だが、多様な業務に対
応できるよう汎用性の高
いプログラム構成にする
のは自社の知見だけでは
難しいことが判明し、当
該システムの専門家も交
えて引き続き検討を行う
こととした。

STEP3. ある程度DXが進んだところで、改めてビジョンを整理する
 DXビジョンは、DXに本格着手する前に策定する会社

も多いが、同社ではDXがある程度進んできたところで
これまでの取り組みを総括し、改めて今後の方向性を
確認するために検討を開始した。

 自社はなぜDXに挑戦していて、従業員にはどんなメ
リットがあるのかなどを言語化し伝えることで、従業
員の理解を促進することが期待できる。
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株式会社三原田組は、昭和26年に上越市
で創業した総合建設業者である。令和4年に
株式会社三商、株式会社キヨサト生コンと
合併してからは、総合建設業のほか砂利採
取、生コンクリート製造販売も事業の柱に
加わった。

創業時からの経営理念は「地域社会への
貢献」であり、小さな農道のインフラ整備
から山や河川などの大規模公共工事まで、
現場の作業計画・管理・施工を一貫して
行っている。

同社が運営し、新潟労働局登録教習機関
でもある三原田組上越トレーニングセン
ターでは、求職者に建設関係の資格取得機
会を提供しており、建設業の人手不足解消
に努めている。

同社は、公共工事の縮小や新型コロナウ
イルス感染症の影響に伴う工事数の減少な
ど、厳しさを増す経営環境を受け、リソー
スの効率的な活用や人材確保を目的として
ほか２社を合併した。一方で、合併による
組織再編に伴い、社内コミュニケーション
の面で課題を抱えていた。

デジタル化の面では、これまでも都度必
要なツールの導入に挑戦してきたが、経営
戦略やDXで目指す姿の全体像を描けてい
なかっため、従業員の巻き込みが難しい状
況であった。特に合併先の従業員に対して
事業の方向性を明確に指し示すことができ
ていなかった。

そこで、デジタル技術を活用したコミュ
ニケーション・情報共有の改善と、今後と
るべき経営戦略について検討を行った。
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株式会社三原田組

株式会社三原田組では、経営戦略をストーリーで語り従業員の共感を得るための準備を進
めるとともに、コミュニケーションツールの導入検討をスモールスタートで実施した。

株式会社三原田組

企業紹介 DXに取り組む目的

｢共感できる｣経営戦略を策定し、変革を推進

CASE.4
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「あるべき姿の実現のた
め、自社はどのような経
営方針を取るべきなの
か」という順に言語化・
具体化を進め、従業員が
自社の方向性に共感し、
自分ごととして理解して
もらえるよう「ストー
リー化」を行い、その実
現のための手段としてデ
ジタル化を位置付けた。
今後は従業員向けの説明
会を行うなどして、全従
業員が一丸となって変革
に立ち向かう機運を醸成
していく。

取り組みの内容

取組のステップとポイント

STEP1. 従業員が共感できるよう経営理念を具体化し、腹落ちする
 同社では、先代経営者から受け継いだ経営理念を出発点と

して、目指すべき姿や大事にしたい価値観を具体化する作
業を行った。

 経営層と従業員の視点は違うため、経営理念・方針はざっ
くりした概念を伝えるだけでは浸透しない。文字に落とし
て丁寧に説明できるよう、まずは経営者自身が腹落ちする
必要がある。

STEP3. アナログなコミュニケーションも大切にする
 同社では、デジタル化に関する取り組みを知らない従業員

にも、試行錯誤の課程を知ってもらい忌避感を緩和するた
め、令和5年から紙ベースで社内報の配布を始めた。

 デジタル化の効果を最大限発揮するためには、アナログな
コミュニケーションを丁寧に行うことも重要である。

STEP2. デジタルツール導入はスモールスタートで実施
 LINE WORKSのトライアル利用は、全員ではなくバックオ

フィスの23名で行った。範囲を絞ることで、短期間でも
様々な機能検証を行い今後の方向性を決定できた。

経営理念を
磨き込む1

全従業員を
巻き込む工夫をする3

ツール導入は
小さく始める2

三原田代表取締役社⾧より
「DXを推進するにあたり、原点である経営理念に立ち返って、課
題や取組を考えていくことが重要だと感じました。
短期間でLINE WORKSを導入しましたが、実際にやり切れたこと
が自信に繋がり、従業員に様々な意見があることに気付けまし
た。」

社内コミュニケーショ
ンについては、複数サー
ビスとの比較検討の結果、
多様な機能、LINEと類
似した画面操作や導入事
例の多さなどから、まず
はLINE WORKSをトラ
イアル利用することとし
た。

バックオフィス業務を
担当する従業員に絞って
試用を行う中で、 各機能
の同社における利用イ
メージや権限管理等につ
いて詳細に検討を行った。

特にスケジュール管理機
能については、現状のホ
ワイトボードによる管理
を代替するものとして期
待されている。今後は現
場も巻き込んで本格導入
を進めていく予定である。

また、経営戦略の策定
にあたっては、受け継が
れてきた経営理念も踏ま
え、現経営者の立場から、
「自社として大切にした
い価値観は何か」「その
上で自社の目指すべき姿
はどのようなものか」
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同社は明治17年に鍛冶を生業として創業
した歴史ある金属加工業者である。現在で
は工作機械の工具を取り付け回転させる主
軸「スピンドル」を超精密加工技術で製造
している。スピンドルは工作機械の心臓部
とも称されることから、同社はスピンドル
の製造により日本の「モノづくり」をサ
ポートしているという自負を持ち、素材・
熱処理・加工・仕上げ・検査などすべての
工程において超精密加工を追求している。
平成20年には品質と環境のマネジメントシ
ステム国際規格（ISO）を取得するなど、製
造技術に加えて、製造体制も評価されてい
る。

バックオフィスだけでなく工場勤務者も
在宅勤務ができる環境整備を目標に掲げる
など、改善を追求するチャレンジングな社
風が特徴である。

製造工程を「レシピ化」し、均質化を実現

企業紹介

同社の生産方式は変種変量生産であり、
部品ごとに複数の製造工程が存在する。以
前は、各工程の標準作業手順が整備されて
いなかったため、製造品質が個人の技量・
経験に左右されてしまい、製品不良が発生
する頻度が高い、ベテランの技術が伝承さ
れないなどの課題を抱えていた。同社では
こうした課題によって生産性が同業他社と
比較して非効率であるという懸念があり、
その改善が急務となっていた。

そこで同社ではデジタル技術を活用した
課題解決を推進するため、DX推進室を立
ち上げ、部品構成表や工程表をデジタル化
するとともに、段取り・加工の注意点など
を可視化することで、生産性向上に取り組
むこととした。

エヌ・エス・エス株式会社では各製品の製造方法・組立方法を可視化し、全従業員がリ
アルタイムで共有することで、製造品質の均質化を実現し、生産性を向上させた。

DXに取り組む目的

エヌ・エス・エス株式会社
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CASE.5
エヌ・エス・エス株式会社
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20 エヌ・エス・エス株式会社

取組のステップとポイント

STEP1-1. ありたい姿から逆算して取り組みを進める
 細かなプランは必要ないが、将来実現したい姿を明確

化することで進む方向性を定めることができる。
 同社では「製造現場における暗黙知の形式知化」を目

指し、DXを推進している。

DX推進の
動機付け3

取り組みの内容
D
X
新
興
企
業

STEP1-2. DXの専門部署を組成する
 期間の決まったプロジェクトだと責任の所在が不明瞭

となったり、責任感が薄れ、スピードを維持すること
が難しい場合がある。

同社は加工作業を統一
し、全員が同じ手順で作
業できるようにするため
に、Notion※1を用いて加
工情報閲覧システム「レ
シピ」を構築した。

同システムでは部品ご
との製造工程や、ユニッ
ト品の組立工程・必要部
品などを記録し、それぞ
れをレシピと呼んでいる。
データベース同士の情報
を紐づけることでレシピ
を構築しており、データ
を活かした加工改善や生
産性向上に寄与している。
レシピには画像付きの加
工条件やメモが記載され

ているため、段取り時間
の短縮にも繋がる。

同社では、DX推進室
が中心となってDXビ
ジョンの策定や具体の取
り組みを推進しており、
Notion導入などの取り組
みも主導している。
Notion導入時には、DX
推進室のメンバーを現場
に常時待機させ、現場社
員がいつでも使い方を聞
くことができる「二人三
脚サポート体制」を敷い
た。現在ではSlack※2に即
レスチャネルを設けて、
現場の問い合わせに対応
している。

さらにレシピへの加工
情報の登録件数を設定す
ることを各課のKPIとす
ることで、データベース
に登録される情報を増や
すことに成功している。

二人三脚サポート体制の様子

※1：データベースを構築することができるメモ取りウェブアプリ
※2：ビジネス用チャットアプリでコミュニケーションやファイルの保存ができたり、外部アプリと連携ができる。

DX推進室の
組成

DXビジョンの策定

DXが現場に
馴染む取組2

STEP2. 現場でDXツールが活用されるよう工夫する
 ツールやシステムを導入しても、価値の源泉である現

場で活用されなければ意味がない。
 同社では、導入当初よりDX推進室のメンバーが付きっ

切りで問い合わせに対応したことで現場でのDXがス
ムーズに進んだ。

STEP3. 知見を蓄積することの重要性への理解を深める
 データベースに現場の知見を記録する作業は従業員に

敬遠されることが多い。
 現場の知見を蓄積して情報の価値を最大化するために

も、現場の従業員に対するメリットの説明やKPI設定な
どの動機付けが重要となる。

1-1

1-2
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推進体制

DX推進室は統括責任
者である専務取締役を筆
頭に、実務責任者と3名
のメンバーで構成されて
いる。DX推進室では、
適正なデジタルツールの
検討・選定、各部署との
協議・連携を行い、必要
な情報発信や社員教育を
行っている。

月に1回、各部署のDX
担当者が集まるDX会議
を実施しており、現場か
らの意見を収集したり、
社員向けに発信する情報
をDX担当者に伝達する。

D
X
新
興
企
業総括責任者

（専務取締役）

DX推進室
メンバー

DX 推 進 室 は 専 属 メ ン
バーのみからなっている
ため、常時社員からの問

い合わせやデータベース
の修正・アップグレード
に対応している。

中町専務取締役より
「インダストリー4.0、IoTが新語から日常に使われるようになり、
DXもそれに続いている。当に「産業革命」が起きていることを
実感せずにはいられない。ウイズ・コロナが定着しリモートミー
ティング、リモートワークが普通になり、産業の構造だけでなく、
生活、習慣、働き方まで変わってきた。江戸時代から明治に変わ
るくらいの変革期なのではないかと思っている。その覚悟を持っ
てDXに取り組みたい。」

推進ウラ話
同社のDX推進室では、話し合いの際は否定から入ることを禁止している。アイデア時点
での粗探しは可能性を否定することになり非生産的になるためである。メンバーが委縮せ
ず、建設的な議論ができるためにもこうしたルール作りは重要である。

創出した成果

Notionの導入による大
きな成果のひとつは、新
人研修が効率化されたこ
とである。新入社員が先
輩社員に聞かずとも「レ
シピ」で製造工程や必要
部品を参照することがで
きるため、製造方法を教
えるのにかかる時間が、1
ユニット品あたり20~30

時間から、10時間程度に
まで短縮できた。

またDX計画より2か月
前倒しで全社員135名へ
のタブレット配布を完了
した。現場社員からは、
タブレットの水準器アプ
リを活用した現場機器と
のデータ接続を提案され
るなど、ボトムアップに

よるDX推進の雰囲気が
醸成されつつある。

今後は職人の勘や経験
などの暗黙知の言語化を
進めることで、製造品を
均質化するだけでなく、
製品の水準を飛躍的に高
めることを目指し、取り
組みを続ける。

実務責任者

DX推進室
情報発信

情報収集
伝達

方針決定

製造部
DX担当

生産管理部
DX担当

営業部
DX担当

社員

問い合わせ対応
研修・教育
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同社は岩手県で大正7年に設立した創業
100年を超える老舗染物屋であり、デザイン
から染め、縫製まで一貫して行える、全国
でも数少ない染工場である。

先代社⾧までは縫製工程を外注し、染色
を専門とする家内工業だったが、現社⾧よ
りデザインから縫製まで一貫生産する体制
を確立し、事業を拡大してきた。

プログラミング不要で業務アプリを簡単
に作成できるkintoneの導入によりDXを進
め、平成29年にはkintone 導入の好事例を表
彰するkintone AWARDでグランプリを獲得
した。さらにDXにより従業員の働き方が大
幅に改善されたことで令和3年にホワイト企
業大賞を受賞した。現在では海外ブランド
とのコラボ商品や自社ブランド商品の開発
を進めており、世界一の染物屋を目指して
いる。

デジタルで部署間連携を強化し、売上アップ

CASE.6
株式会社 京屋染物店

京屋染物店では、業務進捗や在庫・顧客情報などをアプリ上に集約・共有することで、
部署間の連携が促進され、創業100年超の歴史の中で最高の売上高を実現した。

D
X
新
興
企
業

同社では、以前は案件ごとの業務タスク
を記載した付箋をホワイトボードに貼り付
けることで進捗管理していた。家内工業の
時代は問題なく対応できていたが、染色以
外の業務を内製化したことで管理すべきタ
スクが増え、従来の方式では他部署の業務
進捗や作業量の把握が難しくなり、正確な
納期の見積もりができない状況になってい
た。

また、過去の注文履歴は全て紙で管理さ
れていたため、問い合わせがある度に紙の
資料から顧客情報を探し出す必要があり、
顧客を待たせてしまうこともあった。

このような状況を受け、同社では、現行
の業務に合った情報管理・共有方式を実現
することにより顧客や従業員の満足度を向
上すべく、kintoneを導入することを決めた。

株式会社京屋染物店

企業紹介 DXに取り組む目的
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取組のステップとポイント

徹底的な
課題の洗い出し1

取り組みの内容

タブレット導入
利用促進3

D
X
新
興
企
業

STEP1. 現場のニーズを深く理解する
 トップダウンでシステム構築した場合、現場のニー

ズに合わず利用されないことがある。ツール導入以
前に現場の課題を詳細に理解することが重要である。

STEP2-2. いきなりデジタルツールを導入しない
 現行の業務プロセスをそのままアプリ化するのでは

なく、まずは無駄なプロセスを省き・まとめられる
ものは統合して、新しい業務フローを構築すること
が重要である。

 そのうえでツールを導入することで、飛躍的な業務
効率の向上に繋がる。

情報共有の効率化のた
め、約100万円の費用を
投じてトップダウンで仕
様を決定し導入したシス
テムは、現場に馴染まず
従業員に利用してもらえ
ないということがあった。

その反省を生かして、
kintoneを導入する際は、
仕様検討の段階から従業
員を巻き込んで課題の洗
い出しを徹底的に行った。
また、kintoneで作成した
アプリは使いながら改善
していけばよいものであ
るため、最初から細部に
こだわって完璧なアプ

リを作り上げるのではな
く、本質的な課題を見据
えながら細かくPDCAを
回すことでDXを推進し
た。

加えて、それぞれの部
署にkintoneをインストー
ルしたタブレットを配布
し、それを見ながら朝礼
を実施するようにしたと
ころ、デジタルに不慣れ
な従業員が「使い方を教
えて欲しい」という動機
付けとなり、kintoneの定
着に繋がった。

現在では受注管理アプ
プリや販売管理アプリな

ど計13個のアプリを作成
し、工程ごとの案件数な
ど業務の見える化を実現
している。またアプリの
仕様に合わせて無駄な管
理項目を減らす・統合す
ることで業務フローを改
善し、生産性を大幅に向
上させている。

受注管理アプリによる
工程ごとの案件数可視化

STEP2-1. 目的に向かって、小さく始める
 「完璧なツール」の導入を目的にするとDXは進ま

ない。ツール導入は課題解決の手段であるため、細
部にこだわり過ぎず小さく進めていくのがよい。

 すべての課題を一気に解決しようとするのではなく、
DXの目的を明確にし、優先度の高いものから実装
していくことが重要である。

STEP3. ツールを「使いたい」と思わせる工夫を行う
 導入したツールとタブレットを多用した朝礼や会議

を実施するなど日々の業務にツールを組み込んでい
くことで、デジタルに不慣れな従業員にも利用を動
機付けることができる。

kintoneで
アプリを作成2-1

アナログ業務の
効率化2-2
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創出した成果 D
X
新
興
企
業

蜂谷社⾧より
「DX推進の結果、待ち時間や無駄な時間が減り、本来注力すべ
き業務にたくさんの時間を使えるようになりました。kintoneを
導入される皆さん、ぜひ弊社に見学に来てください。アドバイ
スできると思います」

各部署の業務進捗が把
握しやすくなったことで、
負担の集中している部署
を他部署が支援するなど
の協力体制が生まれた。
また、これまでは情報共
有の不足から納期を⾧め
に見積もっていたが、適
正な納期へと大幅に短縮
することができた。無駄
な在庫を抱える必要もな
くなり、在庫ストックに
使っていたスペースを作
業場として使えるように
なった。その結果、別々

に作業をしていた各部署
のスタッフが集まって業
務を行えるようになり、
対面でのコミュニケー
ションが促進されたこと
で部署間の更なる連携強
化に繋がった。

働き方の面でも、以前
は深夜まで残業すること
もあったが、kintone導入
に伴い業務効率化が進ん
だことにより、ほとんど
の従業員が定時に退社で
きるようになるなど大幅
に改善した。

同社では、在庫の適正化
によってキャッシュフ
ローが1,000万円以上改
善し、kintoneによる業務
効率化・納期短縮により、
経常利益が130％以上向
上した。

TAKEAWAY 皆さんの会社でも参考になるポイント

これまでアプリ開発をするには専用のプ
ログラミング言語を使いこなす必要があり
ましたが、従来より少ないプログラムコー
ドによる開発（ローコード）や全くプログ
ラムコードに触れないで行う開発（ノー
コード）を可能にするツールが普及してき
ています。京屋染物店で導入された
kintoneもローコード/ノーコードツールの
1つです。

大規模開発を必要とせず、プログラミン
グ言語のスキルがない方でも簡単に業務に
必要なアプリの開発ができます。DXの最
初のステップとして業務の自動化やデータ
化を図るツールとして適しています。

ツールを活用するためには使い方を学ぶ

「ローコード/ノーコード」ツールを活用したDX

必要があり、場合によっては最低限のプロ
グラミング知識が必要となることがありま
すが、ベンダーが分かりやすい学習素材を
提供しています。

kintoneではドラック&ドロップで
アプリが制作可能

kintoneを用いた
商品企画会議の様子

出典：https://kintone.cybozu.co.jp/feature/basic.html
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佐渡精密株式会社は、新潟県佐渡市に本
社を構える昭和45年創業の精密金属加工事
業者である。医療機器、光学機器、航空機
器など多様な産業機器の部品のほか、半導
体製造装置や水素燃料など先端分野でも利
用される製品を製造しており、多品種少量
生産・微細加工を得意としている。

佐渡島という離島に立地しているからこ
そ、ないものは作るという発想で技術を磨
き、「離島から、世界へ」というテーマを
掲げ、全国800を超える企業へ部品を供給し
ている。

同社では、売上や利益など経営に関わる
数字を毎週全従業員に共有するとともに、
トップダウンではなく部署毎で次年度の計
画を立てる「全員参加型の経営」を実践し
ている。

「全員参加型の経営」で生産性向上を実現

一般的に、離島では少子高齢化の影響が
他の地域と比較して早期かつ顕著に表れる
という傾向があるとされる。同社において
も、採用環境の厳しさから、今後も現在の
生産量を維持するためには生産性の向上は
避けられない課題であると認識していた。

同社では、以前は作業者が機械の加工プ
ログラムの作成から、工具の段取り、加工
まで全て一人で行う生産形態を取っていた
が、作業者の負担が高い状態が続くことや、
ノウハウが共有されないことを課題視して
いた。その他、工作機械の稼働状況をリア
ルタイムに把握して待機時間を最小化する
ために先手を打っていく仕組み作りなど、
人が人にしかできない仕事に集中できる環
境の整備を目指し、DXに取り組んだ。

CASE.7
D
X
新
興
企
業

佐渡精密株式会社

佐渡精密は、離島の厳しい採用環境においても顧客に高品質な製品を届け続けるために、
生産性向上を図るべく、従業員を巻き込み積極的にデジタル技術の活用に取り組んでいる。

佐渡精密株式会社

企業紹介 DXに取り組む目的
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同社では、NC加工機
にインプットするプログ
ラムを自動生成し加工作
業を制御する製造AI製品
「ARUMCODE1」を導
入した。粗加工までを同
製品で行い、仕上げ加工
は作業者が行うように分
担することで、完成品の
品質は担保しつつも自動
化可能な作業はAIに任せ、
作業者の負荷軽減とノウ
ハウの見える化を推進し
た。

また、工作機械の稼働

状況のリアルタイム把握
は、Python ※1を利用し
て自社開発したプログラ
ムをインストールした
Raspberry Pi ※2と光セン
サーを工作機械に設置す
ることで実現した。待
機・段取り・稼働・停止
など機械の状態が視覚的
に表示されるほか、残加
工時間が可視化されたこ
とで、事前に段取り替え
の準備ができるようにな
り、効率化に繋がった。

今後は、予測収益に基

づく受注量の最適化やノ
ウハウ・熟練度の更なる
可視化、従業員のモチ
ベーション向上など、従
業員アンケートなどで収
集した様々なデータと併
せ、経営戦略の検討に活
用する予定である。

IoTによる設備状況の見える化
マップ表示・稼働履歴など多角的

な解析が可能

末武社⾧より
「課題解決に向けて、そのために何をするかを逆算的に考え、
具体的な行動に落とし込んでいくことで実現可能な行動計画
が策定できます。データ収集の際も、目標を見据えて必要な
データを精査して取得することで、効率よく課題解決に生か
すことができます」

取り組みの内容

取組のステップとポイント
STEP1. 従業員への積極的な情報開示と巻き込み
 同社では、経営層が早期にDXの必要性を認識するととも

に、厳しい数字も隠さず示し、部門横断的な改善ミー
ティングを月次で開催するなど、従業員と積極的にコ
ミュニケーションをとることで、全社的なDX推進機運の
醸成に成功した。

STEP3. 従業員に向き合い、更なるやる気を引き出す
 生産性向上のためには、従業員のモチベーション向上も

重要な要素である。同社では1on1面談の制度化やタレン
トマネジメントツールの導入なども検討しており、従業
員のキャリア支援に向けた取り組みを進めている。

STEP2. 既成ツール・自社開発ツールをバランスよく利用する
 「ARUMCODE1」は、ある従業員がネット検索で見つ

けたことがきっかけとなり導入に至った。
 既成のツールを積極的に試しつつ、自社の環境に合わせ

た仕組みを自社で安価に構築するなど、費用対効果・用
途に応じた使い分けが重要である。

DX機運醸成1

従業員の
モチベーション向上3

適切な
内外製区分設定2

※1：Webアプリ開発やAI開発などに幅広く用いられるプログラミング言語。
※2：1枚の基板の上に最低限のCPU等を取り付けた簡易なコンピューター。
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株式会社新武は、洋食器用のプレス金型
設計製作を主たる事業として、昭和47年に
燕市で創業した。「金型で社会に奉仕す
る」をスローガンに掲げ、顧客ニーズを満
たすQCDにおいて高い評価を得ている。

家庭用品・弱電・建築・自動車・医療へ
と得意分野を広げ、現在では自動車関連の
プレス金型が主力となっている。制作した
金型を使ったプレス加工には、同市内の他
社と連携して対応するなど、地域のリソー
スをフル活用して、一気通貫して金型加工
のオーダーに応えている。

従業員12名の小規模事業者でありながら、
加工技術をより高めるための調査研究や新
技術の活用に向けたセンシングプリンタな
どの設備投資、人材育成に積極的に取り組
む、挑戦的な社風を有している。

進捗管理の改善をスモールステップで実現

同社では、社内全体の進捗管理（案件・
スケジュール・工程管理）がシステム化さ
れていなかった。そのため、進捗の全体像
を把握するのに時間を要した。また繁忙期
ではやり残し・見落としが発生しやすく、
それを原因とした納期遅れ・残業増・案件
失注が業績改善の障害となっていた。

その結果として業務（部品加工）の優先
順位がつけられず、繁忙・閑散のムラが生
じたり、工程管理の非効率から残業が発生
していた。また作業時間を把握するために、
日報を作成していたこともあったが、繁忙
などから形骸化してしまっていた。

同社ではこのような状況を改善し生産性
の向上に取り組むため、DX推進にチャレ
ンジした。

株式会社新武では、進捗管理業務を改善するためのデジタルツールの導入に挑戦したが、
現場に合わず利用を中止した。しかし挑戦から学びを得て、再び業務改善に挑んでいる。

企業紹介 DXに取り組む目的

左：代表取締役社⾧ 斉藤氏 右：DX管理・構築担当 斉藤氏

株式会社新武
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取組のステップとポイント

STEP1. ツール導入を前提とせず、まずは目指す姿を示す
 同社では、変革の方向性を提示しないままツールを導

入したため、その利用が現場に定着しなかったという
教訓を得た。「どんな課題を解決するために、何をし
ようとしているのか」をしっかり示すことが最初の重
要なステップである。

STEP3. 外部の知見を活用しながらDXを進める
 同社は利用を中断したが、 kintoneはプログラミング

経験のない人でも比較的簡単に扱えるツールである。
 SaaSのベンダーはオンライン相談窓口を設けている場

合も多いので、自社で抱え込まず外部の知見を活用す
ることは重要である。

をきっかけに進捗を管理
し共有することの重要性
を従業員が認識し、ホワ
イトボードによる進捗管
理を行うようになった。
アナログでの管理体制が
整ったことで、従業員１
人の1日あたりの残業を1
時間減らすことができた。

デジタルツールについ
ては、まずは自社の業務
に馴染みやすいと思われ
るスマートグラス※2の導
入から検討を進めている。

株式会社新武28

01
変革の方向性を

示す1

外部リソースの
活用3

従業員のニーズ
を理解する2

※1：Software as a Serviceの略。インターネット経由でソフトウェアやアプリケーションを利用できるサービス形態のこと。
※2：眼鏡のような形状のウェアラブルデバイス。実際に見ている光景に情報を重ねて表示することができる。

取り組みの内容
D
X
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金型は百以上の部品か
ら構成されるため、金型
を納期に合わせて仕上げ
るためには部品ごとの製
造状況の管理が重要であ
る。以前は斉藤社⾧が各
担当者に毎日個別にヒア
リングを行い進捗状況を
把握していたが、自社の
業務に合わせたアプリを
簡単に作成できるSaaS※1

「kintone」を利用して、
「日報アプリ」と、日報
アプリに入力された部品
ごとの製造進捗データを

斉藤代表取締役社⾧より
「DXが成功するポイントはコミュニケーション・仕事の言語化・
ITスキル・スモールスタート・リーダーのやり切る覚悟だと思い
ます。弊社は社員間での「ITスキル」の差が障壁となり、アナロ
グ管理に立ち返って進めています。デジタルツールの利用を中断
しましたが、DXによる意識改革で残業減、効率的な管理・運営が
可能になったと感じてます。将来的にはスキルの差に関係無いシ
ステムの導入を目指し、社員を巻き込んで模索しております。」

集計し、金型ごとの製造
進捗を可視化する「案件
管理」アプリなどを作成
した。

しかし、デジタルに不
慣れな従業員にとっては
kintoneへのデータ入力の
負担が重く、結果として
作業工数の増加に繋がっ
た。現場の意見を反映さ
せる形でkintoneの改良を
試みたが、費用感に見合
わず、kintoneの利用を中
断する決断を下した。

他方で、kintoneの導入

STEP2. 現場のニーズ・状況を十分に把握する
 導入したツールは現場で使ってもらうことで初めて意

味をもつ。事前に従業員の困りごとやニーズ、リテラ
シーなどを経営層が理解することが重要である。
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株式会社南雲製作所は、上越市で昭和22
年に創業した金属加工事業者である。

現在の主たる顧客は自動車部品メーカー
であり、高精度プレス金型の設計製作や高
精度精密部品加工を担い、顧客のニーズに
応じた金型をテイラーメイドで製作できる
技術力が強みである。他社では製造ライン
に組み込まれていることもある技術部門を
独立させており、顧客を訪問して解決策の
提案まで行うことで、競争力の源泉である
顧客からの高い信頼を得ている。

また同社では、毎年1億円以上の設備投資
を行って最新の機械を導入するとともに、
それを扱うことができる技能者を育成する
ことで、年々高度化する顧客の要望に応え
続けている。

DX計画を策定し、注力ポイントを明確にする

同社では様々なデジタル活用にチャレン
ジしてきた。具体的には、CRM ※1ツール
を導入しての顧客情報の管理と情報共有や、
従業員の個人情報まで一元管理できる勤怠
管理ツールの導入、IoTを利用した加工機
の稼働率調査の仕組みの導入などである。

しかし、EV化の進展による部品点数の
減少や、自動車メーカー側での内製化の推
進など厳しさを増す外部環境および「アフ
ターデジタル※2 」の世界観を踏まえ、全社
戦略の再検討に取り組むこととした。その
一環としてDX推進組織「ICT企画推進室」
を設置し、ミッションやアクションプラン
を明確化するとともに、従業員がより高い
モチベーションをもって働ける企業文化の
創造のための施策について、検討を行った。

南雲製作所では、「ICT企画推進室」のミッションやアクションプランを整理し、特に
注力すべき重要課題から順に解決に向けた取り組みを進めている。

企業紹介 DXに取り組む目的

株式会社南雲製作所
CASE.9

※1：Customer Relationship Managementの略で、顧客との良好な関係構築のため、顧客情報や行動履歴、関係性を管理すること。
※2：現実世界からオフラインの状態がなくなり、リアル世界がデジタル世界に包含される状態を表す概念
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取組のステップとポイント

STEP1. 先の行動計画まで厳密に定めすぎない
 昨今の外部環境の変化は激しく、デジタル技術も日進

月歩で進化している。このような状況下では、DXにつ
いて先々の計画まで詳細に定めるのは現実的ではない。

 大局的なビジョンとその実現に向けた課題を整理し、
直近半年～１年程度の行動計画を定め、細かく見直し
をかける「ローリングプラン」とするのがよい。

 DX推進のための人手が不足している場合には、タスク
を洗い出して優先順位を定めることが特に重要となる。

STEP2-1. 小さな成功体験を重ねる
 精緻な計画作りにこだわるよりも、大まかな方向性は

全社で合意した上で、現場のニーズに即した取組を現
場主導で小さく進めていくのがよい。

株式会社南雲製作所30

※1：Microsoftが提供するサービスで、ファイル共有やポータルサイトの構築などに利用できる。

取り組みの内容

STEP2-2. アナログなコミュニケーションも大切にする
 同社では、Microsoft SharePointを使った情報共有の取

り組みに加えて、各人の状況や今後のキャリアに関す
る希望などを把握するため、舟見専務が全従業員約120
名との面談を行った。

 デジタルツールの活用だけでなく、対面でのコミュニ
ケーションもうまく組み合わせることが重要である。
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まずはICT企画推進室
の存在意義を定義し、従
業員に分かりやすく伝え
るため、同室のミッショ
ンを定めた。その上で取
り組むべきタスクを全て
洗い出し、売上・利益へ
のインパクト、従業員の
モチベーションへのイン
パクト、金銭的な負担、
従業員のスキルなどを踏
まえた「実現可能性」と
「期待効果」の二軸で整
理し、優先順位付けを実
施した。特に優先順位の
高いテーマに位置付けら
れた「IoTの継続的な利
活用」「自動設計の仕組
導入」「工程計画の精度
向上」などについては、

直 近 半 年 間 程 度 の ス ケ
ジュール検討まで行った。

「部門間コミュニケー
ションの活性化」は、同
社の課題でもある従業員
のモチベーション向上へ
大きく寄与することが期
待されるため最重要取組
テーマに位置付けた。コ
ミュニケーション活性化
を担当するワーキンググ
ループを立ち上げて調査
した結果、社内の情報共
有へのニーズが高いこと
が 判 明 し た た め 、 早 速
Microsoft SharePoint※1

を利用したポータルサイ
トの構築に着手した。サ
イトから社内情報をリア

ルタイムに確認できる状
態を目指している。

また、縦割りの組織に
横串を通し、人員配置含
め組織としての全体最適
を図ることもDXの重要
な要素である。同社では
多 様 な 職 場 の ロ ー テ ー
ションを通して多能工化
を進め、変革に強い組織
への改編も進めている。

ローリングプランを
作成する1

成功体験を
積む2-1

従業員の
モチベーション向上2-2

ICT企画推進室の
ミッション



株式会社高館組

同社のICT企画推進室
は、経営層含む全部署の
DX推進を横串で支援す
る組織体となっており、
各部署の個別支援、部署
間の連携支援、自部署で
の新規開発を行っている。

同室は、舟見専務とデ
ジタルに知見のある渡邉
氏のほか、新入社員も加
えた4名体制で活動して
おり、他部門と同様に、
KPIが設定されているこ
とが特徴である。同室で
は生産性向上の責任を負

い、機械の稼働率や現場
の実働状況の把握を進め

ている。

株式会社南雲製作所31

推進体制

推進ウラ話
同社では、コロナ禍で対面でのコミュニケーションが難しくなった時期に、顧客向けの
「バーチャル工場見学」動画を製作したり、Instagramを利用した求職者向けの情報発信
を開始しました。クラウドファンディングを活用した新製品開発も検討するなど、コ
ミュニケーションツールを活用して地域にとらわれない繋がりを創出しています。

創出した成果

ICT部門が稼働状況シ
ステムや生産計画への関
与をし始めたことで、こ
れまで間接部門からの要
望が多かったが、製造部
門からも何かと相談が来
るようになり、ICTの認

知が向上した。
ま た 、 新 人 に は 主 に

データベースの構築方法、
各種サーバーからの情報
収集方法を指導し、半年
ほどでBIツールを活用し
た情報の見える化ができ

る様になった。
ICTの認知と新人の育

成により、社内のあらゆ
る情報の見える化（見せ
る化）が加速し始めてお
り、プラットフォームか
ら情報を引き出せる環境
を構築した。

舟見専務より
「我々の活動はまだまだ真の意味でのDXにはほど遠いですが、
社内にデジタル人材がいることは非常に頼もしいことです。
今は細かな業務効率化を行っているレベルですが、今後はICT
にも一定の目標を与え、単なる支援部隊ではなく、業績にも
貢献できる組織にしていきたいと考えます。但し、必ずしも
人材が必要というわけではなく、トップが「何をしたいか」
を明確にすることが大切なのだと思います。」
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hakkai株式会社は、昭和42年に南魚沼市
で創業し、現在はタイ、中国、メキシコに
も拠点を有している。

同社は、デジタルカメラやゲーム機、家
電製品、車載部品などに内蔵されるミクロ
ン（1,000分の1ミリ）単位の寸法精度を誇
る、高精密なプラスチック部品の製造を得
意としており、業界トップクラスの技術を
誇る。また金型の設計から製作、成形加工
まで一貫生産できることも同社の強みであ
る。近年では自動車部品製造へも参入し、
コイル巻線加工や組立加工なども行ってい
る。

成形用のロボットシステムや、AIによる
自動検査装置も自社開発し、デジタル技術
を活用した省力化・自動化にも取り組んで
いる。

情報共有を推進し、企業文化を変革する

同社では、本社従業員186名のうち3割が
60歳以上と高齢化が進んでいることに加え、
近隣地域の労働生産人口の激減が予想され
ていることから、業務効率化は必須である
と考え、デジタル技術を積極的に活用し、
省力化・自動化を図ってきた。

製造部門ではロボットやAIの活用が進ん
でいるが、非生産部門では、会計・生産管
理といった各システムから出力したデータ
を加工・再集計し、データ管理や報告資料
の作成を行っているなど、非効率な業務プ
ロセスも存在していた。

非生産部門のデジタル化を進め、最終的
には海外に住みながら働けるような会社と
することを目指すべく、同社では更なる
DXに取り組むことにした。

CASE.10
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hakkai株式会社では、現在利用している様々なシステムのMicrosoft365への一本化を進め、
更なる効率化に加え、情報共有を是とする企業文化の創出に取り組んでいる。

hakkai株式会社

企業紹介 DXに取り組む目的

hakkai株式会社
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を講じることとし、3年
後に基幹システムを
M365に切り替えるため
の中期計画を策定した。

取組の推進にあたって
は、従業員の意見を吸い
上げることも大切にした。
同社では、従業員に施策
への意見を求める際は、
フォーマルな場ではなく
DX推進担当者が従業員
の席まで行って話を聞く
など、現場に寄り添いな
がら大きな変革にチャレ
ンジしようとしている。

小杉管理部ソリューショングループ⾧より
「hakkaiはDXの取り組みを始めたばかりです。DXは一朝一夕
に達成できるものではありませんが、持続可能な成⾧への道
を切り開くためには、この挑戦が不可欠です。特に中小企業
では、自社の力だけでDXを進めるのは難しいため、新潟県や
NICOなどの外部支援を積極的に活用しながら、一歩一歩着実
に取り組みを進めていきます。」

取り組みの内容

取組のステップとポイント
STEP1. 経営層が変革に前向きな態度を示す
 同社が以前生産管理システムの更改で困難に直面した際、

社⾧が「変革への挑戦なので失敗しても仕方がない」との
メッセージを発信し、従業員が勇気を得たことがあった。

 経営者が変革に立ち向かう従業員を支持するという態度を
貫くことで、従業員が主体となってチャレンジする機運の
醸成に繋がる。

STEP3. デジタル活用の成果を積み重ね、自信を得る
 変革を簡単に受け入れられる人ばかりではない。まずは

「消耗品の発注をMicrosoft Forms※4で行う」など、小さな
ことから少しずつ進め、成功体験を積むことも重要である。

STEP2. 外部専門家のDXに関する知見を積極的に活用する
 同社では、M365のポリシーの設定やPower Platform※3の活

用など、技術的な専門性が求められる部分は、にいがた産
業創造機構の専門家派遣事業を活用し、Microsoft製品の導
入支援を得意とする専門家にアドバイスを受けることとし
た。行政の支援事業などを活用し、外部専門家の知見を頼
ることも有益である。

経営層による
メッセージ発信1

成功体験を積む3

外部専門家の
積極活用2

非生産部門が抱える問
題の真因は、各部署で異
なるツールを使用してい
るためデータの連携が難
しいことであった。また、
⾧年使用してきたグルー
プウェアは国外からの利
用ができず、海外拠点と
のコミュニケーションが
難しい状況もあった。

同社ではかつて生産管
理システムのリニューア
ルが難航した経験もあり、
慣れた業務の刷新には難
しさもあったが、更なる

業務改善を目指して、
Microsoft365（以下
M365）への一本化を進
めることを決断した。

まず、管理会計、人事、
総務、営業の各部署の業
務を棚卸し、M365の活
用可能性を検討した。生
産活動報告を Microsoft 
Teams ※1で行う、管理会
計・営業管理データを
Microsoft SharePoint ※2

で共有するなど、特に同
社の課題であった情報共
有の推進に向けての施策

※3：Microsoft社が提供するローコードアプリ（プログラミングやデザインの知識がなくてもアプリを構築できるツール）の総称。
※4：Microsoft社が提供するアンケート作成・収集ツール。集計まで行うことができる。

※1： Microsoftが提供するグループウェア。チャットや資料共有、通話などの機能を有する。
※2：Microsoftが提供するサービスで、ファイル共有やポータルサイトの構築などに利用できる。
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同社は新潟県十日町市に位置し、草津・
有馬と並び日本三大薬湯として並び称され
る松之山温泉にて「ひなの宿 ちとせ」を経
営する、創立100年を超える老舗企業である。

旅館名にある「ひな」は、都会の反対語
を意味する「鄙びた（ひなびた）」に由来
し、昔から続く田舎ならではの暮らしや食
の知恵を伝承し、お客様に伝えることを大
切にしている。

観光事業者として、「宿は地域のショー
ルームである」という意識を持ち、旅館業
に留まらない、松之山温泉街の景観整備・
保護や古民家の再生、観光センターとの連
携など、地域活性化に向けた取組も積極的
に実施している。

DX推進で人材獲得・付加価値向上を目指す

同社では、従業員の高齢化が進んでおり、
65歳間近の従業員が多く在籍している。高
齢の従業員が退職した後の人材として、外
国人材の受入を検討したが、外国人材を獲
得するためには、職場環境の改善が急務と
考えた。

特にコロナ禍においては、サービスの高
付加価値化により顧客単価を上げ、経営基
盤をより安定させることも重要な課題の一
つであった。

これらの課題に対応するため、同社では
補助金を活用した施設リニューアルに加え、
働きやすい環境づくりと顧客体験価値の向
上を目指してDXに取り組むことを決定し
た。

CASE.11
D
X
新
興
企
業

株式会社千歳館

人材を獲得するため、DXによる生産性向上・⾧時間労働改善を目指すとともに、削減さ
れた時間を顧客対応に充てることにより、提供サービスの付加価値向上を目指す

株式会社千歳館

企業紹介 DXに取り組む目的
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取り組みの内容

DX推進にあたり、同
社ではまずは職場環境の
改善が重要と考え、
LINE WORKSを導入し
た。口頭での情報共有を
デジタル化することで、
「言った・言わない」と
いったコミュニケーショ
ンミスの削減に取り組ん
だ。導入にあたっては、
年配の従業員に配慮し、
タブレットの画面を共有
スペースの大型モニター
に表示し「まずは皆で
使ってみる」ことから始
め、利用のハードルを下
げる工夫を行った。

ダイニングでは、オー

ダーシステムを導入し、
端末から直接注文ができ
るようにして従業員が注
文を受ける負担の軽減を
図った。

また、顧客体験価値の
向上のため、施設だけで
なくサービスも大幅にリ
ニューアルした。近年高
まるSDGsの潮流を踏ま
え、地域に古くから伝わ
る伝統的なぬか釜や温泉
熱を活用した調理や、間
伐材を活用した薪で焼い
た料理を提供する等の
サービス内容に変更した。

あわせて各客室にタブ
レット端末を導入し、こ

れらの取組や地域の魅力
を顧客に伝えるための情
報発信にも取り組んでい
る。

取組のステップとポイント

STEP1. デジタルが得意な外部人材の知見を活かす
 同社では、デジタルツールの導入提案に関する部分

は専門家の外部人材に委託した。
 あえてDX推進の人材を育成せず、第三者目線で外部

人材から最適な提案を受けるのも一つの選択肢であ
る。

01外部人材の活用1

外部人材との
役割分担2

社員を巻き込んだ
ツールの活用3

STEP2. 適切に内外製区分を設定する
 導入提案は外部人材、運用・改善提案は現場責任者

（内部人材）で実施することを事前に定め、外部人材
と内部人材の役割を明確にしておくことが重要である。

STEP3. デジタルに苦手意識を持つ従業員を巻き込む工夫
 「経営者が率先してデジタルツールを利用する姿を示

す」「質問がしやすいよう少人数制で説明会を行う」
「いつでも分からないことを聞ける相談役を設置す
る」「デジタルが苦手な人は、まずはツールを使わず
に画面を見るだけでいいことにする」など、デジタル
が苦手な従業員を巻き込むための工夫の余地は大きい。

共有スペースに配置された
タブレットとモニター

LINE WORKS
アクセス情報
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柳社⾧より
「DXの取組により、サービスの質が下がることがないよう、
ぬか釜での炊飯や、間伐材・温泉熱を利用した料理の提供
など、SDGsを意識したプラスアルファのサービスを提供す
ることにより、付加価値の向上を意識しました。ハード・
ソフト両面でのリニューアルにより、高単価で営業ができ
るようになり、職場環境の改善につながっています。」

推進ウラ話
元々社内のIT担当者が1人でDXを推進していたが、DXの推進は外部事業者に委託し、
ツールごとに運用責任者を複数人配置する体制に変更した。責任者が主体性を持ってツー
ルの運用改善提案を考えるようになり、現場の従業員へ浸透しやすい環境となった。

株式会社千歳館

創出した成果

コミュニケーションミ
スの削減のために導入し
たLINE WORKSは、導
入後すぐに、社⾧・管理
者による掲示板投稿の既
読率が平均85%を達成す
るとともに、従業員満足
度調査にて、ITに苦手意
識を持つ50～60代従業員
の7割が「デジタル技術

を身近に感じることがで
きた」と回答するなど、
短期間で成果を創出した。

注文対応などの従業員
の負荷の軽減によって、
料理やサービスの紹介な
どの顧客対応の時間が増
え、顧客満足度も向上し
ている。

施設やサービスのリ
ニューアルにより客単価
の引き上げが実現したこ
とで、休館日を増やし、
従業員に休暇を増やすこ
とができた。その結果、
新卒・中途・外国人材を
計7名採用することがで
きた。

全体統括責任者
（代表取締役）

オーダーシステム
担当

（フロント＋別部署）

タブレット
担当

（フロント＋別部署）

LINE WORKS
担当

（フロント＋別部署）

外部事業者

代表取締役自らが全体統
括責任者となり、DXを推進
している。

デジタルツールの導入提
案は外部事業者に委託して
いる。現場では、ツールご
とに責任者を数名配置し、
改善提案や要望等があれば、
現場担当者が外部事業者と
連携する体制をとっている。

責任者は顧客情報を持つ
フロントの社員が入るよう
工夫している。

デジタルツール等の
導入提案

各担当と
適宜連携

ツール導入
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同社は、新潟県⾧岡市と新潟市の中間で
ある田上町に位置する、創業111年の老舗旅
館である。

「遠くの名湯より、近くのいい湯」をコ
ンセプトに、気軽に普段使いできる宿を目
指して営業を続け、宿泊客の8割が新潟県民
と、地域密着型の経営を行う。

宿泊客以外も参加できるアナログレコー
ド鑑賞会などのイベントを行うなど、老舗
の温泉旅館でありながら世代を問わない交
流の場としての役割を担うことも目指して
いる。

また、コロナ禍を経た社会の変化や人々
のニーズに対応するため、ワーケーション
やセルフチェックイン・決済といった新た
な需要にもいち早く応えている。

DXを推進し、変化する顧客ニーズへ対応

同社では、コロナ禍を経て客層が変化し、
県外顧客の増加に加え、若年層や家族連れ
の顧客が増加した。それに伴い、顧客ニー
ズに合わせて露天風呂をインフィニティ
プール風に改修したり、ワーケーション需
要の高まりから露天風呂付客室を設置する
などの取組みを進めていた。

一方で、社員については接客担当者をは
じめとして高齢化が進んでおり、業務の効
率化や、業務量のばらつきの平準化が急務
となっていた。

また、サービス業の課題である⾧時間労
働の改善のため、積極的にデジタルツール
を導入することを決意し、既存業務の効率
化、生産性向上を目指している。

CASE.12
D
X
新
興
企
業

株式会社ホテル小柳

ホテル小柳では、積極的にデジタルツールを活用することで業務効率化や部署を超えたコ
ミュニケーション活性化を実現し、変化する顧客ニーズへ対応する体制を整えている。

株式会社ホテル小柳

企業紹介 DXに取り組む目的
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取組のステップとポイント

01
STEP1-1. トップが率先してツールを活用する
 経営者自らが、従来紙や口頭で行っていた情報

共有や、資料の配布等をLINE WORKSへと切り
替えるなど、率先して新たなツールを活用した。
その結果、会社としての変革の意思が従業員に
伝わり、DXの推進に繋がった。

D
X
新
興
企
業

取り組みの内容

取組効果の
測定2

STEP1-2. 使い方の勉強会・研修会を開催する
 ツールを導入しても、現場で使われなければ意

味がないため、従業員に新たに導入するツール
の便利さや、メリットについて理解してもらう
ために使い方の勉強会・研修会を開催した。

 従業員がデジタルツールの便利さを実感できる
と、早期の浸透に繋がる。

STEP2. 業務効率化の効果を測定する
 ツールを導入して終わり、ではなく、ツール導

入前後の業務時間の変化など、効果測定を実施
した。目に見える効果を従業員に示すことがで
きると、変革への納得感が生まれる。

ホテル小柳では、まず
PMS（ホテル管理システ
ム）の導入から着手した。
その結果、料理提供の進
行状況や追加注文をリア
ルタイムで把握したり、
顧客がチェックアウトし
たことが自動で清掃担当
者に通知されるようにな
り、調理・清掃・フロン
ト担当者の業務効率化に
つながった。

各担当者ごとの生産性
は上がったものの、担当
者間・部門間のコミュニ
ケーションは紙や対面で
行われており改善の余地
があったため、

チャットツール「LINE 
WORKS」の導入にも
チャレンジした。日々の
連絡事項は掲示板機能を
活用して行うほか、業務
マニュアルや会議資料の
共有もデジタル化し、社
員が都合の良いタイミン
グで確認できるような環

境を整えている。
清掃担当者間の作業効

率のばらつきに対しては、
「Google Forms」を活用
し、清掃の各工程の所要
時間を担当者ごとに可視
化することで、適切な清
掃人員数の割り当てや業
務の標準化を図っている。

トップによる
ツール活用1-1

勉強会・研修会
の実施1-2

予約・顧客管理システムを
使用している様子

チャットツールを
使用している様子
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推進体制

DX方針やツールの検
討などの戦略部分は、野
沢社⾧が統括・推進して
いる。

ツールの導入フェーズ
においては、普段から各
部署と連携をとることが
多いフロント部門の⾧谷
川主任が中心となり、調
理⾧、接客部、清掃部な
ど、各部署と連携しなが
ら推進している。

D
X
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興
企
業

野沢社⾧

清掃部接客部調理⾧

フロント部門
⾧谷川主任

株式会社ホテル小柳

野澤社⾧より
「とりあえずSaaSを使ってみる、実際にツールを利用してみ
て、社員に便利だと実感してもらう、という点は重要です。
年配の社員も、若手から自分の知らない機能を教えてもらう
などしながら新しいツールを活用しており、ポジティブな反
応があります」

推進ウラ話
LINE WORKSはフリープランであれば30人まで無料、Google Formsについても、Google
アカウントさえ作成すれば無料で利用できるので、コストをかけずに気軽に導入すること
ができます。

創出した成果

LINE WORKSの導入
により幹部会の準備に要
する時間を各回30分削減
するとともに、使用する
紙の量を各回15枚減らす
ことができた。また他部
署の情報が連携されるこ
とで、部門の垣根を越え
て連携する組織風土が醸
成されていった。

LINE WORKSはLINE
と連携させることが可能

であり、LINE WORKS
を使用していない取引先
ともLINEを通じてやり
取りすることができる。
同社においてもこの機能
を活用し、これまで主と
して電話で行っていた取
引先との連絡をLINEお
よび LINE WORKSで実
施するよう変更したこと
で、事務所にいない時も
タイムリーに顧客とやり

とりできるようになり、
他従業員への電話引継ぎ
などの負担の軽減に繋
がった。

また、カレンダー機能
を用いて各従業員のスケ
ジュールを可視化・共有
できるようになり、他の
従業員の空き時間を把握
し、コミュニケーション
を効率化することができ
た。
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同社は、国内でも有数の硫黄含有量を誇
る泉質で名高い、新発田市の月岡温泉にて
昭和3年に創業した。「快適で幸福な体験の
提供、社会貢献」をビジョンに掲げ「ホテ
ル清風苑」を経営している。

客室数は80室を超え、男女合わせて4つの
大浴場に12の浴槽、うち6つの露天風呂があ
る。月岡温泉では唯一、夕食・朝食ともに
ブッフェ形式で食事を提供しており、幅広
い世代や顧客ニーズに対応できることが同
社の強みである。地域の風土や文化を料理
で表現することに取り組む事業者を表彰す
る「新潟ガストロノミーアワード」を受賞
したり、旅行新聞社主催「第49回プロが選
ぶ日本のホテル・旅館100選」では総合部門
で第40位に選ばれるなど、独自性も備えた
高いサービス品質に定評がある。

課題の優先度とKGI・KPIを決め、PDCAを回す

同社は、原価や人件費などの財務面、清
掃部門等の人員不足や高齢化、プロモー
ション不足など様々な課題を抱えていた。
デジタル技術の活用による課題解決を目指
して自動精算機の導入を検討したが、コス
トの高さから見送りとなり、その後の打ち
手が見いだせていなかった。

そこで現場を熟知する従業員に対してア
ンケートを実施するとともに、中立的な外
部専門家の支援を受けて業務プロセスごと
の課題を整理した。その結果、勤怠・シフ
ト管理と清掃業務について、デジタル化に
よる改善の余地が大きいことが明らかに
なった。同社では、まずは初期費用を掛け
ずに気軽に試せるSaaSの導入にチャレンジ
することとした。

CASE.13

D
X
新
興
企
業

株式会社ホテル清風苑

ホテル清風苑では、従業員アンケート等により課題の優先順位を決め、気軽に使えるSaaS
※1を利用した業務の効率化やツール導入による効果測定指標の検討を行った。

株式会社ホテル清風苑

企業紹介 DXに取り組む目的

※1：Software as a Serviceの略。インターネット上にあるソフトウェアを必要な機能・期間だけ利用できる仕組みのこと



定量的な効果
測定指標の設定3
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同業他社での導入実績や
従業員への馴染みやすさ、
費用面などの諸条件を勘
案して検討した。その結
果、清掃作業などの動画
マニュアルを作成するた
めのサービス「Tebiki」
※2と、勤怠・シフト管理
システム「KING OF 
TIME」※3の導入を検討
するに至った。

併せて、デジタル化の
効果を検証できる仕組み
づくりも進めた。会社の
ビジョンからKGIと
KPI※4を設定し、達成度

をモニタリングするため
の管理表を作成した。
KGIを設定したことで、
デジタルツールに求める
機能が明確になり、ベン
ダーとのコミュニケー
ションの精度も向上した。

このようなDX方針を
経営層から従業員へ説明
するとともに、若手社員
を中心としたDX推進
チームを発足させ、具体
の取り組みを進める権限
を委譲したことで、同社
はデジタル化の第一歩を
踏み出すことができた。

山田事業統括兼営業本部⾧より
「従業員アンケートから勤怠管理の問題点に気付き、今回の
検討に至りました。今後も従業員と共に改善に向けた努力を
行い、従業員満足度の向上ならびにお客様満足度の向上に役
立てて参ります。 」

取り組みの内容

取組のステップとポイント

※2：動画作成支援ツール。自動翻訳機能や教育効果・習熟度の可視化機能があり、人材育成で活用される。
※3：多様な打刻方法を持ち導入実績が豊富な勤怠管理システム。給与や会計システムとの連携も可能である。
※4:KGI(経営目標達成指標)とKPI(重要業績評価指標)の略。経営目標や目標までのプロセスを観測するための定量的な指標を指す。

STEP1. 現状を把握し、課題の順位付けを行う
 業務課題を洗い出し、その解決により得られる経営効果や導入

難易度によって対応の優先順位を付けることができる。現状課題の把握1

DXツールの
比較検討2

STEP2. 同業他社の取組事例を参考にする
 同業他社のDX事例から自社への示唆を得ることができる。同

時に事例収集はあくまで自社に適したDX推進方針の検討材料
を集めるための手段であり、目的化しないことが重要である。

STEP3. デジタル化によって達成したい目標を設定する
 同社では、ビジョンから数値目標を導出し、DXの効果検証に

活用している。PDCAサイクルを細かく回し、改善を繰り返す
ことが重要である。

若手社員の
巻き込み4

STEP4. 経営層がメッセージを発信し従業員を巻き込む
 同社では、経営層が変革の方向性を発信をすることで、若手社

員の支持を得ることができた。
 巻き込んだ若手社員に積極的に権限移譲することで、会社全体

のDX推進力の向上に繋がる。

清掃業務については、
作業が標準化されていな
いため、スタッフにより
清掃の品質に差があると
いう課題があった。勤
怠・シフト管理業務につ
いては、タイムカードと
月次で提出される紙のシ
フト希望表に基づき管理
を行っていたため、リア
ルタイムに勤怠の状況を
把握できない、急な宿泊
需要増への対応が難しい
などの課題があった。

これらの課題解決に使
えるデジタルツールは、
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同社は、明治36年に上越市で創業した、
高級フルーツ・野菜問屋であり、社⾧が毎
朝市場で直接仕入れる新鮮かつ高品質な商
品を販売している。冬に旬を迎え、皮まで
食べられる柏崎産の高級バナナ「越後バ
ナーナ」を取り扱うなど豊富な品揃えも同
社の特⾧である。学校や病院・飲食店など
に対する卸売が中心であるが、店頭や
ショッピングサイト、公式HPでは個人消費
者向けの販売も行っている。

五十嵐社⾧夫妻とアルバイト従業員の2名
で運営する小規模企業であるが、自社ブラ
ンドのジェラートを開発・販売するほか、
菓子店とコラボしての商品企画なども行っ
ており、販路の拡大に向けた取り組みにも
チャレンジしている。

費用対効果の高い業務から優先的にDXを推進

同社では慢性的に人手不足の状況が続い
ていたが、卸売・小売業の慣習から大半の
業務で手書きの紙帳票を利用しており、効
率化の余地は多くあった。しかし日々の
ルーティン業務に追われてしまい、業務効
率化などの改善活動や、商品ラインナップ
の拡充・販促など売上アップに直接的に繋
がる取り組みを進める時間がないという課
題を抱えていた。また将来的には、社⾧の
勘と経験に頼った利益管理から脱却し、
データに基づく商材別の利益管理を行いた
いという考えもあった。

まずは、人手不足の状況下でも付加価値
向上に向けた施策に取り組む時間を捻出す
るため、デジタルツールを導入してルー
ティン業務の効率化を進めることとした。

有限会社五十嵐本店は、各業務をデジタル化することで得られる費用対効果により優先度
を設定し、最優先に位置付けられた納品書・請求書のデジタル化に挑戦している。

有限会社五十嵐本店

企業紹介 DXに取り組む目的

有限会社五十嵐本店
CASE.14
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書き込み処理に多くの時
間を要していることが明
らかになった。それらの
業務の中でも特に費用対
効果の大きい「納品書・
請求書等の紙帳票のデジ
タル化」を優先的に進め
ることとした。

必要な機能を整理して
複数のツールを比較検討
した結果、帳票の項目名
やテンプレートの変更が
可能であるほか、無料お
試し期間があるため気軽
に試せるクラウド型のソ

フト 「MISOCA※1 」を
選定した。お試し期間中
に一部の取引先を対象に
試験的に導入し、その効
果を確認した上で利用範
囲を拡大し、本格導入を
進めた。

MISOCAの導入により
納品・請求業務の一部が
標準化・単純化された結
果、これらの業務をアル
バイト従業員に任せられ
るようになり、社⾧夫妻
のルーティン業務の負荷
軽減の一助となった。

取り組みの内容

取組のステップとポイント

STEP1. まずは現行業務をしっかり分析して改善余地を見極める
 デジタルツール導入に着手する前に、まずは現行業務を

分析して課題を洗い出し、整理することが重要である。

STEP3. まずは無料で試し、有用性を確認する
 SaaSの場合、無料試用期間を設けている場合も多い。あ

る程度求める機能を充足しているソフトであれば、まず
は気軽に利用して導入効果を確認してみるのがよい。

 同社では、2件の取引先を対象にトライアル利用を開始し、
徐々に対象を広げ、無料で作成できる帳票の上限数に達
したところで、その有用性が確認できたとして有料プラ
ンへ移行した。

STEP2. 費用対効果を意識してデジタル化の優先度を決める
 同社では、効率的に改善を進めるために、闇雲にDXに取

組むのではなく、費用対効果の高い（＝デジタル化の難
易度が低く、得られる効果が大きい）業務から順に着手
することとした。投下できるリソースの限られる中小企
業では、特に費用対効果の観点が重要である。

現行業務の整理1

無料試用期間を
フル活用する3

費用対効果の
確認2

※1：クラウド型の請求書等の作成ツールで、テンプレートを活用したシンプルな操作感が特⾧である。

最初に、どの業務から
優先的にDXを進めるか
を判断するため、販売・
購買・経費・給与・会計
等の各プロセスおよび内
包される業務を整理した。
その後、各業務のデジタ
ル化の難易度と効果の度
合いからDX推進の優先
度を決定した。

その結果、販売プロセ
スのうち日常的に発生す
る納品業務と、月次で発
生する請求・入金業務に
ついて、特に紙帳票への

五十嵐代表取締役より
「クラウド型のDXツールを導入することはハードルが高いと感
じていましたが、躊躇せずに無料版で実施してみると、意外と
スムーズにトライアルすることができました。また、トライア
ルの中で、DXツールの導入効果を実感しながら、納得して本格
導入に踏み切ることができました。紙利用が多い業界ですが、
自社がリードして効率化に向けた取組を進めていきます。」
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株式会社ウスタは、昭和10年に燕市にて
創業した老舗の写真館である。同社は新潟
県で初めて学校の卒業アルバムを白黒から
カラーに変更するなど、チャレンジ精神を
持って経営に取り組んできた。主として、
家族写真やポートレートなどの「スタジオ
事業」の他、学校のイベント撮影や卒業ア
ルバム制作等を行う「学校事業」、結婚式
の撮影を行う「婚礼事業」の3つの事業を展
開している。

最近では、地元の老舗写真館として「高
度な金属加工技術が集まる、ものづくりの
まち 燕三条」の担い手である金属加工事
業者の魅力を発信し、地域を盛り上げるた
め、写真業で培った「魅せる」技術を生か
した新規事業「企業・地域プロモーション
事業」の立ち上げを進めている。

魅せる技術×デジタル技術で新サービスを展開

人口減少のみならず、スマートフォン・
デジタルカメラの普及や画像生成AI ※1の台
頭などにより、個人経営の写真館は厳しい
競争環境に置かれている。同社も例外では
ないが、薄田社⾧はこの環境変化を経営の
あり方や仕事に対する価値観を変革する
チャンスであると捉えた。若手従業員から
はDXに挑戦したいという要望もあった。

そこで、同社ではデジタル化の推進によ
り既存事業の業務効率化・付加価値の向上
を図るとともに、新規事業の中でどのよう
なデジタル技術を活用し、どのようなサー
ビスを提供して収益化するのか、企画の具
体化を進めることとした。

まずは、中⾧期的な各事業のデジタル化
イメージを可視化するために、DX推進計
画の作成に着手した。

D
X
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株式会社ウスタ

株式会社ウスタでは、⾧年の写真撮影で培った「魅せる」技術とデジタル技術を融合し、
写真撮影に留まらない新たな事業を展開している。

株式会社ウスタ

企業紹介 DXに取り組む目的

※1：完成画像のイメージをテキストで与えるだけで、自動的にAIが画像を生成するサービス・ソフトウェアの総称

CASE.15



45 株式会社ウスタ

D
X
新
興
企
業

DX推進計画は、薄田
社⾧と外部専門家のサ
ポートの下、各事業部の
リーダーが主体となって
策定を進めた。

スタジオ事業について
は、メール・電話等によ
る予約管理に時間を要し
ていたため、顧客が直接
アプリ・ブラウザから予
約を確定できるシステム
の導入に向けた検討を進
めることとし、新たな
サービスとしてセルフ写
真館※1の導入を決めた。

サイトのデザイン・制作、
SNS運用支援までを一気
通貫で提供できるように
なることを目標に定めた。
その実現に向け、既存事
業の効率化により捻出さ
れた時間を使って従業員
が必要なスキル習得に取
り組むこととした。

同社は、まちの老舗写
真館から「人、企業、地
域を輝かせるクリエイ
ターカンパニー」への変
革を目指し、これからも
挑戦を続けていく。

薄田代表取締役社⾧より
「外部専門家のサポートを通じて、これまでのビジネスモデルや
経営のあり方を見直し、デジタル技術を活かした事業計画の策定、
新たな経営体制へ刷新することができました。DX推進のためには
自身が将来の成功イメージをもつこと、社員全員に新たな自社の
姿を写真・絵を使用して分かりやすくプレゼン、一人も取り残さ
ないため個別に社員へ声掛けし、何より社員を巻き込んだ楽しい
プロジェクトとして取り組むことが大切です。」

取り組みの内容

取組のステップとポイント

STEP1. 従業員が主体となってDX推進計画書を策定する
 同社では、経営層が投げ下ろす形ではなく、各事業の

リーダーが主体となってDX推進計画を策定した。難しい
場面もあったが、薄田社⾧の熱量や外部専門家の視点に
触れ、変革への意欲が高まる形となった。

STEP3. DX推進体制の構築
 DXを全社横断的に推進するため、同社では新たに各事業

部の責任者からなる会議体「DX推進会議」を新設した。
 併せて、意思決定や行動の迅速化のため事業部制を導入

したことで、DXのスピードアップも期待される。

STEP2. 今後の事業理念を分かりやすく従業員に伝える
 同社では、デジタル化による事業改革に先立ち、企業の

行動指針となる経営理念や事業ビジョン、パーパスを刷
新した。

 慣れた業務の変化に不安を抱く従業員を取り残さないよ
う、自社の目指す姿を絵図で具体的に示し理解を促した。

従業員主体で
計画を具体化1

DX推進体制の構築3

ビジョン・パーパスの
再構築と周知2

※1：写真スタジオでありながら、カメラマンはおらず自分のタイミングでシャッターを切り、自由に写真撮影が可能

学校事業では、卒業ア
ルバムの製作時に手作業
で行っていた写真選定作
業を、顔認証システムを
導入することで効率化を
図ることとした。

新規事業である企業・
地域プロモーション事業
では、地域企業の魅力を
最大限引き出し分かりや
すく伝えるため、自社の
強みである写真や動画の
撮影だけでなく、企業の
ブランドコンセプト設計
の支援からコーポレート
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同社は、新潟市角田山麓の砂丘地にて平
成4年にブドウ栽培を始めた。翌年にワイン
醸造・販売を開始して以降事業拡大を続け、
現在ではレストランや温泉、ホテルなどを
備えた観光型の「滞在するワイナリー」を
運営している。

製造されるワインは年間約10万本で、そ
の大部分が直営ワイナリーでの販売やリ
ピーターによる定期購買、新潟市内のほか
東京の系列店舗での提供など、直販率が高
いことが特徴である。

平成30年に経済産業省の地域未来牽引企
業の認定を受け、令和2年度には農業の6次
産業化※1の好事例として総務省の「ふるさ
とづくり大賞」を受賞している。

現場ニーズを捉えたDXを従業員主体で推進する

同社敷地内には各事業を展開する建物が
分散しており、事業部間のコミュニケー
ションは内線やFAX、紙のメモの受け渡し
などアナログな手段で取られていた。各事
業部の代表者へヒアリングを行ったところ、
コミュニケーションの非効率さへの課題意
識が高いことが明らかになったため、特に
優先的にデジタルツール導入を検討するこ
ととした。

加えて、自社・外部サイトからのホテル
予約を手作業でPMS ※2に転記する必要が
あるなど、システム間連携が取られていな
いことに起因する課題もあった。この点に
ついても中立的な外部専門家を交えて見直
しを図り、従業員が良質なサービス提供に
集中できる環境整備に取り組むこととした。

CASE.16
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株式会社カーブドッチ

株式会社カーブドッチでは、従業員が主体となって導入ツールの選定や既存ツールの運用
検討を行うよう巻き込みを図ることで、DXの機運を醸成している。

株式会社カーブドッチ

企業紹介 DXに取り組む目的

※1：農家が自ら加工（2次産業）、販売・サービス（3次産業）を手掛け、生産物の付加価値を高める取り組み。
※2：「Property Management System」の略称。主にホテル・旅館など宿泊施設の管理システムのこと。
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同社では既にチャット
ツールを導入していたが、
使用感が従業員に合わず
利用されない状態であっ
た。そこで従業員のニー
ズを踏まえ、改めてツー
ルの選定を行った。

選定にあたっては、各
部門から業務に精通する6
名の従業員を選出し、複
数のツールを試すグルー
プワークを実施した。そ
の結果、見慣れた画面と
使い勝手の良さからLINE 
WORKSの導入を決定し

た。グループワークに参
加した従業員でLINE 
WORKS導入チームを編
成するとともに、三条市
が公開しているLINE 
WORKS運用ガイドライ
ンなども参照し、ハラス
メント防止を考慮した独
自の運用ルールを設定し
た。

PMSについては、直ち
にシステム更改を検討す
るのではなく、まずはベ
ンダーと直接協議を行っ
て自社の要望を伝える場

を設けた。その結果、予
約サイトとPMSを連携さ
せるためのアイディアを
得ることができた。現場
主導で既存システムの改
善点を検討し起こした行
動が具体的な改善に繋
がったことで、ボトム
アップでDXを進める機
運が醸成されつつある。

グループワークの様子

今井代表取締役社⾧より
「DX導入に際しては今回の伴走支援のように外部の専門家の力を
借りられるとよい。現場の課題を整理したり、導入ツールの比較
検討といったことが、社外の人を交えてフラットに議論ができる。
導入により「仕事が楽になった」と感じてもらえることが第一だ
と思う。今後のツール導入に向けてはスタッフ中心の導入チーム
を作り、運用や使い方を検討していきたい。」

取り組みの内容

取組のステップとポイント

STEP1. 現場の意見を直接収集し、課題を把握する
 現場レベルの課題の全体像を経営陣だけで把握すること

は難しい場合が多い。
 現場のニーズを解像度高く認識するためにも、従業員に

ヒアリングやアンケートを実施することは効果的である。

STEP3. 既存の運用ルール・マニュアルを最大限活用する
 導入したツールの運用を定着させるためには、運用

ルールの策定が重要である。
 従業員主導で検討を進めるのが望ましいが、SaaSの場

合は運用ルールの策定事例が公開されている場合もあ
る。ゼロベースで作成するのではなく既存の資料を効
率的に活用できる場合もある。

STEP2. ボトムアップによるDX推進のきっかけを作る
 新規ツールの選定をワークショップ形式で実施したり、

既存ツールの運用の改善点について従業員にアイディ
アを求めることで、従業員が主体的にDX推進に取り組
むきっかけを作ることができる。

従業員への
ヒアリング1

運用ルールの策定3

従業員の巻き込み2
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協業組合太陽自動車工業は、理想的な
「総合自動車整備企業」を目指す上越市内
の歴史ある自動車整備企業4社によって昭和
53年に組成された。協業という事業形態を
採ることで、異なる4社が存続しつつ同じ理
念に向けて助け合うことをコンセプトとし
て、創業40年を迎えるに至る。

組成時から対象事業の拡大を進め、現在
では自動車の販売・リース・保険・修理、
点検、特殊・大型車両の整備など、自動車
整備の総合サービスを提供している。

同組合は、環境マネジメントシステムの
国際規格を取得し、国土交通省より「環境
に優しい自動車特定整備事業場」を受賞し
ており、「健全なクルマ社会の実現」とい
う社会的責任を果たそうとする取組が評価
されている。

DX推進で社内協力体制の構築を目指す

同組合は広い敷地の中に部門別に分かれ
た5つの建物を有している。全従業員への
一斉連絡の手段がなく、スケジュール管理
も紙などのアナログ媒体でなされていたこ
とから、部門を超えたコミュニケーション
や会議招集に多くの手間が生じていた。ま
た、複数のデジタルツールを導入したこと
で、社員が持つアカウントとパスワードが
増えて管理が煩雑になっていた。

加えて、組織の硬直化やセクショナリズ
ムを排除し、全体最適を求めるには、情報
共有を促進することで全従業員が助け合う
社風を醸成することが重要な課題であった。

このような背景から、同組合では、コ
ミュニケーションの円滑化および情報共有
の効率化を目指し、DXに取り組むことと
した。

協業組合 太陽自動車工業

協業組合太陽自動車工業では、全従業員が助け合う社風を醸成するため、コミュニケー
ション円滑化と情報共有の推進を目的としてDXに取り組んだ。
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協業組合 太陽自動車工業

企業紹介 DXに取り組む目的

CASE.17
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同組合では、客観的な
視点を持つ専門家の意見
を仰ぐべく、日本マイク
ロソフト社と提携し、同
社製品の活用支援を行う
「Microsoft Base Joetsu-
Myoko」を運営する㈱
ジェーミックスへ相談し
た。自社の業務・組織体
制に合ったデジタルツー
ルを検討した結果、 既存
の複数ツールを
Microsoft365 (M365)に
一元化することを決定し
た。

導入にあたっては、5
部門から代表者を6人選

取組のステップとポイント

STEP1. 導入ツール検討前に課題を整理する
 デジタルツールの統一は手段であり目的で

はない。同組合の場合は複数のデジタル
ツールが混在することによる非効率が問題
となっていたが、各ツールの機能を理解し
たうえで使い分けられる場合もある。

STEP3-1. 利用ルールを設定・説明する
 ツールを適切に利用してもらうため、利用

ルールや注意点などを明文化して説明する
ことが重要である。

STEP3-2. 経営陣がツール利用を推奨する
 経営陣が率先してツールを活用したり、説

明会を企画することで、DXの機運醸成に
繋がる。

STEP2. ツール導入は「小さく」始める
 少人数での試験導入期間を設けることで、

新しいツール導入による影響を踏まえた対
策を打つことが可能となり、スムーズな正
式導入に繋がる。

01
業務内容・
課題の整理1

少数メンバーでの
試験導入2

• ツールの利用方法
• 前システムからの

変更点

利用ルールの
整備3-1

• 代表理事による説明会
• 部署ごとの講習会

経営陣による
機運醸成3-2
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取り組みの内容

出し、前システムとの機
能の違いを確認・整理し、
少人数で利用する期間
（試験導入期間）を設け
ることで、ツールが十分
に活用されるよう、運用
設計に現場のニーズや課
題感を反映させる工夫を
行った。

正式導入後は代表理事
が自らTeams会議等で
M365の説明会を実施し
たり、試験導入期間での
経験も踏まえてツール運
用ルールをアップデート
するなど、従業員が新シ
ステムに馴染むための取

り組みを積極的に実施し
た。その結果、M365は
若手社員を中心に活用さ
れるようになっていった。

会社貸与PCおよび
M365のアカウントを持
たない従業員向けには
LINE WORKSを導入し、
全従業員への一斉連絡な
ど情報共有のために活用
されている。
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永島代表理事

総務部⾧

営業部保険担当

協業組合 太陽自動車工業

推進体制

永島代表理事がDX推
進方針やツールの利用
ルールの整備、説明会の
実施など積極的にDXを
推進している。

M365の試用メンバー
となった各部署の代表6
名を中心に、部署ごとに
TeamsやOutlook活用に
ついて講習会を実施して
いる。また若手社員が中
心となって、ツールの新
たな活用可能性を検討し
ている。

永島代表理事に加え、
金融機関・保険会社で個
人情報保護やセキュリ
ティ対策に関する勤務経

験を持つ総務部⾧と営業
部保険担当者の3名で個
人情報保護体制の確立に
向けて、ルール化や運用
体制を検討している。

今後はIT専門家と連携し、
情報セキュリティ対策を
強化するために社内のIT
リテラシー教育を推進し
ていく方針である。

推進ウラ話
同組合はM365導入プロセスで外部事業者に相談しただけではなく、今後もIT専門家と
顧問契約を結ぶことでセキュリティ体制を整えていく意向がある。自社で抱え込まず積
極的に外部の協力を仰ぐことで突破口を見つけられる可能性がある。
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部署の代表

若手社員

講習会やツールの
活用用途検討

情報セキュリティ対
策の検討

永島代表理事

総務部⾧

営業部保険担当

部署の代表

若手社員

講習会やツールの
活用用途検討

情報セキュリティ
対策の検討

創出した成果

これまでは紙中心の会
議だったため、事前の情
報共有ができずに、会議
は報告事項が中心となっ
ていた。M365導入によ
り事前に資料共有を行え
るようになり、会議時間
を建設的なディスカッ
ションに充てられるよう

になった。
また、月次会議が1つ

廃止になり、会議の時間
を30分~１時間/回減らす
ことができた。さらにオ
ンライン会議が可能とな
り、外部セミナー参加の
ための出張を削減するこ
とができたことで、社内

コミュニケーションを充
実させることができた。

併せてLINE WORKS
を導入したことで、PC
を持たない従業員への連
絡が容易となり、令和6
年1月の能登半島地震で
は安否確認に活用するこ
とができた。

永島代表理事より
「自動車業界はアナログな部分が多いため、積極的にDX推進
を行い、デジタルに強い若い人材に興味を持ってもらいたい
と考えています。また、移動困難者への支援など「車」を中
心としたDXも必要となるなど、業界が多角化・国際化してい
く中で外国人整備士を受け入れる必要が出てきています。今
後は外国人材の採用にもITを活用していきたいです」



ループ治療院51

ループ治療院は、静岡県富士市にて、鍼
灸あん摩マッサージ指圧師やアスレティッ
クトレーナーなどの資格を有する菊地夫妻
が令和4年4月に創業した治療院である。

全身治療メニューのほか、一時的な不調
の緩和だけではなく不調が起きない身体づ
くりをサポートする「猫背改善プログラ
ム」「腰痛改善プログラム」に加え、パー
ソナルトレーニング、美顔鍼など、2名体制
ながら顧客の様々なニーズに対応する高品
質なメニューを提供している。

同治療院では、特に子育て中の女性向け
のサポートに力を入れており、施術中の託
児サービスの提供や、産後の女性向けの姿
勢改善教室の開催などにも取り組んでいる。

目的に応じたプロモーション手法の実践

開業にあたり、同治療院ではまずパンフ
レットやWebサイトを製作した。それだけ
では十分な集客には至らず、プロモーショ
ン戦略の組み立てを相談するため、富士市
が運営する経営相談窓口「Beぱれっとふ
じ」を訪れた。

同窓口では、最初にメニューごとのター
ゲット設定を明確にすることの重要性や、
治療院は近隣住民をターゲットとする場合
が多いため、プロモーションにおいてはデ
ジタルではなくアナログ媒体が有効である
ケースもあることなどについてアドバイス
を受けた。

同治療院では、引き続き相談窓口を活用
しながら、デジタル・アナログ両面からプ
ロモーションに取り組んでいくこととした。

ループ治療院では、顧客像を明確化したうえで、新規顧客の獲得と既存顧客のリピー
ター化に向け、アナログ・デジタル両面からのアプローチを行った。

企業紹介 DXに取り組む目的

ループ治療院
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取組のステップとポイント

01

STEP1. 顧客になったつもりで考える
 プロモーションはあくまでビジョンを実現するための

手段である。潜在顧客の購買行動を想像してプロモー
ション戦略を具体化することで、プロモーションの精
度向上・効率化につながる。

STEP3. 取組結果を次の施策に生かす
 まずは立てた仮説に沿って行動し、その結果を次の行

動に生かすことが重要である。
 Google Analyticsなどのアクセス解析ツールを使い、

普段から自社サイトへのアクセス数を把握しておけば、
SNSへの投稿への反響やイベントの効果が把握しやす
く、改善検討が容易になる。

STEP2. アナログ媒体の⾧所を把握し使い分ける
 デジタル全盛の今だからこそ、対象が近隣住民であり、

まずは認知度を上げたい場合などアナログ媒体が有効
な局面もある。使い分けが重要である。

ターゲットの
設定1

成果測定・
取組への反映3
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ループ治療院52

アナログ・デジタル
施策の実行2

菊地代表取締役より
「上記の『取組のステップ』は常に意識しています。顧客の反応を
見ながら、無料で使えるツールを活用してトライ＆エラーを繰り返
すことで、徐々に質の良い販路開拓ができてきています。
SNSやチラシで発信する内容がターゲット層に響くよう、行政の相
談窓口や知人からアドバイスを頂いていますが、第三者的な視点か
らの意見もとても有効だと思います。」

同治療院では、まずは
通行人に治療院の存在を
知ってもらうための看板
の製作から始めた。子育
て中の女性客の獲得に向
けては、カフェなど対象
層が集まる場所にパンフ
レットを置くなど、アナ
ログ媒体による地道なプ
ロモーションを行った。

並行してデジタルツー
ルを活用したプロモー
ションも進めた。新規顧
客の獲得に向けては、口
コミを醸成するため
Googleビジネスプロフィ

ール※1のコンテンツを充
実させる、顧客の声や施
術の様子の写真などを
Instagramへ定期的に投
稿することで、提供する
サービスの内容や品質の
イメージを具体化し来店
へのハードルを下げるな
どの工夫を行った。既存
顧客のリピーター化に向
けては、LINE公式アカ
ウントにて限定メニュー
を発信するなど、ニーズ
に応じた適切な媒体を選
定してプロモーションを
展開している。施策の実

施による効果を測定する
ため、アクセス解析ツー
ル「Google Analytics 」
※2の導入も行った。

また、子育て中の女性
客との接点を増やすため、
休業日に店舗でイベント
を開催するなど、保有す

※1：GoogleマップやGoogle検索に、店舗・企業情報を掲載し、自由に管理できるサービス。
※2：Googleが無料で提供するWebサイトのアクセス解析サービス。

取り組みの内容

るリソー
スを最大
限活用し、
限られた
人員で効
率的に成
果を創出
している。



伊米ヶ崎建設株式会社は、昭和7年に魚沼
市で創業した総合建設事業者である。『お
客様と従業員の物心両面の豊かさを追求し、
従業員と企業が継続的に成⾧することを通
じて、魚沼地域になくてはならない建設会
社であり続ける』を経営理念に、創業から
90余年に渡り、地域の安心と安全、そして
発達を支え続けている。

土木工事においては新潟県のほか、国土
交通省や魚沼市・南魚沼市発注の工事に参
画する一方、冬季間の道路除雪においては
高速道路、県道、市道、各公共施設の除雪
を請け負う。建築工事においては公共工事
の他に地元民間企業の新築工事やメンテナ
ンス工事を行っている。

グループ会社の大栄産業㈱ では建築分野
専門のプレキャスト※1製品を製造しており、
首都圏向けのビジネスも推進している。

伊米ヶ崎建設株式会社53

全従業員をDXに巻き込み、変革機運を醸成

同社では、平成30年にiPadを全社員に貸
与し、業務でも日常的に利用を開始した。
令和元年には勤怠管理アプリを、令和2年
には社内稟議申請アプリを、令和3年には
Microsoft Teams ※2を導入するなど、多く
のデジタルツール活用実績を有し、主に全
社的な情報共有の観点からDXを進めてき
た。

一方で、建築現場や建築部内、および協
力業者との情報共有について改善の余地が
あった。また、現場担当者の業務負荷が高
い状態が続いているものの、フォロー体制
を構築するための人材採用は簡単ではない
ことから、同社ではデジタル・アナログの
両面から更なる業務改善を図ることとした。

伊米ヶ崎建設株式会社では、現場のニーズやITリテラシーに合わせたツール導入や、変
革に必要なスキルを持つ従業員の育成により、DXを推進している。

企業紹介 DXに取り組む目的
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※1：規格化された壁や柱などを構成するコンクリート部材を
あらかじめ工場で量産し、現地で組み立てること。

※2：チャット・資料共有・通話やビデオ会議など、多様な機
能を有するコラボレーションツール。

伊米ヶ崎建設株式会社
CASE.19



取組のステップとポイント

伊米ヶ崎建設株式会社54

01
情報共有の
インフラ整備1

従業員の
スキル開発3

取組の優先
順位を設定2

※1：建築・建設業に特化した施工管理アプリ。チャット・現場確認・案件管理など施工現場で必要となる機能を一括提供。
※2：一般財団法人建設ディレクター協会が普及を進める、オフィスから現場支援を行う新しい職域。
※3：Microsoft社が提供するローコードアプリ（プログラミングやデザインの知識がなくてもアプリを構築することがで

きるツール）の総称。

取り組みの内容
D
X
推
進
企
業

化や、コミュニケーショ
ン活性化に繋がった。

併せて、 ICTスキルを
活用してオフィスから現
場をサポートする「建設
ディレクター※2」を育成
し、ICT施工に関わる3次
元設計データの作成や修
正、書類作成などを任せ
ることで、現場担当者は
工事の品質管理や人財指
導・育成などの本来業務
に専念できるようになっ
た。帰社後に行う事務作
業などの負担も減り、⾧
時間労働の改善に繋がっ
た。今後は Microsoft 
Power Platform ※3を活用

した業務改善にも対応で
きるよう、スキル開発を
進める予定である。

同社では、将来を見越
して毎年新卒採用を行っ
ている。現場ごとにベテ
ランと若手の混成チーム
を編成しており、施工ノ
ウハウやマシン操作をベ
テランが教え、若手がタ
ブレットの操作を教える
といった、学び合いの文
化も育っている。

同社では、建設業に特
化した施工管理アプリ
「ANDPAD※1 」を導入
し、チャット機能・スト
レージ機能を利用するこ
とで、建築現場ごとに情
報を集約し、関係者にタ
イムリーに共有できよう
になった。また「若手か
ら毎日一人3件、
ANDPAD上のスレッド
に業務に関連する質問を
する」というルールを設
定し、日別に回答者も決
定した。「ANDPADを
みんなが使う」ための
ルールを設定することで、
導入がスムーズに進むと
同時に、暗黙知の見える

STEP1. DXのハードルを下げ、小さく始める
 同社では、従前からグループウェアは導入していたものの、

現場に出る従業員は端末を持っていない場合が多かった。
まずは全員が同じ情報に触れられる状態で仕事ができるよ
うにするためiPadを導入し、全従業員に貸与した。

 必ずしも抵抗なくツールを使える人ばかりではない。ツー
ルを触り少しずつ慣れることから始めることで、全員が当
事者意識をもってデジタル化に取り組む機運が醸成される。

STEP2. まずは影響の小さい周辺業務からDXに取り組む
 最初からコア業務のDXに着手すると現場からの反発や業

務の混乱が発生しかねない。まずは周辺業務のデジタル化
を地道に進め、一定の理解が醸成された後にコア業務のデ
ジタル化に着手するのがスムーズである。

 トップがコミットして小さな成功体験をしっかり積み重ね
ることで、変化を是とする企業文化の転換に繋がる。

STEP3. 変革に必要なスキルを持つ人材を育成する
 建設ディレクターやMicrosoft Power Platformなど、日々

新たな仕組みやツールが登場する。自社に合いそうなもの
があれば、「できる人がいないからやらない」と諦めるの
ではなく、時には外部の知見も借りながらチャレンジする
ことで、人材育成に繋がり、変革が推進される。



株式会社高館組

ANDPAD 導 入 プ ロ
ジェクトは、髙村建築部
⾧をリーダーに抜擢し推
進した。髙村部⾧は優れ
た技術者であり、現場の
状況や上位者・下位者双
方のニーズを的確に把握
し 、 ANDPAD 社 の サ
ポートも得ながら導入を
遂行した。

全社的なDX推進は、
東條経営企画部⾧が担っ
ている。同氏は総務部経
理課にて業務経験を積む
中で、ネットワーク機器
やOA機器の管理などに

携わるようになり、現在
はITシステムの管理や今
後の設備投資の検討など
も担っている。ローコー
ドツールの操作にも⾧け、

建設ディレクターなど他
の従業員にもノウハウを
伝え、チームのデジタル
スキル強化にも貢献して
いる。

伊米ヶ崎建設株式会社55

推進体制

推進ウラ話
同社においても、100%の賛同と協力を得たうえでDXを開始できたわけではありません。
ANDPAD導入時は、従業員の7～8割は納得している状態で進め、徐々に気運が高まっ
たことで、それに引っ張られて次第に使ってくれる人が増えていきました。
まずは改善意識の高い数名と小さく変革を始め、目に見える実績を地道に積み重ねるこ
とが重要です。
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した」、20%が「書類作
成時間が削減できた」と
回答するなど、目覚まし
い効果を発揮した。

現在では、工程管理ア
プリの自社開発にも着手

しており、将来的には、
建設ディレクターの従業
員が他社の現場の書類作
成をBPO先として担うよ
うなビジネス展開も検討
している。

創出した成果

ANDPADについて従
業員アンケートを実施し
たところ、導入開始から
3か月という短期間で、
回答者の全員が「社内コ
ミュニケーションが改善

櫻井代表取締役社⾧より
「どんな道具やサービスも使ってみて初めてメリットやデメ
リットが理解できると感じています。建設分野にも、さまざ
まなSaaSのサービスが増えているので、目的に応じた最適な
サービスを日々導入したり入れ替えたりしながら、継続的に
生産性を向上させていきたいと考えています。」

櫻井社⾧

建築部
髙村部⾧

ANDPAD社

経営企画部
東條部⾧

建設ディレクター
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同社は、新潟県燕市に本社を置く金属部
品加工メーカーであり、昭和25年の創業か
ら鍛造と金属塑性加工に関する事業を行っ
ている。

創業当初はミシンの部品やキッチンツー
ルの製造を手掛けていたが、高度経済成⾧
期には顧客ニーズに応えながら鍛造と金属
の塑性加工の技術を高めた。

現在は、同社の強みである「深絞り」技
術から発展したメタルスリーブ事業、ゴル
フ事業、医療機器事業、鍛造事業の4つを軸
とした事業を展開している。

日本のみならず、タイにも1,000名規模の
製造拠点を構え、世界各国の企業とパート
ナーシップを築き、積極的にグローバル化
を進めている。

外部の専門家・技術の積極活用によりDXを加速

同社では、情報システム部門の社員2名
が自社システムを開発・運用していたが、
常にリソース不足でシステムの更新もまま
ならず、デジタルを活用した新しい取組が
できない状態であった。

生産現場においては、属人的な工程や経
験と勘に頼る作業からの脱却や、稼働率・
歩留まりの向上が課題となっていた。

そこで同社では、デジタルを活用した業
務改善に挑戦するため、DXの企画・推進
を担う経営戦略室を新設した。経営戦略室
は、自社でのシステム開発・運用の工数を
削減するため、これまでの自前主義を方向
転換し、既製ツールの活用と外部専門家と
の連携へと大きく舵を切ることを決断した。

CASE.20
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株式会社遠藤製作所

遠藤製作所は、従来は自社でシステムを開発・運用していたが、方針を転換し、外部の専
門家や技術を積極的に活用することにより、DXを加速させ業務効率化を実現した。

株式会社遠藤製作所

企業紹介 DXに取り組む目的



57 株式会社遠藤製作所

取組のステップとポイント
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DXを推進した。製造業
務では、AWSに工場の生
産加工データや作業日報
データなど全データを格
納し、製造状況を可視化
した。

属人的な作業が発生し
ていた業務については、
積極的にデジタル技術を
活用した。例えば、ゴル
フヘッドの検品作業では、
検査員に対し⾧時間の教
育訓練が必要であり、検
査員によって検品結果の
バラツキが生じることが

あった。そこで同社では、
外部事業者のレーザーセ
ンシング※3技術を活用し
て自動検査装置を共同開
発することで、検査員の
手を介さずに検品できる
ようにするなどの工夫を
行っている。

ゴルフヘッドの自動検査装置

STEP1. システム開発・運用の自前主義からの脱却
 クラウドサービスでは、インターネットを介してデータ

を保管するが、サービス提供事業者はセキュリティ対策
を講じており、自社で管理するサーバーよりも安全性が
高いケースもある。

 サービス提供事業者から十分に説明を聞き、メリットや
リスクを理解した上で利用の可否を判断するのがよい。

STEP3. 現場スタッフを巻き込んだプロジェクトの組成
 同社では、経営戦略室の従業員、現場の事業部⾧、若手

社員、外部専門家でプロジェクトチームを組成した。
 現場に精通する従業員からの意見に基づき、複数の外部

専門家が現場ニーズに対応するツールや成功・失敗事例
を紹介することで、自社に最適なツールを選定すること
ができた。

まずは、生産に直接影
響のある製造業務ではな
く、デジタルツールを導
入しやすい経理業務から
変革をスタートした。経
理データをAWS ※1に集
約し、Tableau（タブ
ロー） ※2で可視化するこ
とで、視認性の高い情報
をリアルタイムで確認で
きるようになった。経理
以外の業務についても、
順次AWSへ移行した後
データをビジュアル化す
るという手順を繰り返し、

01
既成ツールの
積極活用1

外部パートナーとの
関係構築2

スタッフの巻き込み3

STEP2. 信頼できる外部専門家との関係構築
 同社では、外部専門家を単なるベンダーとして見るので

はなく、パートナーとして向き合った。
 課題を外部専門家に丸投げするのではなく、自社ででき

ること（意思決定や体制づくりなど）を率先して行いな
がら、外部専門家と対等にコミュニケーションを取って
関係性を築くことが、課題解決への近道である。

取り組みの内容

※1： Amazon Web Servicesの略称であり、ストレージなどアマゾンが提供する100以上のクラウドサービスの総称。
※2：大量のデータを簡単に分析・可視化（ビジュアル化）し、レポートが作成できるツール。
※3：対象物にレーザーを照射し、その反応を分析して対象物の情報を得る技術。
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プロジェクトC
事業部⾧・若手社員

プロジェクトB
事業部⾧・若手社員

プロジェクトA
事業部⾧・若手社員

推進体制

DXの企画については、同
社の経営戦略室が担う。

外部専門家は、伴走者と
して成功・失敗事例の共有
や、デジタルツールの提案
を行う。

プロジェクトをスタート
させる際には、経営戦略
室・現場の事業部⾧・若手
社員・外部パートナーでプ
ロジェクトを組成し、適宜
コミュニケーションを取り
ながら進めている。
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X
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業

推進ウラ話
プロジェクトを推進する際は、現状の「As-Is」と目指す姿の「To-Be」を検討する企業
が多いが、同社では現実的な着地点の「Can-Be」を目指し、できるところからスピード
感をもってDXを推進することを心がけている。

株式会社遠藤製作所

創出した成果

AWSへのデータ蓄積と
Tableau によるビジュア
ル化で、設備や製品、作
業者ごとの詳細な製造
データをリアルタイムで
把握できることにより、
生産における判断が迅速
化し、稼働率・歩留まり
の向上に繋がった。

また、AWSに蓄積され
た設備の稼働データから、

停止要因ごとの発生割合
と頻度を分析することが
可能となり、設備の緻密
な保全計画と設備に負担
をかけない生産計画の立
案ができ、安定生産に繋
がった。データを製造日
報に自動連係することで、
1人当たり1日15分の日報
作成時間を削減できる見

込みもたった。
加えて、自動検品装置

の導入により、検査員の
経験と勘に頼っていた属
人的な作業を削減するこ
とができた。検品時間も
熟練の検査員が1個あた
り30秒要していた作業を
4秒に短縮、業務効率化
に繋がった。

遠藤取締役 経営戦略室担当より
「当社では「限りない未来の創造」を創業からの経営理念と
し、ものづくりの指針としてきました。
遠藤製作所のものづくりは、常に進化し続けます。変化をい
とわない社風や、DXに前向きに取り組む姿勢のベースには、
この経営理念が根底にあるように思います。」

外部
専門家経営戦略室外部

専門家 助言・
提案

DX企画

助言・
提案

連携
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株式会社サカタ製作所は、 昭和26年に⾧
岡市で大工職人用の鉋（かんな）を製作す
る会社として創業し、時代の変化に合わせ
て事業を展開してきた。現在では建築金物
の製造販売を行っており、金属屋根部品で
は国内トップシェアを誇る。100を超える特
許・実用新案・意匠登録を取得するなど高
い技術力が強みである。令和元年には高級
かき氷機の製造で話題になった。

デジタル化にも積極的に取り組んでおり、
平成29年に経済産業省「攻めのIT経営中小
企業100選」に選出された。また令和元年に
「ホワイト企業アワード」で最優秀賞を受
賞、令和2年にプラチナくるみん認定を受け
るなど、働き方の面でも変革を進めている。

「攻めのIT」で働き方改革を実現

同社では平成23年のITシステム課創設以
降、Office365の導入など積極的にDXに取
り組んできたが、東日本大震災の影響で太
陽光発電の需要が急増し、ソーラーパネル
の取付金具の見積依頼が殺到したことを受
け、設計や営業担当者の業務負荷が高い状
況が続いていた。

また、同社の生産方式は多品種少量生産
であるため、新製品の設計開発業務の負担
が重く、従業員は残業を前提として業務に
取り組んでいた。

このような状況を受け、同社では平成26
年に「残業時間ゼロ」を宣言し、 既存のビ
ジネスの変革に向けた「攻め」のIT活用お
よびより一層の業務効率化を推進すること
とした。

CASE.21
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株式会社サカタ製作所

サカタ製作所は、デジタル技術の積極的な活用により、業務効率化・顧客満足度の向上だ
けでなく、働き方改革による従業員満足度の向上を図った。

株式会社サカタ製作所

企業紹介 DXに取り組む目的
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STEP1. トップが変革の推進を意思決定する
 「残業ゼロ宣言」は、同社トップの坂田社⾧の鶴の一声

で決定された。従業員からは顧客からの信頼に関わるの
ではとの声もあったが、坂田社⾧が絶対に達成できると
従業員を信じて強いメッセージを出した結果、各部署で
は残業を減らすための総意工夫がなされるようになった。

 まずは経営者自身が腹を決めてコミットすることが、変
革の最初の一歩である。

D
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株式会社サカタ製作所

STEP2. まずは他社の真似からでも小さく始める
 最初から網羅的な計画を立てようとせず、まずは他社の

成功を真似てみることも重要である。
 事務作業の効率化は、ツールを導入しなくても、エクセ

ルだけで改善できることも多くあるので、まずは小さく
始めて着実に成果を積み重ねていくのがよい。

STEP3. 外部の知見やリソースも積極的に利用する
 AIやEDIなど先進的かつ自社での利用実績のない技術を

導入する場合は、自社だけで何とかしようとせずに、行
政機関の相談窓口などを利用して専門家を紹介してもら
い、費用感含め提案してもらうのがよい。

 DXについては新潟県や基礎自治体でも様々な補助メ
ニューを準備して支援しているので、まずは気軽に問い
合わせてみることが近道である。

ソーラーパネル取付金
具の見積もり業務の効率
化に向け、同社では画像
認識AIの活用に挑戦し、
顧客がwebサイトから利
用できる自動見積もりシ
ステム「SaQS」（サッ
クス）を開発した。顧客
が設置条件を入力すると、
設置図面と概算見積を取
得できるようになり、顧
客満足度の向上と受注拡
大に加え、従業員の負荷
の大幅な軽減にも繋がっ
た。

設計開発業務について
は、Microsoft Power 
Apps ※1を活用して日報

アプリを作成し、ボトル
ネック工程を特定するこ
とから開始した。分析の
結果、熟練者のノウハウ
が形式知化されておらず
チームメンバーに共有さ
れていないことが明らか
になった。そこで、熟練
者から設計ノウハウを
Microsoft Viva Engage ※2

に投稿するなどして言語
化してもらい、チームへ
のナレッジ共有を推進す
るとともに、その結果に
基づき作業の「設計開発
標準」を策定してチーム
力の向上を図った。効率

取り組みの内容ｚ

トップが変革に
コミットする1

自社だけで
頑張り過ぎない3

「スモールスタート」
で始める2

※1：Microsoft社が提供するローコードアプリ（プログラミングやデザインの知識がなくてもアプリを構築することができるツール）の総称。
※2：Microsoftが提供する社内向けのSNSサービスであり、X（旧Twitter）と類似した使用感が特徴である。
※3： Electronic Data Interchange（電子データ交換）の略称で、企業間取引で発生する帳票を、専用回線やインターネットを用いて電子データと

して自動的にやり取りする仕組みのこと。

化によって捻出された時
間は、3Dスキャナの利活
用など更なる付加価値向
上の追求に充てている。

最近では、重要顧客と
の受注・出荷に係る文書
取引をEDI化※3して業務
効率化やコスト削減を図
るなど、取引先も巻き込
んだ「攻めのIT」の推進
にチャレンジしている。

取組のステップとポイント

熟練者のナレッジ
投稿の様子
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同社では、全社的なDXを
推進するため、平成23年に
総務部の中に「ITシステム
課」を設置した。

ITシステム課が他部署か
ら業務の改善相談を受け、
様々なデジタルツールの比
較検証を行った上で、現場
の課題解決に資する最適な
デジタルツールの提案や、
システム開発の総括などを
行っている。

同社では「サカタ塾」という社内勉強会を開催し、ITシステム課の従業員が講師となり、
従業員に対し新しく導入するツールの説明、使い方のレクチャーなど、全従業員がデジタ
ルツールを使いこなせるよう支援を行っている。

D
X
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株式会社サカタ製作所

推進ウラ話

推進体制

経営

製造営業・販売製品開発

総務

ITシステム課

創出した成果

自動見積もりシステム
「SaQS」の導入前は、
見積提示までに3日を要
していたが、導入後は約
5分となった。屋根に設
置するパネルは気象条件
の影響を受けるため、設
置場所の気象条件もシス
テム上で提供するなど、
顧客の利便性を考慮した
設計とし、導入後1年程
で売上が2倍となった。

働き方改革については、
トップのコミットと現場

での業務改善の努力が実
を結び、月平均残業時間
は平成26年には1名当た
り17.6時間であったが、
27年には5.9時間、その
後、令和元年までは毎年
約1時間で推移している。
平成28年からは副業を解

禁し、今後は自宅以外で
も柔軟に働くことができ
る場としてサテライトオ
フィスの設置を検討する
など、デジタルを最大限
利用しながら業務の在り
方、会社の在り方を変

革し続けている。
また、これまでFAXで

行っていた仕入先とのや
り取りを、Microsoft 
Power Appsで作成したア
プリを活用することで、
情報がリアルタイムで共
有された。その結果、発
注に係る問合せが削減さ
れる、在庫情報の連携に
より仕入先の独自在庫管
理が不要となるなど、自
社のみならず取引先にも
恩恵をもたらしている。

坂井ITシステム課⾧より
「単に今やっている内容をデジタル化・ペーパーレス化する
だけではなく、これから先も必要なのか・流れを変える事で
省力化が出来るのではないかといった部分にも着目しDXを推
進しています」
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同社は、新潟県上越市に本社を置き、上
水道関連部品等の銅製品の製造・販売を手
掛ける企業である。

銅合金のプロフェッショナルとして、素
材開発から溶解、鋳造、加工、リサイクル
まで一貫した事業ポートフォリオを構築し
ている。

持続可能な社会の実現に向け、回収した
銅資源を銅合金製品として再利用するなど、
環境負荷の低減を推進しており、リサイク
ル素材を活用した上水道関連製品は国内
トップシェアを誇る。

令和4年には上越地域において初のDX認
定取得事業者に選定された。取引先など他
事業者と連携して、自社だけでなく地域の
DX推進に貢献している。

取引先と共に業務改善を推進し、活人化を実現

現社⾧である山本氏は、社⾧就任前の常
務時代より、令和32年には日本の生産年齢
人口が約3割減少すると見込まれているこ
とから、将来的には現在の生産規模や操業
方法を維持することが難しくなるという危
機感を抱いていた。同社では、平成27年か
らトヨタ生産方式を導入して業務改善に取
り組んでいたが、将来の人材不足に対応す
るためには、さらなる業務改善や効率化、
生産性の向上が必要だと考えた。

そこで、令和4年の社⾧就任を契機に、
山本氏をトップとするDX推進プロジェク
トを立ち上げ、思考や判断を要しない業務
をすべてデジタルレイバー※1に代替するこ
とで、従業員の生産性向上を図ることとし
た。

CASE.22
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Ｊマテ.カッパープロダクツ株式会社

Jマテ.カッパープロダクツは、 RPAやAI-OCRなどのテクノロジーの活用と、取引先を巻き
込んだ業務フローの改善により、人が人でしかできない業務に注力できる環境を整備した。

Ｊマテ．カッパープロダクツ株式会社

企業紹介 DXに取り組む目的

※1：業務を自動化するソフトウェア・ロボット全般を指す。人間の補完としてさまざまな知的業務を代行・代替できるこ
とから「仮想知的労働者」とも称される。
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取組のステップとポイント
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ギュラーな業務が明らか
になったため、顧客側の
メリットを示しつつ一緒
に改善に取り組んだ。他
にも総務、生産管理、品
質保証などの業務改善を
行い、事務の工数を削減
した。

併せて、場所を問わず
に働ける環境を構築する
ため、紙書類やFAXを
AI-OCR ※2でデータ化す
る製品「デジパス」を導
入した。AI-OCRの設定
作業や読み取り結果の確
認など、人手による作業
も全てアウトソースでき

るため、大幅な業務効率
化に繋がった。

また同社では、自社の
課題解決だけでなく、物
流の2024年問題の解決に
向け、取引先である新潟
運輸㈱とシステム連携を
行い、その結果を銀行や
行政と共有し課題提起す
るなど、産学官金と連携
した地域・業界の課題解
決にも取り組んでいる。

STEP1. 組織横断でDX推進体制を構築
 各部署から若手やITに興味・関心の高い従業員を選定し、

組織横断型のプロジェクトチームを組成することで、ス
ピード感をもってDXに取り組むことが可能となる。

 さらに同社では、月次で「改善研究発表会」を実施し、各
部門の成果を共有することで、DX推進を加速させた。

STEP2. DXはバックオフィス業務から始める
 一般的に、DXはフロント業務からではなく、「ペーパー

レス化の実現」「ハンコ押印作業をなくす」などの明確な
ゴールが立てやすく効果が見えやすいバックオフィス業務
から始めるのが良いとされる。同社においてもバックオ
フィス業務からRPAの導入を開始し、大きな効果を上げて
いる。

STEP3.ツールを理解し、あるべき業務の姿を定める
 同社では、RPAの本格導入に先立ちRPAの勉強会を実施し

た。その上で既存の業務の棚卸、業務のあるべき姿を定義
し、RPAをどのように役立てられるかを検討することで、
RPA導入の機運の醸成に繋がった。

STEP4. 明確な数値目標を掲げ、進捗を共有する
 同社では「令和4年度末までに1,000時間の業務時間の削

減」という目標を掲げ、達成状況をリアルタイムで従業員
に共有することによりモチベーションアップに繋げている。

DX推進プロジェクト
チームの組成1

利用するツールを
理解する3

明確な数値
目標の設定4

取り組みの内容

※1：「Robotic Process Automation」の略語。パソコンで行う事務作業を自動化するソフトウェアのこと。
※2：AI技術を取り入れた光学文字認識機能（画像データからテキストを認識し文字データに変換する）のこと。

同社では、RPA ※1やAI
の導入に先立ち、既存の
業務の棚卸しと現場の改
善活動を実施し、「デジ
タル化できること」を徹
底的に明確化した。その
上で、DXの効果を上げ
やすい間接部門の業務に
対し、RPAツール
「BizRobo!」を導入した。

同社の特徴は、顧客を
巻き込んで改善活動を実
施することである。例え
ば受注業務では、業務の
理想像を描いた上で現行
業務の全体像を把握する
と、顧客に起因するイレ

効果の見えやすい
DXから始める2
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統括責任者
（山本社⾧）

営業

DX推進PJメンバー

同社では、令和3年に業
務改善の専門部署を発足し、
インフラ整備等に取り組ん
だのち、令和4年に山本氏が
社⾧に就任したことをきっ
かけにDX推進プロジェクト
（PJ）を開始した。

本PJは、山本社⾧を統括
責任者、DX推進PJリーダー
を実務責任者とし、各部署
から選定した次世代を担う
24名で、組織横断的に活動
している。

改善活動はトップダウン、
DX推進はボトムアップの形
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推進ウラ話
同社では、RPAソフト「BizRobo!」をロボット社員に見立ててキャラク
ター制作を行いました。制作にあたっては、社内だけでなく地域行事「大
潟かっぱ祭り」の実行委員会のスタッフにも投票してもらい、キャラク
ターの選定を行うなど、RPAに親しんでもらうために工夫しています。

Ｊマテ．カッパープロダクツ株式会社

実務担当者と連携

溶解・鋳造 機械保全 金属機械
加工 ・・・

山本代表取締役社⾧より
「DXへの第一歩として、ペーパーレス化から始めることを提
案します。帳票やFAXのデジタル化により、RPAなどのデジ
タルツールの活用がスムーズになり、取引先とのデータ連携
も実現可能となります。また経済産業省の『DX認定』取得過
程では、自社の不足部分が明確になり、何をすべきかがはっ
きり し ます 。 何 を する に して も 「 と にか く まず や って み
る！」という取組姿勢があればDXは進められます」

推進体制

同社では、RPAによる
定型業務の自動化で令和
4年度末までに1,000時間
の業務削減を目標に進め
たが、一連の取組を通じ
て目標を上回る2,544時
間の削減を達成した。

また、受注業務につい
ては、顧客起因のミスや
イレギュラーな業務を減
らすため、顧客を巻き込

み、共に改善活動を実施
したところ、42工程の業
務を9工程まで減らすこ
とができ、RPA導入後は
受発注業務の時間を75%
削減することができた。

また製造予測AIで最適
な受注量や生産量を把握
することで、在庫を100t
（約1億円）削減し、生
産計画の乖離率も3%以

下に抑えることに成功し
た。

取引先である新潟運輸
㈱とは、送り状発行シス
テムを連携することで紙
による集荷指示書や荷札
の貼り付け作業を削減し、
全4工場の内、1工場のみ
の改善で2社合わせて月
に25.5時間の業務削減を
実現した。

創出した成果

式が採られている。社⾧・
DX推進PJリーダーがDXに
よる費用対効果を判断し、
実際のDXの導入はDX推進
PJメンバーと各部署の実務
担当者が連携することで実

現している。さらに定期
的に実施する研究会にお
いてボトムアップによる
意見の収集や改善領域の
発掘を行っている。

改善判断
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同社は平成3年に創業し、製造ラインの自
動化・省人化を実現するFA（ファクト
リー・オートメーション）機器をオーダー
メイドで開発製造する事業を展開している。
令和3年にDX推進室を立ち上げ、デジタル
活用による業務効率化およびデータに基づ
いた意思決定や企業活動を推進し、令和4年
には経済産業省「DX認定取得事業者」に選
定された。

令和5年には自社におけるDX成功事例を
基礎として、生産現場におけるDXソリュー
ションを提供するDX事業を開始した。

「人にしかできない活動にもっと取り組
める社会にする」ことを目標に掲げ、デジ
タル技術を活用した事業によって、データ
ドリブン経営を推進している。

DXの推進によりデータドリブン経営を実現

企業紹介

DXに取り組む前は、適切な情報管理と
共有の不足が見られ、個人の経験や勘に
頼った経営判断が行われてきた。しかし、
経営環境が大きく変化するにつれ、従来ま
での直感的なやり方だけでは経営課題に対
する効果的な打ち手が見いだせなくなって
いた。このような課題を解決するため、同
社では、情報インフラの整備やツールの導
入によるリアルタイムでデータドリブンな
経営判断を可能とする仕組みの整備に挑戦
した。

現在では、自社のDXに留まらずクライ
アントのDXを支援することにより、社会
全体の経済環境や労働環境を持続可能なも
のに進化させていくことを目標とし、事業
に取り組んでいる。

セキ技研では、デジタル技術の活用によって経営データの可視化や事務作業の自動化・
効率化を推進し、データドリブン経営※1と労働生産性の向上を実現した。

DXに取り組む目的

セキ技研株式会社

左：事業部⾧ 石原氏 中央：取締役副社⾧ 関氏 右：DX推進課⾧ 山崎氏

※1：収集・蓄積されたデータの分析結果に基づいて行う経営

セキ技研株式会社 D
X
推
進
企
業

CASE.23
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取組のステップとポイント

STEP1. 小さな改善実績を積み重ねる
 紙帳票の電子化による紙の印刷コスト・デー

タ手入力作業の削減といった、小さな改善
テーマから着手。その後、データの可視化や
DX認定取得など実績を積み重ねていくことで、
全社推進に向けた下地を作る。

01
スモールスタートで
改善実績を作る1

トップダウンのDX方針と
現場に寄り添うDX推進3

取り組みの内容

DX事業を展開4

STEP3.トップダウンとボトムアップの両面を重視
 経営者が自らDX方針や改善実績を繰り返し社

内に伝達する。一方でDX推進者は、現場の社
員に寄り添った業務の効率化・自動化を実施
する。両面からのアプローチで、全社的にDX
気運を醸成することに繋がる。

STEP4. 積極的な情報発信による事業拡大
 自社で培ったDXの知見を積極的にSNSやセミ

ナー等で発信することで、同様の困りごとを
抱える事業者との接点を得ることができる。
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組織変革に向けた
基盤固め2 STEP2. 組織の変革

 全社的なDX推進に向け、時間をかけてDXに
コミットする経営体制を固めながら、職務分
掌や権限規定の整備も進める。DXに対する意
欲の高い若手を他事業部からDX推進チームに
社内異動させることも有効である。

同社では、最初に検査
成績表などの紙の帳票を
デジタル化し、iPadから
参照できるようにする仕
組みの構築に取り組んだ。
社内の情報に簡単にアク
セスできるようにするこ
とで、データドリブンな
経営を実現する下地を整
えた。

ま た 、 蓄 積 し て い く
データから適切な示唆を
抽出するためにBIツール
※2「MotionBoard」を導
入し、これまでエクセル
で集計していた生産や営

業データをリアルタイム
で 可 視 化 で き る よ う に
なった。その結果、現状
を 適 時 適 切 に 把 握 し て
KPI設定を柔軟に見直す
など、課題に対して迅速
に対応できる経営を仕組
み化することができた。

さらに、これまで手作
業で行っていたデータの
転記・集計のような単純
作業を、RPA※3の導入に
より自動化した。単純作
業が削減されたことで、
従業員はより生産的な仕
事 に 従 事 で き る よ う に
なった。

自社で培ったノウハウ
は他社からのニーズもあ
り、DX推進支援・デー
タ活用支援・事務作業効
率化支援の3軸で事業展
開するに至った。

社内会議でMotionBoardを
活用する様子

※2：データをグラフや表で可視化するツール
※3：事前に設定されたルールや手順に従って作業を行うソフトウェア
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推進体制

関副社⾧を中心として
ビジョンや経営戦略とし
てのDX方針を打ち出し、
DXへの意欲の高い若手
経営層がサポートするこ
とで、データドリブンな
経営判断ができる体制と
なっている。

DX方針の綿密な計画
への落とし込みは、自ら
も生産管理や在庫管理の
システム構築経験を有す
る石原事業部⾧が推進し
ている。

山崎DX推進課⾧はDX
方針と計画を踏まえなが
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関副社⾧

EMS事業部FA事業部

山崎DX推進課⾧

石原事業部⾧

ら、従業員に丁寧なヒア
リングを行うことでトッ
プダウンとボトムアップ
でのDX推進を橋渡しす
る役目を担っている。

経営陣と現場の橋渡し役
の存在により、従業員は
ニーズや課題意識を経営
層に上げやすくなってい
る。

関副社⾧より
「可視化されたデータを元に仮説を立て、実際に行動することは、
人間にしかできない仕事です。また、仕事だけでなく、もっと社
会的な活動や家族と一緒に過ごす時間を増やしたい人もいるで
しょう。そうした、精神的豊かさを感じられる活動にもっと取り
組める未来を実現したい。そのために、FAやDXで労働生産性を
変革し、経済環境と労働環境を持続可能なものに進化させること。
それが、私たちの事業の社会的な意義だと思っています」

推進ウラ話
DX事業の展開は当初計画よりも2年前倒しすることになった。そのきっかけは新潟県が支
援する800人規模のセミナーで、自社の取り組みを紹介したところ、予想より引き合いが
あり事業化に繋がった。情報発信は新たなニーズ開拓に繋がる可能性を秘めている。

創出した成果

アナログなデータ管理
によって発生していた事
務的な単純作業をRPAや
VBA※4を用いて自動化す
ることで、月142時間、
年間約1,700時間の工数
削減を実現した。

年間2,000件に上る社
内稟議書の申請もデジタ

ル化することで管理業務
の生産性向上に貢献した。

生産データがリアルタ
イムで可視化されたこと
で社員の意識が変わり、
設備全体の稼働率向上に
繋がっている。営業デー
タからは営業効率の低い
アクションが顕在化し、

その後の営業活動の改善
により、受注率の５％改
善を実現している。

また、DX推進を通じ
て属人化した業務プロセ
スの顕在化や見直しが進
むという副次的効果があ
り、欠員補充の採用を回
避することができた。

DX方針
ビジョン DX計画

現場責任者

経営陣

※4：Microsoft社が提供するプログラミング言語
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株式会社山口製作所は、昭和43年に小千
谷市で創業して以来、事業を拡大し、現在
ではプレス加工・組立・金型製作を主たる
事業内容とする。従業員数は28名で、高度
な技術を求められる精密順送プレス金型の
ノウハウを豊富に有し、試作品開発から量
産まで対応できる技術力が強みである。製
造業におけるDXに関する知見を生かした
DXソリューション事業も企画している。

令和5年には新潟県工業技術総合研究所と
の共同研究結果が高く評価され、「日本塑
性加工学会賞 技術開発賞（中小企業）」を
受賞するなど研究開発にも力を入れている。

従業員のチャレンジを応援し、試行や検
討に時間を使うことを是とする挑戦的な社
風が特⾧である。

営業領域のデジタル化に向けた挑戦

同社では、少人数でも高精度加工・短納
期対応を実現するため、補助事業も活用し
ながら積極的にデジタル技術の導入を進め
てきた。社内の全プレス機と連携した生産
管理システムを自社で開発して生産状況を
自動取得できるようにする、紙の図面を
データ化して必要な時にQRコードから参
照できるようにする、プレス加工後の仕掛
品のピッキング作業をロボットで行えるよ
うにするなど、IoTをはじめとする先進技
術を積極的に利活用している。

一方で、営業体制は未整備であり、既存
顧客からの紹介や展示会などで新規顧客開
拓を行ってきた。今後を見据え、同社では
営業専任人材の配置を検討する前に、デジ
タル技術の活用による営業力の強化に取り
組むこととした。

山口製作所は、製造現場におけるIoT導入や研究開発に注力してきたが、コロナ禍におけ
る営業機会の減少などの状況を踏まえ、デジタルマーケティングにチャレンジした。
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企業紹介 DXに取り組む目的

株式会社山口製作所
CASE.24



取組のステップとポイント

同社では、具体的に
マーケティングオート
メーション（MA）ツー
ル※1 の導入検討を行う前
に、改めて自社の営業活
動の状況と今後獲得した
い顧客像について整理を
行った。展示会はコロナ
禍で開催が難しくなり対
面での営業機会が失われ
ていること、今後は新技
術をこれまでとは異なる
同業の顧客層に売り込ん
でいきたいことなどを踏
まえ、直接の接点がない

STEP1. 自社の現状に合った課題解決の選択肢を探す
 営業専任人材の配置が難しい場合もあるが、「人

手不足の自社では営業力強化はできない」と諦め
ず、まずは既存のMAツールを試すという選択肢
もある。無料トライアルが可能な場合もある。

STEP3.ツール導入結果から次のアプローチを探る
 導入したツールの結果から問題点を抽出し、その

問題点に対してどうアプローチしていくか検討す
る。SNSを活用するときは他社のSNS活用方法を
参考にするなど情報を集めて、どのように発信す
ればよいか検討していく。

STEP2. 自社に合ったツールの選定
 どのMAツールが自社に適しているか、そのツー

ルにはどのような機能があるのか、行政機関など
中立的な外部専門家のアドバイスを受けながら選
定をする。無料でも十分な機能を備えたツールも
あるので自社の目的に合わせたツールを検討する。

相手にも場所の制約なく
営業活動が行えるMA
ツールのメリットは大き
いと判断し、導入を決定
した。

MAツール
を導入した結果、同社
Webサイトへアクセスし
た企業名が可視化され、
プッシュ型営業をかけら
れるようになったが、同
時にWebサイト閲覧数が
少ないことが明らかに
なった。そのため、今後

の対策としてWebサイト
を定期的に更新し掲載情
報を充実させる（顧客の
声など）ほか、 SNSを活
用して潜在顧客へアプ
ローチし、問い合わせ
フォームへ誘導するなど
の手法を検討した。

株式会社山口製作所69

01
自社の現状を

把握1

ツール導入
SNS活用3

ツールの
選定2
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業務管理部 情報技術課 嶋係⾧より
「多機能の有料ツールをいきなり試すのではなく、目的を絞って
機能を１つずつ確実に使いながら実践していくことが重要だと思
います。未開拓のアプローチが多いので、まず知識・知見を深め
る為にも、フリー・オープンソフトの有効活用を心がけていま
す」

BowNow分析画面

取り組みの内容

※1：見込顧客・商談獲得に活用できるデジタルツール。

「BowNow」
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小柳建設株式会社は、終戦の年である昭
和20年に新潟県加茂市で創業した。材木業
から始まり、高度経済成⾧期を通して土木、
建築、浚渫と事業領域を拡大してきた。中
でも重労働で危険が伴う浚渫においては、
新潟県で初めて機械化された工法を取り入
れるなど、新たな技術を取り入れるチャレ
ンジを積極的に行ってきた。

創業者から3代目に当たる小柳卓蔵社⾧の
就任後は経営改革やDXを進め、建築物の実
寸大3D映像の表示機能や遠隔会議機能を有
するアプリ「Holostruction」を日本マイク
ロソフト社と連携して開発するなど、建設
業界の変革の旗手として注目を集めている。

明るく開放的なオフィスには、キッチン
併設のコワーキングスペースを設け、地域
の飲食事業者の市場調査や学生のチャレン
ジを応援している。

「楽しくスマートに働ける」建設業界の実現へ

現在では建設DXのトップランナーであ
る同社だが、小柳社⾧が入社した平成20年
当時は、情報は全て紙もしくは個人のパソ
コンで管理されており共有の仕組みがない
など、アナログなオペレーションが多く
残っており、⾧時間労働が常態化していた。

建設業界では受注から売上計上までの期
間が⾧い工事もあるため、経営者は年度単
位の売上と利益しか把握していない場合が
多い。しかし売上進捗率や日々発生する経
費、累積生産量などの数字がリアルタイム
に把握できないことで、同社でも問題発生
時の対応が後手に回る状況が起きていた。

このような課題を仕組み化とテクノロ
ジーで克服し、従業員が楽に楽しく働ける
ようにするため、また自社だけでなく建設
業のビジネスモデルを転換するため、同社
はDXにチャレンジした。

小柳建設は、アメーバ経営の導入や基幹システムのフルクラウド化、先端技術を活用し
たアプリ開発などの挑戦を通し、企業文化を変革し、建設業界の変革に挑んでいる。

企業紹介 DXに取り組む目的
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小柳建設株式会社
CASE.25



取組のステップとポイント
STEP1. 従業員の価値判断の基準を統一
 時には部門間の利害が対立し変革が停滞することもあるが、

全従業員が経営理念を同一の価値観として共有していれば、
落としどころを見つけて前進することができる。

 同社では、創業者が作った経営理念を現代の情勢に合わせて
再構築し「経営哲学手帳」に落とし込み、従業員と共有して
いる。

STEP2. 公平な人事制度を整備し、挑戦的な社風を醸成
 同社では、職務等級制度に近い人事制度を導入し、各等級の

期待役割を明確に定義した。従業員は自分で設定した目標に
基づいて公平に評価されるとともに、上司は部下の目標達成
に向けた行動計画の実行を支援できているかを評価されるよ
うにして、上司としての能力の向上を図った。

 より難易度の高い目標を掲げた従業員の評価を高くすること
で、従業員が自発的に挑戦する風土を作り上げた。
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経営理念の
設定と共有1

付加価値向上に
向けた取り組み3

人事制度の
整備2

※1：Microsoftが提供するクラウドサービス。クラウド上でコンピュータを利用した分だけ費用を払う従量課金制をとっている。
※2：Microsoftが提供するグループウェア。チャットや資料共有、通話などの機能を有する。
※3：Mixed Reality（複合現実）の略称で、現実空間の形状をMRゴーグルが認識し、現実世界に仮想的な物体を投影する技術。

取り組みの内容
まずは社内のチーム単

位で経営管理や人材育成
を行う「アメーバ経営」
の導入に取り組んだ。従
業員の拠り所となる経営
理念を再構築し、従業員
1人・1時間当たりの付加
価値を管理する「時間当
たり採算表」による部門
別の厳密な採算管理を行
うとともに、例外を認め
ず定めたルールを適用し
変革を推進した。ガラス
張りの経営にしてあらゆ
る情報を見える化したこ
とで、不必要な残業が減
り、市場の動きや問題へ
の対応力が増すとともに、
従業員がフォローし合い
自発的に改善提案する社

風が醸成されていった。
同社では、デジタル化

を「アメーバ経営という
基盤の上で蓄積される経
営データを活用して更な
る課題解決を行うための
手段」と捉えてDXを推
進した。老朽化した基幹
システムを、災害時の業
務継続とリモートワーク
の環境構築という観点か
ら、Microsoft Azure※1上
に 移 行 す る と と も に 、
Office365をフル活用して
業務効率化に取り組んだ。
遠隔地の従業員とも常に
Microsoft Teams※2で接
続して会話できるように
するなど、コミュニケー
ションも充実させている。

その後、日本マイクロ
ソフトとの接点を得たこ
とを契機に、同社のMR
技術※3を利用したアプリ
「Holostruction」を開発
した。工事の完成検査な
どもリモートで行えるよ
うになり、更なる効率化
に繋がるとともに、同製
品の販売や建設DXの知
見の共有などを通し、建
設業界の変革に向けた挑
戦を続けている。

STEP3. DXには順序とオープンなマインドセットが重要
 最新のデジタル技術を導入しても、情報を隠蔽する文化では

DXは進まない。先に情報共有を是とする文化を作り上げる
ことが重要であるという意味で、DXには順序がある。

 加えて、新たな技術や知見を積極的に取り入れ、他社と協力
し合うオープンなマインドを持つことで、自社だけでは難し
い変革も成し遂げることができる。



株式会社高館組

経営層からのトップダ
ウンや特定の部署がDXを
推進するのではなく、小
柳建設では、現場で働く
フロントラインワーカー
（全従業員）が各々の課
題解決を先導することに
より、結果として会社全
体でDXが加速している。

「Holostruction」開発
プロジェクトについても
同様である。システム部
門がプロジェクトの中心
にいるのではなく、建設
現場で従事しているメン

バーが、実際に抱えてい
た課題を解決するために
プロジェクトをリードす
ることで、解決策や新た
なソリューションを創出
している。

小柳建設だけではなく、
多くの方にとって、テク
ノロジーのチカラを活用
することで、その恩恵を
受ける機会は増えている。
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推進体制

創出した成果

推進ウラ話
同社の売上高は、前社⾧時代は100億円ほどあったが、令和4年には65億円になっている。
受注を抑えることで、現場に配置される人員数は減らさず従業員にかかる負荷を抑え、
高い工事品質を保っている。また、業務効率化により経費を削減することで利益率を高
め、以前と同じ利益水準を保っている。売上高は増やし続けることではなく最適化する
ことが重要である。

小柳代表取締役社⾧CEOより
「“働く人を楽にしたい”という思いが、改革に着手した一番の理由
です。3K（きつい、汚い、危険）イメージ払拭という建設産業の課
題を解決するためにも、まずは今働いている皆さんがより働きやす
く、働き甲斐を感じられる職場環境を実現することが必要と考えま
した。今では、現場レベルでボトムアップによる改善活動が進んで
います。これらの取り組みが国土交通省の提唱する新3K（給与・休
暇・希望）の実現に繋がると考えています」

変革の結果、同社では業
務効率化や従業員の意識改
革が進み、月平均の残業時
間が7.2時間（平成30年）か
ら1.7時間（令和4年）へと
大幅に改善した。

創出した利益は積極的に
従業員に還元している。令
和元年からの3年間で、従業
員の平均年収は30～

40万円増え、年間ボーナ
ス平均は数年前と比較する
と2倍の4か月分へと増え
た。また同社では、これか
らの時代は金融リテラシー
を身に着け自己資産を自分
で増やせるようになること
が重要であると考え、福利
厚生の一環として「iDeCo
＋※3」を導入するなど、従

業員が幸せに働けるための
フィールドを提供している。

深刻な人材不足が続く建
設業界の中で、同社では毎
年 5 ～ 10 名 の 新 卒 採 用 を
行っている。同社の変化を
楽しみ、挑戦を続ける社風
に共感する県外からの応募
者も多い。

※1：プロジェクトの品質やコスト、納期などに責任を持つ担当者。
※2：期限が付くプロジェクトに対して、期限を持たないプロダクトそのものの価値を最大化することに責任を持つ担当者。
※3：個人が加入するiDeCo（公的年金にプラスして給付を受けられる私的年金制度のひとつ）に、会社が掛け金を上乗せし、従業員の

福利厚生を拡充させる仕組みのこと。

プロジェクト
マネージャー※1

関係部門で組成された実行チーム

プロダクト
オーナー※2

プロジェクト・
マネジメント・オフィスサポート支援

システム部門
フロントラインワーカー
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株式会社カワイ精工は、精密プラスチッ
ク金型設計・製作およびプラスチック成形
を主たる事業として、昭和53年に上越市で
創業した。自動車の内外装部品を中心とす
る多様な分野のプラスチック製品加工の実
績を有し、3次元データシステムによる金型
設計から量産成形まで一気通貫で対応でき
ることが強みである。

近年では、自社における業務改善に関す
る取組の結果得られたノウハウを生かして、
ユーザー企業向けにシステム・ソフトウェ
ア開発事業を展開している。また、同市内
で積極的にDXに取り組むJマテ.カッパープ
ロダクツ株式会社と連携し「地産地消」の
購買発注管理システムの共同開発を行って
いる。

自社の業務改善経験を生かした新規事業開発

20年近くシステム開発経験を積んで同社
に入社した川合専務は、設計図面や顧客情
報が紙で管理されているためデータの活用
が難しい、社内外とのやりとりが電話や
FAXであるため業務のスピードが遅い、無
駄が多いといった課題の解決を目指して、
業務改善とデジタル化に着手した。

改善活動の開始当初には、紙ベースで行
われていた作業をタブレットからできるよ
うにして従業員に渡してみても、従業員の
デジタルに対する苦手意識やリテラシーに
対する考慮が不十分であったため利用を拒
否されるということもあった。デジタルに
対する抵抗感には人によって差があること
も踏まえ、まずは現場のニーズを正しく把
握することから着手した。

カワイ精工では、自社の業務フローをデジタル・アナログの両面から徹底的に改善し、
積み重ねたノウハウを他社へサービスとして提供している。
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取組のステップとポイント

現場ヒアリングの結果、
人によってやり方が異
なったり、同じことを繰
り返し行っているなど、
既存の業務フローに非効
率な点があることが判明
した。カワイ精工では、
いきなりデジタルツール
を入れるのではなく、現
在の業務フローを詳細に
書き出して整理し、ある
べき業務フローとの差分
を埋めるために、まずは
アナログの業務改善を推
進した。その後、業務フ
ローを最適化したうえで

STEP1. まずは現場や業務の理解に努める
 トップダウンでのツール導入は、現場に受け入れ

られないばかりかデジタルに対する苦手意識を持
たせてしまうことにも繋がりかねない。最初に現
場の課題感やニーズを把握することが重要である。

STEP3. 最初から全従業員を巻き込もうとしない
 「2:6:2の法則」の通り、一般的に改革に対して最

初から積極的な反応を示す人は2割程度である。
 まずは2割の従業員と小さく取り組みを始め、実

績を作り、機運を醸成させていくことが更なる取
組の発展に繋がっていく。

STEP4. 常に新規事業のきっかけを探す
 他社のニーズと自社の強みがマッチするところに

新規事業の種がある。潜在顧客が集まるところに
出向いて情報発信・収集することが重要である。

STEP2. すぐにデジタルツールを導入しようとしない
 現行の複雑な業務フローをそのままデジタル化す

ると、業務に合うパッケージソフトがない、開発
費用が高価になるなどの問題が発生することもあ
る。まずは現行の業務フローを整理することから
始めるのがよい。

デジタルツールを導入す
るという順序でDXを推
進した。

取組の推進に際しては、
意欲の高い従業員数人か
らなるプロジェクトチー
ムを組成し、「小さく成
功体験を積み共有するこ
と」を重視して改革を是
とする土壌を作るため、
顧客からの問い合わせ対
応や見積業務を改善する
「金型カルテ（金型の製
造に関する諸データを電
子化したもの）」や、金
型カルテへの入力を簡易

化するためのRPAの導入
などに取り組んでいった。

また、新規事業の立ち
上げを模索する中で、同
社が積み重ねてきた業務
改善のノウハウ自体に需
要があることに気づき、
現在ではユーザー企業向
けの業務改善支援・シス
テム開発も行っている。
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ゴールイメージを明確
に示し、部門横断的な調
整を行うプロジェクト
リーダーの役割は、川合
専務が自ら担っている。

プロジェクトメンバー
は、立場やITに関する知
見は問わず、現場から意
欲の高い従業員を2～3名
選抜してチームを組んだ。
取組開始当初はIT経験者
が不在であったため、業
務改善によって得られる
メリットを訴求しながら
川合専務がOJT形式で指
導を行った。プロジェク
トメンバーが安心して

チャレンジできるように
サポートしながら育成す
ることで、現在では指導
を受けたメンバーがシス
テムエンジニアやシステ

ムサポート担当となって
新規事業をリードしてい
る。来春には新規事業の
拡大に向け、IT技術者の
採用を予定している。

推進ウラ話
新規事業の検討を開始した当初は、自社で確立した金型製造技術を生かせることや金型
製造業務の閑散期に受注が見込めることを重視しすぎて上手くいかなかったことがあり
ました。自社のリソースだけでなく他社のニーズを客観的に分析し、マッチングを図る
ことが重要です。
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川合専務

システムサポート
加藤課⾧代理

システムエンジニア
杉田係⾧

プロジェクトチーム

川合専務より
「実際に自社のDXに取り組んでみて、中小企業のDXの難しさ
を経験しました。失敗も多く経験しましたが、すべて自身の成
⾧、会社の成⾧に繋がったと感じています。
これからDXに取り組む方は多くの困難や課題に直面すること
かと思いますが、常に挑戦し前進することで成功への道は拓か
れると思います」

推進体制

部品や材料は1日あた
り100～200点の手配が必
要 に な る 場 合 も あ る 。
DX推進以前は1～2日要
していた手配作業が1時
間程度で終えられるよう
になった。また、生産状
況は事務担当者が手作業
で集計し共有していたた
め、現場に伝わるまでに

1 ～2 日 の タイ ム ラ グ が
あったが、デジタル化の
進展によりリアルタイム
に把握し生産計画に反映
できるようになった。

また、新規事業は令和
3年4月に開始してから2
年程度で、売り上げ比率
が15%を占めるまでに急

成⾧した。新規事業は、
市場や競合製品を綿密に
分析し、自社の強みを生
かした事業コンセプトを
打ち出し差別化を図るこ
とで、既存顧客からの口
コミで新規問い合わせが
来るまでに支持を得られ
ている。

創出した成果
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株式会社いせんは、JR越後湯沢駅の開業
に合わせ、昭和6年に湯沢町で創業した。現
在では湯沢町・南魚沼市にて温泉旅館
「HATAGO井仙」「ryugon」および5店舗
の飲食店・小売店を経営している。同社で
は、地域で営まれている暮らしを体験する
「地域のショールーム」として旅館を捉え、
雪国の郷土料理を地元の人と一緒に作るア
クティビティを提供するなど、「暮らすよ
うに旅をする」ことをコンセプトとして
サービスを構成している。

代表取締役の井口氏は、新潟県・群馬
県・⾧野県にまたがる3県7市町村にて、雪
と共生してきた雪国文化を軸にエリアブラ
ンディングを行い、地域の魅力を広く発信
するDMO「一般社団法人雪国観光圏」の代
表理事も務めている。

従業員と目線を合わせ、変革に挑む

宿泊業は慢性的な人手不足の状況にある
うえ、周辺人口も減少しており、今後は人
材の確保がより難しくなることが予想され
る。同社では、井口社⾧の「失敗は中小企
業にとって研究開発費である」との考えの
もと、以前から積極的にデジタル技術の活
用にチャレンジし、労働生産性の改善に取
り組んできた。

令和元年のryugonのリニューアルオープ
ンにより、2つの旅館を運営することと
なったため、より一層業務効率化を推進し、
従業員が無理なく働ける環境づくりが重要
な課題となっていた。

また、従業員間のコミュニケーションに
ついては、宿泊事業者であるため全員が集
まって情報共有を行う機会が少ない、日報
作成などの定常業務の省力化など、業務改
善の余地があった。

株式会社いせんは、従業員と経営理念を共有し自律性を引き出す育成を行うとともに、
DXによる徹底的な業務効率化と雪国文化を伝えるサービス提供を行っている。

株式会社いせん
CASE.27

企業紹介 DXに取り組む目的
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取組のステップとポイント

STEP1. ビジョンを描き、従業員に共有する
 同社では「顧客の満足」「社員の生きがい」「地域の

利益」の「三輪の和」を経営理念として「旅籠三輪
書」で定め、従業員と共有している。

 確かな経営理念を分かち合えているからこそ、DXや新
規事業開発などの変革にも、経営者と従業員が同じベ
クトルでチャレンジできる。

STEP3. 従業員にしっかり任せる
 同社では、各従業員のミッションを設定したうえで権

限・裁量を与え、自律性を高めている。
 その結果、各従業員は指示待ちの姿勢から脱し、自ら

チャレンジしてスキルを向上させ、やりがいも創出す
るようになった。

STEP2. 各ツールの用途を明確に定義する
 重複する機能を有するツールを複数導入する際は、各

ツールを利用する目的や機能、運用ルールを明確にす
ることで、混乱の回避に繋がる。

株式会社いせん77

01
従業員と

志を共有する1

積極的な
権限移譲3

ツールの
棲み分け2

※1：Googleが提供する表計算ツール。エクセルに類似した機能を有し、データはクラウド上に自動保存される。
※2：インターネットと接続し、撮影した映像をクラウド上に保存できるカメラ。
※3；東芝が提供するAIを用いた音声認識・音声合成・翻訳・対話などができるクラウドサービス。
※4：Googleが提供するフォーム作成ツール。アンケートや投票などに利用できる。
※5：企業向けのクラウド型チャットツール。LINEと画面が似ているため利用のハードルが低いことが特⾧である。

取り組みの内容
同社では、各旅館の業

務を一元管理するオペ
レーションセンターを設
置した。具体的には
「Googleスプレッドシー
ト」※1上で宿泊台帳など
の業務情報を共有すると
ともに、クラウド録画カ
メラ※2「Safie」、AI搭載
インカム「RECAIUS」※3

を導入し、各旅館の状況
を見ながらタイムリーに
指示を出す仕組みを構築
した。オペレーションセ
ンターが各従業員の動き
を分析・フィードバック
して育成に活かしている。

ルームオーダーは客室
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のタブレットから
RECAIUSを通じ自動連携
され、ルームサービスの
省力化にも繋がった。そ
の他、「Googleフォー
ム」※4を活用した清掃時
間計測の仕組化・日報の
作成など、宿泊業の要で
ある接客以外の業務を徹
底的に効率化した。

また「LINE WORKS」
※5の利用により、朝礼不
在の従業員とも確実に情
報共有できるようになっ
たことに加え、現場での
気づきを逐次共有し、上
⾧からのフィードバック
をタイムリーに受けられ

るようになったことで、
改善に向けた取り組みが
加速した。

業務効率の最大化のた
めには、各従業員の担当
業務の幅を広げる「多能
工化」も重要である。同
社では、従業員の意見も
取り入れつつマルチタス
ク化を進め、仕事を通し
て学び続けられる職場づ
くりを推進している。

STEP4. 効率化ノウハウを同業他社へ展開する
 地域の持続的な繁栄のため、同社では地域ブランディ

ングだけでなく、自社で蓄積した業務効率化・DXノウ
ハウを横展開し、同業他社の支援にも取り組んでいる。

地域への
ノウハウ共有4



株式会社高館組

フロアマネージャー萩
野氏が中心となり、井口
社⾧と従業員との間に
立ってDXを推進してい
る。

萩野氏は、同社が就職
情報サイトを通して採用
した初めての大卒入社社
員であり、特段ITに関す
る実務経験を有するわけ
ではなかったが、新しい
ことに積極的にチャレン
ジする同社の社風の中で、
独自に学びを深め、
Googleプロダクトを活用
したオペレーションの改

善などを主導している。
同社では従業員のやり

たいことや得意なことに
合わせて仕事を作り、従

業員の成⾧に合わせて事
業を検討するため、移住
者含め多様な人材が全国
から集っている。

株式会社いせん78

推進体制

推進ウラ話
いかにDXを進めようとも、宿泊業には接客など人間にしかできない仕事も多くあります。
南魚沼市のryugonでは、敷地内に無料で泊まれる宿「さかとケ」をオープンし、宿泊客
が観光やテレワークをしながらryugonの仕事を手伝うという新しい取り組みを始めまし
た。効率化の一方で、顧客と「親戚づきあい」のような関係性を育み、従業員の他にも
多様な人材が活躍する旅館づくりを目指しています。

超えて自身に合った働き
方や勤務体系を選択でき
るようになるなど、⾧く
安心して働ける環境が整
備されつつある。

LINE WORKSは、導
入後1か月程度の期間で、
当初紙媒体で運用してい

た従業員の「気づき」の
投稿件数が1.8倍になると
ともに、従業員アンケー
トで回答者の87.5%が業
務効率化・コミュニケー
ション活性化に繋がった
と回答するなど、短期間
で高い効果を発揮した。

創出した成果

業務効率化や多様な新
規事業開発に取り組んだ
結果、井口社⾧が代表に
就任した平成17年以降の
10年間で、売上・客単価
ともに3倍となった。マ
ルチタスク化の推進によ
り、従業員が事業の枠を

井口代表取締役より
「私たちの宿泊業はお客様の要望にあわせてオペレーション
を柔軟に変化させていく必要があります。また近年ではイン
バウンドやリモートワークの急増により、業態の変革も問わ
れています。こうした環境の中では、常に成果を意識し、小
さな変化を継続していく体制づくりが重要であると考えてい
ます。」
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同社は、神奈川県秦野市の鶴巻温泉にて
大正7年に創業した老舗旅館である。明治天
皇が宿泊するために作られ、数々の将棋・
囲碁の名勝負の舞台として使用される貴賓
室「松風」が有名である。

1万坪の敷地に対して客室数が20室と少な
く、リーマンショックの影響による宿泊料
金の低下および多額の債務のため、存続の
危機に直面した。そのタイミングで事業を
承継した現社⾧・女将夫妻が背水の陣で経
営を刷新した。

現在では、自社で利用するために開発し
たクラウド型旅館・ホテル管理システム
「陣屋コネクト」を販売する「株式会社陣
屋コネクト」を立ち上げ、全国の宿泊事業
者のDXや経営改革を支援している。

DXによりサービスの高付加価値化を実現

事業承継当時、顧客情報は前女将の記憶
や営業担当者の手帳にしかなく、情報共有
は紙のメモや資料の受け渡しによるやり取
りのみであった。そのため従業員間の連携
が取りづらく、「言った・言わない」など
のコミュニケーションミスが発生していた。

また、由緒ある旅館であるにも関わらず、
1泊2食付きのプランが1万円以下と低単価
であったことも経営を圧迫する要因であっ
た。

同社では、顧客情報を紙からデジタルに
移行することから情報共有・業務効率化を
進め、創出した時間を使ってひとりひとり
の顧客に寄り添うサービスを高単価で提供
する方針を取ることで、経営を安定させる
とともに、従業員満足度の向上を目指した。

CASE.28
株式会社陣屋

株式会社陣屋は、クラウド型旅館・ホテル管理システムを自社開発・販売し、新たな収益
源を確立するとともに、サービスの高付加価値化を推進することで、経営改革に成功した。

株式会社陣屋
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企業紹介 DXに取り組む目的



80 株式会社陣屋

取組のステップとポイント

情報共有の効率化にあ
たっては、既存のサービ
スを利用するのではなく、
システムエンジニアを1名
採用し「Salesforce 」※1

を利用して「陣屋コネク
ト」を自社開発した。顧
客管理・予約機能のほか、
旅館業務で必要となる全
業務データを同システム
で管理できるようになっ
たことで、従業員の負担
軽減に加え、経営者の意
思決定の迅速化にも繋
がった。情報格差がなく
なったことで、従業員は
指示を待つのではなく積

極的に他の多忙な部署を
支援する「マルチタス
ク」の意識を高めていっ
た。

また、全従業員にiPad
を配布し、いつでも顧客
情報にアクセスできる環
境を整えた。リピーター
の来館時には、氏名や年
齢、来館履歴、食べ物の
好み等の顧客情報を事前
に把握できるようになり、
各顧客に最適なサービス
を提供できるようになっ
た。

ITに苦手意識を持つ従
業員に対しては、勤怠管

理を強制的にデジタル化
することでシステムを使
わざるを得ない環境を作
るほか、社内SNSを使っ
た情報交換など学び合い
を促進することで、全従
業員が部分的にでもシス
テムを利用できるように
なった。

陣屋コネクトで顧客情報を
確認している様子

STEP1. 従業員にDXの必要性を腹落ちしてもらう
 同社では、経営状態の悪化を従業員に隠さず

開示した。その結果、従業員は経営改革や業
務効率化の必要性について腹落ちし、DXの
最初の一歩を踏み出すことに繋がった。

STEP2-2. 従業員のモチベーションアップのための工夫
 同社では、システムの改善や運用面の工夫を

提案するなどDXに貢献した従業員や、顧客
から好評を得た従業員が評価されるよう人事
制度を変更した。従業員のモチベーション
アップも重要なポイントである。

STEP2-1. 従業員のシステム利用を促す
 システムを開発しても、活用されなければ意

味がない。経営陣が率先してシステムを活用
すると共に、レシピサイトの調理手順のよう
に誰が読んでも分かるマニュアルを整備する
などの工夫が求められる。

01
現状を従業員に

開示1

システム・ノウハウの
横展開3

システム活用を
人事評価に反映2-2

システム活用を
促進2-1

STEP3. 社員の声をシステムに反映し改善し続ける
 従業員からのシステム改善提案を徹底的に反

映し改善し続けることで、他社に展開し収益
化できる高度なノウハウの蓄積に繋がる。
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取り組みの内容ｚ

※1：顧客管理を強みとするクラウドサービス。
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全体統括責任者
（代表取締役）

調理部門サービス・清掃部門フロント部門

システム開発
エンジニア

推進体制

代表取締役自らが全体統
括責任者となり、システム
エンジニアとしての実務経
験を有する従業員がシステ
ムを開発・運用している。

また、各現場から随時シ
ステムの改善提案を受け、
適宜反映することにより、
現場が使いやすいシステム
を開発することを徹底して
いる。

推進ウラ話
システムを活用せざるをえない状況を作るため、紙の台帳への記入を一切禁止し、台帳は
カギを付けて経営陣が管理しました。また、システム改善のため、接客経験がない開発担
当のエンジニアに対し、現場のニーズをかみ砕き、わかりやすく伝える「翻訳者」となる
人を置くことも重要です。

株式会社陣屋

創出した成果

開発した「陣屋コネク
ト」を活用し、顧客情報
など情報を一元管理する
とともに、予約時の部屋
割り等の定型業務を自動
化することで、フロント
スタッフを4名から1名体
制に変更することができ
た。

業務効率化の進展に伴
い、今までバックオフィ
ス業務に費やしてきた時

間を顧客への対面サービ
スの時間に充てられるよ
うになったことで、サー
ビスの品質が向上し、宿
泊料金に反映することが
でき、DX推進以前と比
較して客単価は約3.7倍に、
売上は約2倍にまで上昇
した。

収益が改善したことに
より、週休を2日から3日

とし、従業員の離職率の
低下や、施設のリニュー
アル、設備のメンテナン
スを計画的に進められる
ようになった。

また、「陣屋コネク
ト」を全国のホテル・旅
館に販売することによっ
て、新たな収益の柱を確
立し、経営の更なる安定
化に繋がった。

現場意見の反映
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宮﨑代表取締役 女将より
「社内には大きな変革を求める人ばかりではありません。IT
やデジタルリテラシーの習得状況も人それぞれです。「なぜ
ITを使った変革が必要なのか」を経営者自身がシステムを使
いこなす姿や社内SNSを使ってメッセージを発信するなど、
積極的に示していくことも重要なのではないでしょうか」



有限会社ゑびや82

有限会社ゑびやは、三重県・伊勢神宮の
門前町「おかげ横丁」にて、大正元年に創
業した老舗「ゑびや大食堂」の運営会社で
ある。創業当初はうどんを提供する飲食店
であったが、大正期には西欧化が進む情勢
を捉えて西洋料理店へと業態変更したり、
太平洋戦争中は闇市で仕入れた食材を使っ
た料理を提供する食堂として事業を継続す
るなど、時代の変化に合わせて柔軟に事業
の形を変えながら経営を継続してきた。

現社⾧の小田島氏は東京の大手通信会社
にて組織人事・新規事業開発を経験後、平
成24年に運営会社の創業家に婿入りした。
経営を受け継いだ平成29年以降はデジタル
技術やデータをフル活用した経営改革を進
めるとともに、そのノウハウを提供する
「株式会社EBILAB」を設立した。

変革を楽しみ「世界一IT化された食堂」を実現

小田島社⾧の入社当時、ゑびや大食堂の
主な提供メニューは、簡単に調理できる蕎
麦やカレーなど地域性が低いものが多く、
当時の客単価は約800円であった。

店舗では手切りの食券で注文を受け、そ
ろばんを使って計算していた。各メニュー
の販売数を紙の売上台帳に毎日記録してい
たが、そのデータを活用して経営改善に役
立てるには至っていなかった。

また、店先に置く看板に載せるメニュー
をその日の雰囲気で選ぶ、同地域とは関係
の薄いグッズを店頭で販売するなど、「勘
と経験」による経営がなされていた。

このような状況を受け、小田島社⾧は
「誰に、何が、どのようなタイミングで売
れているのか」を徹底的に可視化するとこ
ろから経営改革に着手した。

有限会社ゑびやが運営するゑびや大食堂は、徹底的に収集したデータに基づく経営改革
の推進により、客単価を約3倍に引き上げることに成功した。

企業紹介 DXに取り組む目的
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有限会社ゑびや
CASE.29



取組のステップとポイント

まずは、売上台帳をエ
クセルに転記し、天気・
気温などの情報も付加し
ながらピボットテーブル
※1で整理することで、そ
の時期に売れた商品の傾
向を把握した。併せて、
食事をした顧客に「本当
に食べたかったもの」を
聞き、その内容を踏まえ
て商品ラインナップを改
善し、顧客満足度向上に
努めた。

当時、ゑびや大食堂は
団体客が入れるよう180
もの席を確保していたが、
データ収集・分析の結果、
回転率が低い席の存在が

STEP1. 顧客や従業員のニーズをよく理解する
 顧客の生の声を聞き、店舗や従業員の状況を理解

したうえで、変革の方向性を見定めるのが最初の
ステップである。

 様々なツール・技術の中で自社に合うものを見つ
けるのは容易ではないが、可能な範囲で積極的に
試してみることが重要である。

STEP2-2. 日常業務の中に付加価値向上の糸口を見出す
 例えば、食事をした顧客にお土産を買ってもらう

ためのクーポンを渡すだけでも「渡すタイミング
は、席への案内時・食事中・帰りがけのいつが良
いか」「渡す際にどんな言葉をかけると売上に繋
がりやすいか」など、付加価値向上に向けて検証
すべき業務プロセスは多くある。

STEP3. 変化を楽しみ、改善を続ける
 AIなどデジタル技術を導入すれば魔法のように売

上が伸びるということはない。試行と分析を繰り
返し、その過程を楽しむことが秘訣である。

STEP2-1. より少ない人数で業務遂行するために工夫する
 業務効率を上げるためには、同じ仕事をより少人

数でできるようにするための工夫が重要である。
 ツールを導入するだけでなく、バックオフィス業

務など自社の競争力に直接的に関わらない業務は
積極的にアウトソースするのも一つの手法である。

同社では様々なAIテク
ノロジーの活用も進めて
おり、来客予測AIや人流
データを可視化するカメ
ラ ・ セ ン サ ー ソ リ ュ ー
ションなどを開発した。
店舗変革ノウハウの横展
開 を 担 う 株 式 会 社
EBILABの立ち上げによ
り、商圏は伊勢を超え全
国に広がっている。

有限会社ゑびや83
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01
現状と顧客の
ニーズを把握1

PDCAを
回し続ける3

付加価値向上に
向けた取り組み2-2

業務効率化の
推進2-1

※1：エクセルなどに備わっている機能。大量のデータを一瞬で集計し、分析することができる。

取り組みの内容
明らかになった。その席
を減らし創出したスペー
スでお土産・テイクアウ
ト販売を行うことで、店
内で飲食しない層も顧客
として取り込むことがで
きるようになった。また、
店頭にカメラを設置し、
店舗前の通行者数や来店
者数を把握しながら、時
間・天候ごとにどのよう
な看板を設置し、どのよ
うなメニューを提供すれ
ば売上に繋がるのか、
データの取得・分析を行
うことで、販売予測精度
の向上に加え、利益率の
向上も実現した。



株式会社高館組

同社では、自社でIT人
材の育成を行っている。
各従業員が講師となり、
それぞれが得意とするこ
とを他の従業員へ教える
形式で社内研修を行って
いる。店舗の店⾧がエン
ジニアに、店頭販売の担
当者がデータ分析・BI※1

デザイナーに転身して活
躍するなど、ITに興味を
持つ従業員の可能性を信
じ、適切な研修期間を設
けることで、IT人材とし
ての能力を開花させてい
る。

IT人材の採用が難しい
とされる地方においても、
リモート勤務を可能とし
たり、会社の利益を従業
員に還元し、近隣エリア
の1.5倍以上の基本給を支

給するなど労働環境を改
善することで、日本を超
えて世界から若く優秀か
つ変化を楽しむ人材が集
まり続けている。

有限会社ゑびや84
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小田島社⾧より
「データとは『過去の帰結』です。人口が減りマーケットが
縮小する中、経営判断をする上で頼れるものは自社や世の中
で過去に起きたことを示すデータです。難しいものではあり
ません。データをもとに次のアクションを考え、商品開発に
生かすことができれば、地方であっても今までとは違う世界
を実現していけると思います」

推進体制

様々な顧客層のニーズ
に対応できるよう経営改
革を進めた結果、客単価
は約2,600円となり、10
年間でおよそ3倍に伸び
た。

また、正確な来客予測

に伴う仕入れの効率化、
現場業務の省力化が進み、
食材のロスが減ったこと
で会社全体の生産性が大
幅に向上した。平成24年
には売上1億円、従業員
一人あたりの売上が400

万円弱だったが、令和4
年度の時点で売上4.8億円、
従業員一人あたりの売上
は約1,153万円と、大幅
アップを実現している。

創出した成果

推進ウラ話
ゑびや大食堂では、コロナ禍を経て、主たる顧客層が「首都圏から来る40代以上の顧
客」から「関西など近隣から来る20代の顧客」へと大きく変化しました。データを取り
続けているからこそ、このような変化を素早く捉え、新たな顧客層に応じて提供メ
ニューやプロモーションを柔軟に変更し対応することができました。
常日頃から地道にデータを取り、活用できる環境の構築が重要です。

※1：データをグラフや表で可視化するツール
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株式会社GRAは、平成23年の東日本大震
災後に宮城県山元町にて創業した。震災前
は130件以上あった山元町のイチゴ農家の約
95%が津波で流され、同地域の特産品で
あったイチゴ栽培は壊滅的な被害を受けた。
同町出身の岩佐社⾧は、 最新のIT技術で伝
統的なイチゴの農法を再現し、地域を復興
することを同社のミッションとした。

同社が生産するイチゴのブランド「ミガ
キイチゴ」は、その品質の高さから1粒
1,000円もの高値が付く。また、同社が培っ
た先端農業の知見を体系的に整理・活用し、
新規就農支援を行う「ミガキイチゴアカデ
ミー」事業を展開したり、イチゴを原料と
する製品を開発し海外で販売するなど、農
業の6次産業化※1を推進することで、地域社
会の持続可能な繁栄を目指している。

職人技×DXで、農業をより強い産業に

GRA創業前、山元町におけるイチゴ栽培
は原価の人件費が50%を占める労働集約的
な生産となっていた。そのため農家一人当
たりの手取りが693円/時間となっており、
⾧時間労働によって一定の所得水準を維持
している状況だった。加えて、イチゴの栽
培技術はベテランによる勘と経験に依存し
ていたことから、再現性のある農法が確立
されていなかった。

岩佐社⾧は「地域の復興を成し遂げるた
めには、山元町の基幹産業である農業をグ
ローバルレベルで競争優位性のある産業に
する必要がある」と考えた。そのための手
法として、デジタル技術を活用して再現性
のある農法を確立するとともに、業務効率
化だけでなく売上アップも含む生産性向上
に挑戦することとした。

CASE.30
株式会社GRA

株式会社GRAは、デジタル技術により職人のイチゴ栽培技術を再現して生産力や付加価
値を高め、その過程で得た知見を展開することで農業の変革に挑戦している。

※1：農家が自ら加工（2次産業）、販売・サービス（3次産業）を手掛け、生産物の付加価値を高める取り組み。

企業紹介 DXに取り組む目的

株式会社GRA
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プ
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事業ドメインの
多角化2-2

86 株式会社GRA

取組のステップとポイント

STEP1. 暗黙知を徹底的に形式知化する
 伝統的かつ属人的な「職人技」でも、デジタル

機器を活用してデータを集め分析することで、
共通項やパターンを洗い出せる可能性がある。

 職人から経験の共有を受け、取り組みへの
フィードバックを得るためにも、まずは職人に
DXの必要性について腹落ちしてもらい、信頼関
係を構築することが重要である。

01
デジタル活用による
徹底的なデータ化1

取り組みの内容

STEP2. ノウハウの提供でさらに知見を蓄える
 ノウハウを抱え込まずにオープンにすることで

同業他社での取り組み結果を自社にフィード
バックし、更なる改善活動に生かすことができ
る。それが自社だけなく、産業や地域経済の振
興に繋がっていく。

STEP3. 業務効率化と付加価値向上を両輪で回す
 当初の事業ドメイン※1に留まり、効率化・省力

化を継続しても成⾧は鈍化していく。
 ノウハウ・技術・ブランド力など自社の強みを

生かした新規事業の開発などによって付加価値
を向上させ、競争優位性を確保し続けることが
重要である。

岩佐社⾧は、イチゴ栽
培を始めるにあたり、日
本におけるイチゴの市場
規模や世界のイチゴ市場
の成⾧率、個人消費額の
推移などのデータを収集
し、徹底的に市場分析を
行った。その結果、イチ
ゴは山元町で栽培できる
他の作物と比べても市場
規模が大きく、今後の伸
びしろが期待できること
が判明した。

栽培施設にはセンサー
などの先端機器を導入し、
ハウス内の暖房調整や窓
の開け閉めを自動化した

り、室内の温度・湿度・
二酸化炭素濃度・風速・
肥料濃度や葉の⾧さなど
あらゆる情報を数値化し
た。収集したデータをも
とに作業を細分化・体系
化することでベテラン農
家の暗黙知をマニュアル
化・形式知化した。その
結果、高品質なイチゴが
より多く生産できるよう
になり、国際的に高い評
価を得るとともに、イチ
ゴを原料とする付加価値
の高い製品（化粧品、酒
類など）の開発やカフェ
事業の展開など、6次産

業化を推進するに至った。
さらに、自社で培った

農業DXのノウハウを新
規就農支援事業という形
で展開した。自社の知見
を多数の同業者に実践し
てもらうことでさらに知
見が蓄積され、農法を改
善していく好循環を生み
出している。

「イチゴアカデミー」で
実技講習を行っている様子

ト
ッ
プ
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DXノウハウを
同業者に横展開

2-1

※1：企業が経済活動を行う事業領域のこと。



創出した成果
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先端機器の導入でイチ
ゴ農法を最適化したこと
で、伝統農法と比較して
単位面積当たりの収穫量
が2倍、キロあたりの販
売単価が2倍となった。

また新規就農事業とし
てDXによる農業の知見

を体系化したことで、こ
れまで15年かかっていた
技術修得から独立営農ま
でを2年で達成できるよ
うになった。

さらに、ブランドイチ
ゴが全国に周知されたこ
とで、地元のイチゴ狩り

に年間5万人が来訪する
ようになった。震災前か
ら現在にかけて地元の年
間交流人口が10万人から
70万人まで増加し、町民
所得が震災前の1.5倍まで
拡大しており、地域振興
に多大な貢献をしている。

岩佐代表取締役CEOより
「DXに限らず新規事業の立ち上げでは分からないことに溢れて
います。ただし、行動に移さないと何も分かるようになりません。
判断に迷うことがあれば、まずは行動に移す。実践を繰り返すこ
とでリスクの取り方の勘所が分かるようになり、新しい一歩を踏
み出しやすくなります。当社でも最初から完璧な計画を目指さず
に、実践しながら失敗も含めたノウハウを蓄積していくことでス
ピード感を持って多角的に事業を展開することができました。」
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TAKEAWAY 皆さんの会社でも参考になるポイント

事業を拡大していく上で、「アンゾフの成⾧マトリク
ス」は参考になります。「製品」と「市場」を既存・新
規で4分類したもののうち、新市場に新製品を持ち込む
「多角化戦略」が新規事業にあたります。

「多角化戦略」はさらに新規または既存の「技術」を
使った製品と類似または異質の「市場」への進出で4分類
されます。このうち、これまでの技術や市場と関連が無
い事業に進出する「集成型」は「無関連多角化」とも言
われ、自社の知見や事業との相乗効果は低く、失敗のリ
スクが最も高いとされています。

自社の強みを生かして新規事業を検討するための考え方

経営資源の限られる中小企
業では、「集成型」の多角化
は避け、他社には真似できな
い自社独自の能力である「コ
アコンピタンス」を理解して
それを活かす形で新規事業展
開を検討することが望ましい
です。コアコンピタンスを見
定めるにあたっては、他者か
らの客観的な視点も参考にな
りますので、ぜひ外部の支援
機関の活用も検討してみてく
ださい。

本記事で紹介した(株)GRA
も、自社が独自に開発し栽培
に成功した高級イチゴやその
栽培ノウハウなど、自社のコ
アコンピタンスを活用する形
で新規事業を展開しています。

新市場
開拓戦略

多角化
戦略

新製品
開発戦略

市場
浸透戦略

新
規
市
場

既
存
市
場

既存製品 新規製品

水平型
多角化

集中型
多角化

集成型
多角化

垂直型
多角化

既
存
技
術

新
規
技
術

類似市場 異質市場
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 DXは、企業としてありたい姿と現状を把握してから優先課題を定め、その解決手段としてデジタルツールを
活用する、という順番で進めていきましょう。

 十分に現場のニーズを踏まえるためにも、まずはスモールスタートでDXを始めることが望ましいです。デジタル化
した業務プロセスを定着させるためには、強制力のある施策の検討もひとつの手段です。

● 3. 優良事例からの示唆
DXの取組ステップ

実施事項 ポイント
実施期間
（目安）

①
目指す姿と
現状の把握

 業界変化の理解
 現状の状態と目指す姿

の把握
 課題と優先順位の特定

 DXを通じて、誰に対し、どのような
価値を社会に届けるかを検討する

 DXが目的ではなく、目指す姿を達
成するための手段であることを理解
する

0.5ヶ月～
1ヶ月程度

②
DXの推進体

制の整備

 現場のDX推進体制構
築（外部人材獲得を含
む）

 推進を担当するメンバー
に十分な権限と決済権
を譲渡

0.5ヶ月～
1ヶ月程度

 DXの推進にあたり、現場の運用責
任者を定める

 DX部門を新設することで、部門横
断的に全社向けのDX推進を実施
できる工夫をする

⑤
新しい付加
価値の創出

 DXによって省力化したリソ
ースを新規サービスの開発
や顧客への還元に活用

 DXの知見を体系化し外
部に展開

ー
 他社のニーズを理解するために積極

的に外部との接点の場を持つ
 自社の強みを対外的に発信する

 DX推進の効果検証を行う
 評価体制の変更
 運用マニュアル等の整備

 仮説やKPIを設定することでDX推進
による効果を検証し、継続的な改
善に努める

 DX運用マニュアルや規約等を整備
し、社員が想定通りに使う環境を整
備する

3ヶ月～
6ヶ月程度

④
定着に

向けた取組

③
小さく

DXを始める

 デジタル化できる業務の
特定

 自社に合うツールの調査
 無料トライアルなどを活

用した試験的な導入
 対象人数を絞ったツール

導入

1ヶ月～
2ヶ月程度

 初期コストやハードルを下げるために
も既存のSaaSツールを活用する

 全社員を対象にするのではなく、比
較的DXに慣れている若手やDX推
進チーム内での試験導入をすること
で理解を深める
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● 4-1. 優良事例の企業情報
Appendix：事例集で取り扱った企業情報

会社名 所在地 ページ業種 創業年 社員数 DX認定

958大正元年建設業新潟県
新発田市株式会社伊藤組

1269昭和2年建設業新潟県
上越市株式会社高舘組

1550昭和14年建設業新潟県
妙高市株式会社保坂組

17103昭和26年建設業新潟県
上越市株式会社三原田組

19130明治17年金属
加工業

新潟県
小千谷市エヌ・エス・エス株式会社

2216大正7年繊維
加工業

岩手県
一関市株式会社京屋染物店

25110昭和45年金属
加工業

新潟県
佐渡市佐渡精密株式会社

2712昭和47年金属
加工業

新潟県
燕市株式会社新武

29112昭和22年金属
加工業

新潟県
上越市株式会社南雲製作所

32182昭和42年製造業新潟県
魚沼市hakkai株式会社

3421明治39年宿泊業新潟県
十日町市株式会社千歳館

37100大正元年宿泊業新潟県
田上町株式会社ホテル小柳

4090昭和3年宿泊業新潟県
新発田市株式会社ホテル清風苑

422明治36年小売・
卸売業

新潟県
上越市有限会社五十嵐本店

4413昭和10年写真業新潟県
三条市株式会社ウスタ

46210平成4年卸売業新潟県
新潟市株式会社カーブドッチ

4861昭和53年製造業新潟県
上越市

協業組合
太陽自動車工業

512令和4年サービス業静岡県
富士市ループ治療院

5364昭和7年建設業新潟県
魚沼市伊米ヶ崎建設株式会社

56115昭和25年金属
加工業

新潟県
燕市株式会社遠藤製作所

59165昭和26年金属
加工業

新潟県
⾧岡市株式会社サカタ製作所

62○293平成17年金属
加工業

新潟県
上越市

Jマテ.カッパープロダクツ
株式会社

65○100平成3年製造業新潟県
魚沼市セキ技研株式会社

6828昭和43年金属
加工業

新潟県
小千谷市株式会社山口製作所

70236昭和20年建設業新潟県
三条市小柳建設株式会社
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● 4-1. 優良事例の企業情報
Appendix：事例集で取り扱った企業情報

7326昭和53年金属
加工業

新潟県
上越市株式会社カワイ精工

7660昭和6年宿泊業新潟県
湯沢町株式会社いせん

7945大正7年宿泊業神奈川県
秦野市株式会社陣屋

8243大正元年飲食業三重県
伊勢市有限会社ゑびや

8534平成23年農業宮城県
山元町株式会社GRA

会社名 所在地 ページ業種 創業年 社員数 DX認定
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活用シーン 代表的な
SaaS 事例

人事
・

労務

採用
人材
管理

 採用から組織人材のタレントマネジメント
まで一貫管理、採用・選考状況のリアル
タイム化

 選考時間のリードタイム短縮、採用課題
の可視化

 (株)スペースは人材の獲得数が12名から30
名（2.5倍）に増加

 コネヒト(株)は選考途中の離脱数は3分の1
に、内定承諾率は約2倍に向上

勤怠・
労務
管理

 出勤・退勤の勤怠管理を把握することが
可能

 福利厚生、賃金、賞与、年末調整等の
労務管理をすることが可能。その他、健
康管理ツールを活用する事例も存在

 こうのとり(株)は、月末の処理業務が50％
減

 (株)サンテクノスは、労働時間の適正把握
で月間平均残業時間数を5時間以上削減、
有休申請の年間平均取得日数が4日以
上増加

オンラ
イン
人材
育成

 研修コンテンツの作成負担の軽減、集
合研修にかかるコスト削減

 集合研修の管理や受講状況・成績レ
ポートの管理機能が充実した社員教育
の効率化

 リノベる(株)はナレッジ整理による工数の削
減、スキルの均一化で50％の時間削減を
実現

 (株)フォトクリエイトは、Schoo利用によりチー
ムの団結が実現

(出所：AirCourse HP、Schooビジネスプラン HP)

(出所：Smart SME Supporter HP、勘定奉行クラウド HP)

(出所：HITO Link HP、HRMOS HP)

業務

税務
・

法務

契約
管理

 契約書作成、締結更新、管理、承認の
自動化による一元管理をワンストップで
実現

 契約書の自動テキスト化、契約締結日
や契約者名等の情報抽出・検索が可
能なデータベース活用

 (株)MUGENは入社時雇用契約の進捗可
視化により雇用契約の工数を2週間から1
日に短縮

 (株)MONEY SQUAREは契約期間の自動
更新等、属人的な事務作業から解放

(出所：Holmes HP、WAN-Sign HP)

契約
書
レ

ビュー

 AI機能を活用し契約書レビューを行うこと
によりヒューマンリソースを割いてのレビュー
工数が削減

 契約書の変更点の洗い出し、条文単位
での検索ができる条文検索機能としての
活用

 (株) 東急ハンズは担当部門ごとに発生する
契約確認を総務に集約する体制を実現

 (株)大創産業は法務未経験者の教育活
用により従来の業務時間を半分以下に削
減

(出所：AI-CON HP、LegalForce HP)

経理
・

財務

会計

 銀行・クレジットカードの入出金明細を自
動読込

 自動で取引状況を勘定科目ごとに集計
し、残高試算表を出力

 (株)スイーツビレッジは事業計画の数値作成
に活用し、1,000万円の調達に成功

 (株)北洋食堂は給与の自動計算によって
人手によるミスを解消

(出所：freee HP、 Money Forward HP)

経費

 経費の自動精算、領収書画像の自動
読込

 申請の電子化により承認の手間を削減
 配車サービスDiDiとの連携により、タク

シーの乗車区間や金額・日付等入力を
短縮

 (株)Table Checkは導入1ヵ月で75%負担
軽減

 栗本商事(株)は270時間の経費精算が30
時間に短縮

給与
計算

 社員ごとの給与計算から支払いまで実
施可能

 給与計算ミス、支払日遅延の解消、集
計の時間短縮

 (株) P&Eフーズは給与計算の作業時間を
1/9に短縮、8人分の人件費を削減

 ジー・オー・ピー(株) は勤怠集計から給与明
細配付までの時間を5日間削減

(出所：Jinjer HP、給与奉行クラウド HP)

(出所：Concur HP、楽楽清算 HP)
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活用シーン 代表的な
SaaS 事例業務

税計
算

 法人税及び所得税の自動計算や申告
書の作成が可能。申告書作成から電子
申告・納税まで一連業務がデータ連携

 各年の税制改正、扶養控除の変更に
対応

 イーオクト(株)は税金の支払で約10時間分
の作業が削減

 (株)神戸ギオンは、専門知識のないの現場
責任者でも正確に入力作業を実現

(出所：freee HP、申告奉行クラウド HP)

税務
・

法務

96

総務

問い
合わ
せ対
応

 社内・社外からの問い合わせについて
RPAやチャットボットサービス活用し、自
動接客を実現

 回答困難な質問はAIが認識し、管理者
に連携させることでストレスフリーな対話を
実現

コミュ
ニケー
ション
ツール

 コロナ禍に需要が高まった領域で、電子
メールや電話ではなくチャット機能やタイ
ムライン等の投稿機能を活用し組織内
のコミュケーションを円滑化

 画像情報をトークで瞬時に共有

リモー
ト

ワーク

 コロナ禍に需要が高まった領域でテレワー
ク環境を確立

 オンライン会議による遠隔のコミュニケー
ションが実現。また、面接採用、オンライ
ン講座に活用

 オリジナルラボ(株)は導入1ヶ月で電話・メー
ルでの問い合わせが約20%削減

 (株)レアジョブはカスタマーサポートの業務効
率が1.5倍、年間180万円のコストカットに
成功

 アスクルは周知事項の連絡作業をSlackに
切り替えることで月300時間分の作業を削
減

 (株) 出雲たかはしは電話の「言った、言わな
い」を未然防止し、業務の確実性とスピード
が向上

 日商エレクトロニクスはTV会議システムに関
する問い合わせ件数が年間500件から1件
に削減

 鹿島建設(株)は24,000台のクライアント環
境を 一元管理

(出所：First Contact HP、KARAKURI HP)

(出所：slack HP、LINE WORKS HP)

(出所：Zoom HP、Microsoft Teams HP)

Appendix：SaaSの紹介と活用事例（X/X）

営業
管理

決済

 iPadまたはiPhoneがあればレジとして利
用でき、いつでも売上・在庫を確認可能

 キャッシュレス決済サービスによりお店と顧
客の利便性向上

 手打蕎麦ごろうは導入により、レジ締めの業
務時間を30分から5分に短縮

 DESSERT Re:onは会計時の従業員と顧客
の手間を削減

予約
管理

 予約者は24時間いつでも、どこでも空き
状況を確認の上、予約可能

 ネット予約、電話や店頭での予約も連
携できるため、予約の一元管理が可能

 予約数・来店数などを簡単に分析でき
お店の状況を一目で把握可能

 (株)いなにわは患者の待ち時間を大幅に減
少、スタッフの診療の準備の時間を確保

 溶岩あぶり焼き 肉BAR流 やまとは導入に
より、営業時間外での予約可能、予約の
重複が無くなる

販売
管理

 受注前の商談の進捗状況や確度を管
理し、売上や利益の見込みを把握

 見積書や受発注・請求に関する帳票発
行や売掛金・買掛金の管理まで一元化

 クラウドで見積もりを管理できる

 (株)クリエイティブアローズは管理するデータの
集計・処理が丸2日から1~2時間に減少

 信越空調(株)は移動中に社員が見積書や
報告書の作成作業を済ませることで、残業
がほとんど無くなった

(出所：HITO Link HP、HRMOS HP)

(出所：ここからアプリ HP)

(出所：ここからアプリ HP)

CRM

 顧客情報と紐づけて商談の進捗状況や
確度を管理し、売上の実績や見込みを
把握可能

 顧客の膨大な情報を簡易に保存・管理
が可能

 (株)オリコミサービスは見込み客を獲得し、
ニーズに応じた営業、提案が可能に

 花徳フローリストは台帳への顧客情報の書
き込みをシステム上でできることによる業務
時間が削減

(出所：ここからアプリ HP)

● 4-2. DXツール一覧表
Appendix：SaaSの紹介と活用事例（2/3）



活用シーン 代表的な
SaaS 事例

ホーム
ページ

業務

工程・
在庫
管理

工事
管理

 現場監督の業務を、他の職種に分散さ
せることが可能

 さまざまな現場における人の配置やモノの
貸出を、直感的に操作・管理が可能

 大鎌電気(株)は残業時間を1年間で23％
程度削減

 (株)和賀組は適材適所の人員配置が可能
になり、社員の負担が軽減

(出所：SPIDERPLUS HP、ここからアプリ HP)

在庫
管理

 販売実績と連動して在庫を把握し、必
要数を仕入れるという一連の業務をス
ムーズに行うことが可能

 様々なデバイスで在庫管理を行うことが
でき、実績を記録し、物流波動を予測
可能

 上毛食品工業(株) は月のランニングコスト
が5分の1、数時間かかっていた作業が数分
に削減

 (株)ブルー・ツリー・ロジはピッキングリストなど
を早く出力することができ、業務が効率化

(出所：mimosa HP、ここからアプリ HP)

ホーム
ページ
作成

 難しい知識の必要なく「クリック&タイプ」
だけでホームページを作成可能

 あらゆる用途に対応可能なWebサイト
制作プラットフォーム

 トラットリア・ダ・ソリーヴォは客単価で1500
円～2000円増

 (株)軸花はSNSとの相乗効果によりアクセス
数が毎月500件伸び、売上が向上
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(出所：ここからアプリ HP)

● 4-2. DXツール一覧表
Appendix：SaaSの紹介と活用事例（3/3）



4-3. 支援メニュー一覧表
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補助上限額補助率類型事業概要所管・補助金名

5万円～150万円1/2

通常枠（Ａ類型）
1種類以上の業務プロセ
スを保有するソフトウェア
を申請

中小企業・小規模事業
者等の労働生産性の向
上を目的として、業務効
率化やDX、サイバーセ
キュリティ対策等のための
ITツール（ソフトウェア、ア
プリ、サービス等）の導
入を支援します。

※IT導入補助金事務
局（一般社団法人サー
ビスデザイン推進協議
会）に登録された「IT導
入支援事業者」とパート
ナーシップを組んで申請
することが必要

中小企業庁

IT導入補助金

https://www.it-
hojo.jp/

150万円～450万円1/2

通常枠（Ｂ類型）
4種類以上の業務プロセ
スを保有するソフトウェア
を申請

・ITツール（会計、受発注、決済、EC）：
50万円以下 補助率3/4
50万円超～350万円 補助率2/3
・PC・タブレット等：補助率1/2（上限10万円）
・レジ・券売機：補助率1/2（上限20万円）

デジタル化基盤導入枠
（デジタル化基盤導入
類型）

a)デジタル化基盤導入類型の対象経費：
補助額・補助率ともに同じ
b) a以外の経費：50万円×参画事業者数 補助
率2/3
a＋bで合計3,000万円以内
c)事務費・専門家費：200万円以内・補助率2/3

デジタル化基盤導入枠
（複数社連携基盤導
入類型）

5万円～100万円1/2セキュリティ対策推進枠

250万円1/2データ利活用型設備導
入支援事業

企業がDXに取り組むた
め、データを利活用したシ
ステム・機器等の導入や
データ購入等に係る費用
を支援します。

にいがた産業創造機構
（NICO）

データ利活用型設備導
入支援
https://www.nico.or.j
p/hojokin/

デジタルツールの導入に当たっては、国や地方公共団体等の補助金を活用できる可能性が高いので、積極的
に活用しましょう。以下にデジタルツール導入にあたって活用可能な補助金を例示しますが、補助金の内容が
変更となる場合もあるので、常に最新の情報を確認するようにしてください。

● 4-3. 支援メニュー 一覧表
Appendix：企業向け補助金等制度の概要

※上記は本DXノウハウ集作成時点（令和5年度）の内容です。 補助金等を活用する場合は、最新の状況を確認してください。
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補助上限額補助率類型事業概要所管・補助金名

500万円1/2DX進試作開発支援事
業

DXの実現に必要なソ
リューション開発に取り組
む企業体（コンソーシア
ム）に対し、開発等に係
る費用を支援します。

にいがた産業創造機構
（NICO）

DX推進試作開発支援
事業
https://www.nico.or.j
p/hojokin/

ーーー

中小企業等が抱える
様々な経営課題（IT・
IoT導入、DX推進な
ど）を解決するために、
NICOから派遣する専門
家が継続的に支援を行
います。

にいがた産業創造機構
（NICO）

NICO専門家派遣事業

https://www.nico.or.j
p/sien/senmonka/63
527/

デジタルツールの導入に当たっては、国や地方公共団体等の補助金を活用できる可能性が高いので、積極的
に活用しましょう。以下にデジタルツール導入にあたって活用可能な補助金を例示しますが、補助金の内容が
変更となる場合もあるので、常に最新の情報を確認するようにしてください。

● 4-3. 支援メニュー 一覧表
Appendix：企業向け補助金等制度の概要

※上記は本DXノウハウ集作成時点（令和5年度）の内容です。 補助金等を活用する場合は、最新の状況を確認してください。
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補助上限額補助率類型事業概要所管・補助金名

社員5人以下：750万
円

6～20人：1,000万円

21人以上：1,250万円

1／2 （小規模・再生
事業者は 2／3）

通常枠
革新的な製品・サービ
ス開発又は生産プロセ
ス・サービス提供方法の
改善に必要な設備・シ
ステム投資等を支援

革新的製品・サービスの
開発又は生産プロセス
等の改善に必要な設備
投資等を支援します。

また、特に、大幅な賃上
げに取り組む事業者へ
のインセンティブを強化す
るとともに、海外でのブラ
ンド確立などの取組への
支援を強化します。

中小企業庁

ものづくり・商業・サービ
ス生産性向上促進補
助金

https://portal.monod
ukuri-hojo.jp/ 2/3

回復型賃上げ・雇用拡
大枠
業況が厳しい事業者が
賃上げ・雇用拡大に取
り組むための革新的な
製品・サービス開発又は
生産プロセス・サービス提
供方法の改善に必要な
設備・システム投資等を
支援

デジタル枠
DXに資する革新的な製
品・サービス開発又は生
産プロセス・サービス提供
方法の改善による生産
性向上に必要な設備・
システム投資等を支援

エントリー
社員5人以下： 750
万円
6～20人：1,000万円
21人以上：1,250万円
スタンダード
社員5人以下：
1,000万円
6～20人：1,500万円
21人以上 ：2,000万円
アドバンス
社員5人以下 2,000
万円
6～20人：3,000万円
21人以上 ：4,000万円

グリーン枠
温室効果ガスの排出削
減に資する革新的な製
品・サービス開発又は生
産プロセス・サービス提供
方法の改善による生産
性向上に必要な設備・
システム投資等を支援

● 4-3. 支援メニュー 一覧表
Appendix：企業向け補助金等制度の概要（新事業展開）

※上記は本DXノウハウ集作成時点（令和5年度）の内容です。 補助金等を活用する場合は、最新の状況を確認してください。
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● 4-3. 支援メニュー 一覧表
Appendix：企業向け補助金等制度の概要（新事業展開）

補助上限額補助率類型事業概要所管・補助金名

1,000万円2/3

地域中核企業枠
以下の条件を全て満た
す企業
①県内企業5社以上に、
継続した（直近1年以
内に2回以上）自社製
品部材等の発注実績
②直近決算において、
自社製品部材等の発
注額が1億円以上

新規性や独自性の高い
技術開発や製品・ブラン
ド開発などに要
する経費の一部を助成
します。

にいがた産業創造機構
（NICO）

イノベーション推進事業

https://www.nico.or.j
p/sien/hojokin/6483
7/

500万円1/2
一般枠
上記以外の県内中小
企業

133.3万円2/3

重点型
DXや温室効果ガスの排
出削減に資する製品・
サービスの開発や生産プ
ロセス・サービス提供方法
の改善等の取組電気・ガス料金等の高

騰等により収益に影響を
受けている県内中小企
業等が行う経済社会活
動の変化に対応するた
めの新たな商品・サービス
の開発等のチャレンジを
支援します。

新潟県

新事業チャレンジ支援
補助金

https://www.pref.niig
ata.lg.jp/sec/chiikishi
nko/challenge202102
niigata.html

100万円1/2

一般枠
新たな商品・サービスの
開発や新たな販売・提
供方法への転換等、経
済社会に対応するため
の前向きな取組
※売上高等５％減少
が要件

1社あたり
社員数21人以上：
2,500万円
6～20人：2,000万円
5人以下：1,500万円
１連携体あたり：
10,000万円

中小企業者：1/2
小規模企業者・小規模
事業者等：2/3

ー

データ共有等により、複
数の事業者が連携し、
革新的な製品・サービス
開発、生産プロセス等の
改善の取組を行い、連
携して生産性を高めるプ
ロジェクトを支援します。

中小企業庁

ものづくり等高度連携・
事業再構築促進補助
金

https://www.teitanso
.or.jp/monohojo2/

※上記は本DXノウハウ集作成時点（令和5年度）の内容です。 補助金等を活用する場合は、最新の状況を確認してください。
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● 4-3. 支援メニュー 一覧表
Appendix：建設業・農林水産業に対する支援情報

補助上限補助率類型事業概要制度名

50万円1/2ー

デジタル技術やデータを
活用したシステム等の導
入により、バックオフィス
業務のDXを推進する建
設業者のモデル的な取
組を支援します。

新潟県建設産業バック
オフィスDX推進モデル事
業補助金

https://www.pref.niig
ata.lg.jp/site/doboku
kanri/kensetsu-
backoffice-dx.html

ーーー

ICTやロボット技術などを
活用するスマート農林水
産業の現場実装や、農
林水産業のDXを支援し
ます。

農林水産業DX・スマー
ト農林水産業の推進

https://www.pref.niig
ata.lg.jp/sec/nogyos
omu/aff-dx-
smart.html

Appendix：企業向け補助金等制度の概要（中小企業向け融資制度）

利率（年率）資金使途・期間限度額融資対象者制度名

・信用保証付き（責任
共有制度対象外）：
1.65％

・信用保証付き（責任
共有制度対象）：
1.85％

※信用保証協会の保
証については全て保証つ
き

運転：5年以内

5,000万円

①デジタル技術を活用し
た設備導入により生産
プロセス・サービス提供方
法の改善等に取り組む
中小企業者及び事業
協同組合等

②DXに資する製品・サー
ビスの開発に取り組もう
とする中小企業者及び
事業協同組合等

フロンティア企業支援補
助金（DX推進枠）

https://www.pref.niig
ata.lg.jp/sec/chiikishi
nko/1356838447979.
html

設備：10年以内

※上記は本DXノウハウ集作成時点（令和5年度）の内容です。 補助金等を活用する場合は、最新の状況を確認してください。
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● 4-3. 支援メニュー 一覧表
Appendix：企業向け補助金等制度の概要（リスキリング）

補助上限額補助率類型事業概要所管・補助金名

・中小企業事業主、事
業主団体等
10時間~100時間未
満：15万円
100時間~200時間未
満：30万円
200時間：50万円

・中小企業以外の事業
主
10時間~100時間未
満：10万円
100時間~200時間未
満：20万円
200時間：30万円

①経費助成；
雇用保険被保険者（有
期契約労働者等を除
く。）の場合
中小企業：45%(+15%)
中小企業以外：
30%(+15%)
有期契約労働者
等の場合
中小企業：60%(+15%)
有期契約労働者等を正
規雇用労働者等へ転換し
た場合
中小企業：70%(+30%)
②賃金助成
中小企業：760円(+200
円)
中小企業以外：380円
(+100円)

( )内は賃金要件又は資
格等手当要件を
満たす場合

人材育成支援コース
（人材育成訓練）
人材育成訓練は職
務に関連した専門的
な知識及び技能の習
得をさせるための職業
訓練等を事業主もし
くは事業主
団体等が実施する場
合の助成メニュー

事業主等が雇用する労
働者に対して、職務に関
連した専門的な知識及
び技能を習得させるため
の職業訓練等を計画に
沿って実施した場合等に、
訓練経費や訓練期間
中の賃金の一部等を助
成する制度

厚生労働省

人材開発支援助成金

https://www.mhlw.g
o.jp/stf/seisakunitsui
te/bunya/koyou_rou
dou/koyou/kyufukin
/d01-1.html

・中小企業事業主、事
業主団体等
10時間~100時間未
満：15万円
100時間~200時間未
満：30万円
200時間：50万円

・中小企業以外の事業
主
10時間~100時間未
満：10万円
100時間~200時間未
満：20万円
200時間：30万円

経費助成；
中小企業45%(+15%)
中小企業以外：
30%(+15%)
賃金助成
中小企業：760円(+200
円)
中小企業以外：380円
(+100円)
OJT実施助成
中小企業：20万円(+5万
円)
中小企業以外：11万円
(+3円)

( )内は賃金要件又は資
格等手当要件を
満たす場合

人材育成支援コース
（認定実習併用職
業訓練）
認定実習併用職業
訓練は事前に厚生労
働大臣の認定を受け
た、OJTとOFF-JTを組
み合わせた訓練であ
る実習併用職業訓
練（認定実習併用
職業訓練）を実施し、
ジョブ･カードによる職
業能力の評価を実施
した場合の助成メ
ニュー

※上記は本DXノウハウ集作成時点（令和5年度）の内容です。 補助金等を活用する場合は、最新の状況を確認してください。
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● 4-3. 支援メニュー 一覧表
Appendix：企業向け補助金等制度の概要（リスキリング）

補助上限額補助率類型事業概要所管・補助金名

・中小企業事業主、事
業主団体等
10時間~100時間未
満：15万円
100時間~200時間未
満：30万円
200時間：50万円

・中小企業以外の事業
主
10時間~100時間未
満：10万円
100時間~200時間未
満：20万円
200時間：30万円

①経費助成；
有期契約労働者等の場
合
中小企業：60%(+15%)
有期契約労働者等を正
規雇用労働者等へ転換
等した場合
中小企業：70%(+30%)
②賃金助成
中小企業：760円(+200
円)
中小企業以外：380円
(+100円)
OJT実施助成
中小企業：10万円(+3万
円)
中小企業以外：9万円
(+3万円)

( )内は賃金要件又は資
格等手当要件を
満たす場合

人材育成支援コース
（有期実習型訓
練）
正社員経験が少ない
有期契約労働者等を
対象に、正規雇用労
働者等への転換を目
指すOFF-JTと適格な
指導者の指導の下で
行うOJTを組み合わせ
て実施する助成メ
ニュー

事業主等が雇用する労
働者に対して、職務に関
連した専門的な知識及
び技能を習得させるため
の職業訓練等を計画に
沿って実施した場合等に、
訓練経費や訓練期間
中の賃金の一部等を助
成する制度

厚生労働省

人材開発支援助成金

https://www.mhlw.g
o.jp/stf/seisakunitsui
te/bunya/koyou_rou
dou/koyou/kyufukin
/d01-1.html

30万円ー

教育訓練休暇等付
与コース
有給の教育訓練休
暇制度を導入実施し
た事業所に対して助
成

賃金助成：
認定訓練を受講した労
働者1人1日あたり3,800
円（1事業年度につき
合計1,000万円まで）
生産性向上助成：認
定訓練を受講した労働
者１人あたり1,000円

経費助成：
支給対象経費とされた額
の1/6相当額

建設労働者認定訓
練コース
職業開発能力促進
法に定められた認定
訓練を行った建設業
を行っている中小企業
や中小建設事業主
業団体などを助成

賃金助成/日
20人以下：8,550円
21人以上：7,600円
生産性向上助成/日
20人以下：2,000円
21人以上：1,750円

雇用保険被保険者数20
人以下：3/4
21人以上：35歳未満の
場合：7/10、35歳以上の
場合：9/20
中小企業以外の企業：
助成のみ・3/5

建設労働者技能実
習コース
雇用する建設労働者
の技能向上を目的に、
有給で技能実習を受
講させた事業所に対
して助成

ー

障害者職業能力開発訓
練
重度障がい者：4/5
重度障がい者以外：3/4

障害者職業能力開
発コース
がい者雇用の促進や
雇用の継続などを図
ることを目的とし、障
がい者を対象に、職
業能力開発訓練事
業を実施する事業所
を助成

※上記は本DXノウハウ集作成時点（令和5年度）の内容です。 補助金等を活用する場合は、最新の状況を確認してください。
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● 4-3. 支援メニュー 一覧表
Appendix：支援者のスキルアップ

補助上限額補助率類型事業概要制度名

ーーー

銀行、信用金庫及び信
用組合、商工団体等の
デジタル化支援者を対
象に、セミナー、実践研
修を通じてデジタル化支
援スキル向上を支援しま
す

新潟県

DX推進意識改革支援
事業

補助金・助成金の活用ポイント・注意点

補助金・助成金の活用にあたっては、公募要領をよく確認し、以下の申請ポイント、注意点に留意した
うえで、自社に沿った補助金、助成金を選定、申請するようにしましょう。

【申請時のポイント】
• 申請目的の明確化

補助金・助成金の公募要領をよく確認し、自社の事業計画と補助金・助成金の目的が
合致するように作成しましょう。
申請書は図表等を活用して、簡潔で分かりやすい内容となるよう、工夫しましょう。

• 事業計画の具体化
補助金・助成金の事業計画書には、資金計画や収支計画についても記載する場合が多いです。
事業計画書に記載する内容は、具体的かつ実現可能性が高い事項を記載しましょう。
資金計画・収支計画に記載する数字の根拠についても、根拠を明確にして記載しましょう。

【申請の注意点】
• 支払いのタイミング：

補助金・助成金の支払いタイミングについて、後払い制が多い傾向にあります。
後払いの場合、補助金・助成金を活用する事業をスタートする際、まずは企業側で費用を負担する
必要があります。
申請する事業総額と同額の資金が用意できるか確認したうえで申請しましょう。

• 事業期間：
補助金・助成金では、事業期間が定められていることが一般的です。
事業期間外に支出した費用については、申請の対象と認められない場合がある可能性が高いので、
費用を支出する際には申請する補助金・助成金の事業期間を事前に確認しましょう。

• 提出資料：
申請時に提出する資料についてはもちろんですが、事業期間終了時にも報告書や支払証憑などを
提出する必要のある補助金・助成金もあります。
補助金・助成金の申請前に、事業期間後に提出する資料を事前に確認の上、支払証憑（領収証
等）については、まとめて保管しておきましょう。
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QRコードホームページ対応可能な相談内容支援機関・
サービス名

https://www.n
iigata-
yorozu.go.jp/

DXを通じた新商品の開発や業務効率化、販路拡大
等、支援先企業の経営課題に応じたあらゆる相談に
対応可能

新潟県よろず支援
拠点

https://www.n
ico.or.jp/

経営革新計画、専門家派遣事業：DXを通じた新
商品の開発や新規事業の立案、DX推進計画の立
案に係る相談
プロフェッショナル人材相談：DX推進に係るプロフェッ
ショナル人材採用に係る相談

にいがた産業創業
機構

https://www.p
ref.niigata.lg.j
p/site/iri/

DX推進事業活用支援事業：AIを活用した業務効
率化や、AI、IoT、ロボット、CAE、3Dプリンタなど、デ
ジタル技術導入に係る技術相談に対応可能

新潟県工業技術
総合研究所

https://itcngt.
com/

DX・ITコンサルティング、DX・IT人材育成サポート、支
援機関向けDX推進サポートに対応可能

新潟県IT
コーディネータ協会

https://www.
miradigi.go.jp
/

DX推進に関する各種支援施策、連携先の紹介等、
DXに関するあらゆる相談に対応可能で経営課題解
決に向けた”気づき”を見つけていただくためのチェック＆
サポートツール「みらデジ経営チェック」も提供

みらデジ

https://it-
sodan.smrj.go
.jp/index.html

中小企業の支援を行う支援機関が抱えるDX推進に
係る問題の整理、解決策の提案等、DXに関するあら
ゆる相談に対応可能

IT経営サポート
センター

https://bizsap
o.smrj.go.jp/

中小企業基盤整備機構が提供する経営課題相談
サービスで、AIチャットボットもしくは専門家に対し、中
小企業が抱える経営課題についてチャットで相談可
能

E-SODAN
（イーソーダン）

DX推進にあたり、つまづいてしまった際や、デジタル技術の活用に係る専門家に相談したい際には、以下に記
載している支援機関やサービスに気軽に相談することができます。自社の課題等に応じて、ぜひご活用ください。

● 4-4. 相談先・情報収集先一覧
Appendix：相談先やDXの情報収集ができるサービス（1/2）

相談先
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QRコードホームページ収集可能な情報サービス名

https://it-
map.smrj.go.j
p/

中小企業基盤整備機構が提供するサービス
支援先企業の経営課題や悩み事を入力するだけで、
web上で簡単にIT戦略マップや導入プランが作成可
能

IT戦略ナビ

https://j-
net21.smrj.go.
jp/index.html

中小企業の支援機関などを対象とした経営課題解
決のための支援情報やDX事例、セミナー・イベント、補
助金等の情報が収集可能

J-Net21

https://www.it
c.or.jp/ITコーディネータ資格認定に関する情報収集が可能ITコーディネータ協会

（ITCA）

https://www.i
pa.go.jp/digit
al/dx-
suishin/about.
html

DX推進指標はDXの推進に向けた現状や課題に対す
る認識を共有し、アクションにつなげるための気付きの
機会を提供する指標で、DXを進める上で重要な観点
についての情報収集が可能

DX推進指標

https://www.m
eti.go.jp/policy/
it_policy/invest
ment/dx-
nintei/dx-
nintei.html

DX認定制度※で認定を受けた企業に関する情報収
集が可能

※DX認定制度：「情報処理の促進に関する法律」に基づき、「デ
ジタルガバナンス・コード」の基本的事項に対応する企業を国が認
定する制度

DX認定

● 4-4. 相談先・情報収集先一覧
Appendix：相談先やDXの情報収集ができるサービス（2/2）

情報収集先

QRコードホームページ対応可能な相談内容支援機関・
サービス名

https://ittools.
smrj.go.jp/zeir
ishi/index.htm
l

中小企業基盤整備機構が提供する税理士のための
IT情報提供サイトで、支援先企業のDXを推進する支
援機関に対し、IT化支援事例等を提供

税理士ITサポート

https://www.s
mrj.go.jp/sme
/enhancemen
t/diagnosis/in
dex.html

専門家との3回の面談を通して、支援先企業の経営
課題・業務課題を整理・見える化し、デジタル技術の
活用可能性を提案

IT経営簡易診断

相談先


